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１．計画の基本的事項
 

(1) 計画の基本的な考え方 

 

団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年には、静岡県においても人口の３人

に１人が 65 歳以上、５人に１人が 75 歳以上となると推計されており、医療や介護を必要

とする人が、今後、ますます増加することが見込まれている。 

増加する医療・介護需要に対応するためには、限られた医療・介護資源を有効に活用し、

必要なサービスを確保していくことが必要である。 

そのため、2015 年度には、構想区域ごとに各医療機能の将来の必要量を含め、その地域

にふさわしいバランスの取れた医療機能の分化と連携を適切に推進すること及び誰もが住

み慣れた地域で最期まで自分らしく暮らし続けることのできる地域包括ケアシステムの構

築を目指して、静岡県地域医療構想を策定した。 

現在、その実現に向けて、地域の現状や課題を踏まえつつ、地域医療構想調整会議や地

域包括ケア推進ネットワーク会議等において将来の医療・介護提供体制を確保するために

必要な協議を進めているところである。 

医療機関等の自主的な取組や相互の協議を実効性のあるものとし、地域における医療及

び介護の総合的な確保を図るため、当計画に基づき地域医療介護総合確保基金を活用して、

以下の施策を推進する。 

 

１ 地域の医療提供体制の将来の目指すべき姿、「地域医療構想」の実現に向けた病床の機

能分化・連携の推進 

・地域医療構想調整会議における医療機関相互の協議等に基づき、不足する医療機能へ

の転換を図る施設・設備整備事業等を支援し、病床の機能分化・連携等による各地域

にふさわしい医療提供体制の充実を図る。 

・医療施設間で患者・診療情報を共有するネットワークシステムの活用を推進し、病診

連携・病病連携等の地域連携の利便性向上と効率化・迅速化を図る。 

 

 

２ 地域での生活を支える在宅医療や介護サービスの充実 

・在宅医療の充実を図るため、在宅医療の基盤整備の促進、在宅医療に従事する医療従

事者の充実と資質向上、在宅歯科医療の体制整備、薬局の機能充実等を図るとともに、

在宅医療を担う関係機関相互や医療・介護に関わる多職種の関係者の連携強化を図る。 

・リハビリテーション機能の充実、在宅で療養する精神障害者、難病患者、がん患者、

認知症患者等の支援を推進する。 

・県民の在宅医療に関する理解を深め不安解消を図るなど、在宅医療が選択される環境

整備を促進するため、関係機関と連携し、県民に向けた普及啓発を図る。 
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３ 介護施設等の整備 

・自宅での生活が困難な高齢者が地域で安心して暮らすことができるよう、地域の介護

サービスの中核となる特別養護老人ホームや介護老人保健施設の計画的な整備を促

進する。 

・介護が必要になっても、可能な限り住み慣れた自宅や地域で生活できるよう、地域医療介護

総合確保基金を積極的に活用し、身近なサービスの拠点となる地域密着型介護施設の

整備を促進する。 

 

 

４ 医療サービスの担い手である医療従事者の確保・養成 

・ 地域医療構想の実現に向けて、ふじのくに地域医療支援センターにより医師確保対策

を一元的かつ専門的に推進するほか、医学修学研修資金利用者を対象とした「ふじの

くにバーチャルメディカルカレッジ」において医師の育成段階に合わせた支援を通じ

て県内外からの医師確保及び地域偏在の解消に取り組む。 

・ 浜松医科大学との連携強化による専門的な医師の養成・確保、産科・救急・小児等の

不足する診療科の医師確保支援、女性医師の復職・キャリア形成支援、医療従事者の

勤務環境改善等を推進する。 

・ 看護師等養成所の運営支援や看護教員等の養成研修等を通じて看護職員の養成力強

化を図るとともに、看護職員に対する各種研修や院内保育事業への支援等により、離

職防止、定着促進、再就業支援、資質向上等を推進する。 

 

 

５ 介護サービスの担い手である介護従事者の確保・養成 

 ・団塊の世代が、全て75歳以上となる2025年には、今後更に介護需要が増大すると見込

まれ、介護サービスを支える人材を確保していく必要があるため、介護従事者に対す

る理解を深めるとともに、若年層、高齢者、外国人等の多様な人材の介護分野への就

業を促進させる。 

・また、介護従事者の処遇改善による職場定着を促進するため、能力、資格、経験に応

じた給与・処遇体系を定めるキャリアパス制度の介護事業所への導入を引き続き支援

する。 
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(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

静岡県における医療介護総合確保区域については、「賀茂」、「熱海伊東」、「駿東田方」、

「富士」、「静岡」、「志太榛原」、「中東遠」、「西部」の８地域とする。 
 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                       ） 
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１ 医療介護総合確保区域（２次保健医療圏）の概況 

① 区域構成市町村・面積・人口 

圏域名 構成市町名 面積（㎞ 2） 人口（人） 
高齢化率

（％） 

要支援・要介護 

認定者数（人） 

認定率（％） 

（1号被保険者） 

賀茂 

下田市、東伊豆

町、河津町、南伊

豆町、松崎町、西

伊豆町 

583.56 63,841 43.2 4,541 15.9 

熱海伊東 熱海市、伊東市 185.88 103,988 42.9 7,295 15.8 

駿東田方 

沼津市、三島市、

御殿場市、裾野

市、伊豆市、伊豆

の国市、函南町、

清水町、長泉町、

小山町 

1,276.93 651,011 28.4 26,832 14.0 

富士 富士宮市、富士市 634.03 376,544 27.2 16,425 15.2 

静岡 静岡市 1,411.90 699,087 29.5 36,939 17.4 

志太榛原 

島田市、焼津市、

藤枝市、牧之原

市、吉田町、川根

本町 

1,209.37 458,678 29.2 20,551 14.7 

中東遠 
磐田市、掛川市、

袋井市、御前崎

市、菊川市、森町 

831.13 465,370 26.5 18,720 14.5 

西部 浜松市、湖西市 1,644.62 854,872 26.9 39,300 16.5 

合  計 7,777.42 3,673,401 28.7 170,603 15.6 
※面積は、平成 29 年 10 月１日現在（国土地理院「平成 29年全国都道府県市区町村別面積調」） 
※人口は、平成 29 年 10 月１日現在（静岡県企画広報部「平成 29年静岡県の推計人口」） 

  ※高齢化率は、平成 30 年４月１日現在（静岡県健康福祉部「高齢者福祉行政の基礎調査結果」） 
    ※要支援・要介護認定者数及び認定率は、平成 30 年３月末現在（厚生労働省「介護保険事業状況報

告月報」） 
 
  ② 将来推計人口                        （単位：人） 

圏域 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 

賀茂 66,438 59,779 53,467 47,463 41,721 36,339 31,481 

熱海伊東 105,889 98,984 91,558 84,042 76,585 69,411 62,728 

駿東田方 657,570 636,115 610,286 581,550 551,019 519,353 487,432 

富士 379,169 368,562 354,989 339,542 322,749 304,891 286,411 

静岡 704,989 689,756 669,536 646,098 620,609 594,305 567,831 

志太榛原 463,011 451,443 436,801 419,942 401,328 381,163 360,646 

中東遠 465,470 458,278 448,230 436,378 422,763 407,067 390,402 

西部 857,769 852,669 841,197 825,089 805,029 781,735 755,934 

計 3,700,305 3,615,586 3,506,064 3,380,104 3,241,803 3,094,264 2,942,865 

   ※資料：国立社会保障・人口問題研究所「都道府県将来推計人口」（30 年３月推計） 
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③ 本県の人口の推移 

高齢化率（％） 

静岡県 全国 

区  分 

総人口 

（千人） 

（Ａ） 

65 歳以上 

人口 

（千人） 

（Ｂ） 

75 歳以上 

人口 

（千人） 

（Ｃ） 

65 歳 

以上 

(B/A) 

75 歳 

以上 

(C/A) 

65 歳 

以上  

75 歳 

以上 

2000(平成 12)年 3,767 666 273 17.7 7.2 17.3 7.1 

2005(平成 17)年 3,792 779 355 20.6 9.4 20.2 9.1 

2010(平成 22)年 3,765 892 429 23.8 11.5 23.0 11.2 

2013(平成 25)年 3,723 968 472 26.0 12.7 25.1 12.3 

2015(平成 27)年 3,700 1,029 497 27.8 13.4 26.6 12.8 

2020(平成 32)年 3,616 1,100 573 30.4 15.9 28.9 14.9 

2025(平成 37)年 3,506 1,119 666 31.9 19.0 30.0 17.8 

2030(平成 42)年 3,380 1,125 700 33.3 20.7 31.2 19.2 

2035(平成 47)年 3,242 1,134 692 35.0 21.3 32.8 19.6 

2040(平成 52)年 3,094 1,161 681 37.5 22.0 35.3 20.2 

2045(平成 57)年 2,943 1,143 683 38.9 23.2 36.8 21.4 

※2010(平成 22)年以前は、総務省統計局「国勢調査結果」による 10 月１日現在の数 

※2013(平成 25)年は、総務省統計局「人口推計」による 10 月１日現在の数 

※2015（平成 27）年以降の数値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平

成 30 年３月推計）」による数 

  ④ 医師数 

実 数（人） 人口 10 万人当たり（人） 
医療圏 

 うち病院  うち病院 

賀  茂 97 51 148.8 78.2 

熱海伊東 222 142 211.8 135.5 

駿東田方 1,425 936 217.7 143.0 

富  士 555 276 146.9 73.0 

静  岡 1,611 1,046 229.5 149.0 

志太榛原 716 429 155.3 93.0 

中 東 遠 681 393 146.3 84.4 

西  部 2,097 1,444 244.8 168.6 

県 全 体 7,404 4,717 200.8 127.9 
   ※医師数は、平成 28 年 12 月 31 日現在（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

⑤ 介護職員数等 

職  種 実数（人） 

介護職員 50,030 

介護支援専門員 5,381 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 1,422 
※介護職員数等は、平成 27 年度の実数（国の需給推計を基に県で独自に試算） 
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(3) 計画の目標の設定等 

 
■静岡県全体 
１．目標 

各医療介護総合確保区域の課題を解決し、地域において医療及び介護を総合的に確保

していくため、地域医療構想に基づき、「効果的かつ質の高い医療提供体制」及び「地

域包括ケアシステム」の構築を目指す。 

なお、静岡県全体の目標は、各医療介護総合確保区域において取り組む共通のもので

あるが、医療及び介護資源等は医療介護総合確保区域ごとに実情が異なることから、課

題解決に向けたアプローチ等については、地域の特性や状況に応じて、取り組んでいく。 
 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

地域医療構想調整会議における医療機関相互の協議等に基づき不足する医療機能

への転換を促進するとともに、住み慣れた地域で自立した日常生活を可能とする地域

包括ケアシステムの構築において重要となる回復期を担う地域包括ケア病床等の整

備や有床診療所の機能強化を促進する。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数  

＜26,584 床＞ 

◆高度急性期 3,160 ◆急性期 9,084 

◆回復期 7,903 ◆慢性期 6,437 

  
 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 

   在宅医療に取り組む診療所、病院、歯科診療所、訪問看護ステーション及び薬局の

充実と地域偏在の解消、在宅医療に従事する医療従事者の充実と資質向上、病院から

在宅等への患者の円滑な移行や在宅患者の急変時対応等在宅での長期療養を支える

機能等を有する有床診療所の機能強化を図る。 
    
 【定量的な目標値】 

目標項目等 現状値 目標値 

訪問診療を受けた患者数 12,565 人 

（2013 年） 

15,519 人 

（2020 年） 

訪問診療を実施している診療所、病院数 
1,050 施設 

（2016 年度） 

1,161 施設 

（2020 年度） 

退院支援ルールを設定している２次保健医療

圏数 

－ 

（2016 年） 

全医療圏 

（2020 年） 
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在宅療養後方支援病院、在宅療養支援病院数 
22 施設 

（2017 年） 

30 施設 

（2020 年） 

最期を自宅で暮らすことができた人の割合 
13.5% 

（2016 年） 

14.5% 

（2020 年） 

在宅看取りを実施している診療所、病院数 
284 施設 

（2016 年） 

323 施設 

（2020 年） 

24 時間体制をとっている訪問看護ステー

ション数 

165 施設 

（2016 年度） 

230 施設 

（2020 年度） 

在宅療養支援歯科診療所数 
303 施設 

（2017 年） 

438 施設 

（2020 年） 

歯科訪問診療を実施する歯科診療所数 
437 施設 

（2017 年） 

605 施設 

（2020 年） 

在宅訪問業務を実施している薬局数 
665 薬局 

（2016 年度） 

1,180 薬局 

（2020 年度） 

  
 
 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第 7期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 【定量的な目標値】 静岡県全体 

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 1,249 人 1,423 人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を含む。以下同じ。） 
13,307 床 13,417 床 

③ケアハウス 2,485 床 2,585 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 18 カ所 28 カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 6,294 床 6,657 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 161 カ所 181 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 19 カ所 43 カ所 

 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標 

本県の医師・看護師は増加しつつあるものの、2016 年における人口 10 万人当たり

の医療施設従事医師数は 200.8 人、看護職員従事者数（常勤換算）は 976.8 人で、依

然として、いずれも全国平均を下回っており、ともに全国で多い方から 40 位という

状況にある。 

病床の機能分化・連携による効率的で質の高い医療提供体制の構築に向けて、関係

機関と連携して、医療従事者の確保・養成を推進するとともに、地域間・診療科間の

格差是正にも取り組む。 
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【定量的な目標値】 

目標項目等 現状値 目標値 

人口10万人当たり医師数（医療施設従事医師

数） 

200.8人 

（2016年12月） 

217人 

（2021年） 

医学修学研修資金貸与者の県内医療機関勤

務者数 

192人 

（2017年度） 

340人 

（2021年度） 

人口 10 万人当たり看護職員数（常勤換算） 
976.8 人 

（2016 年 12 月） 

1,080 人 

（2021 年） 

新人看護職員を指導する実地指導者養成数 
累計 285 人 

（2016 年度まで） 

累計 485 人 

（2021 年度） 

看護師等の離職時届出人数 
846 人 

（2016 年度） 

1,200 人 

（2021 年度） 

特定行為指定研修機関又は協力施設数 
0 施設 

（2016 年度） 

８施設 

（2023 年度） 

医療勤務環境改善計画の策定 
24 病院 

（2016 年） 

181 病院 

（2023 年度） 

    
 

 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
    静岡県においては、平成30年度までに 5,439人※の介護従事者の増加を目標とする。

その際、県内の労働市場の動向も踏まえ、特に若年層やその保護者の介護に対する理

解促進などによる就業促進に加え、介護事業所におけるキャリアパス制度の導入を促

進することなどにより現職介護従事者の職場定着を図っていく。 
 【定量的な目標値】 静岡県全体 

目標項目 平成 27 年度実績 平成 30 年度目標 

介護従事者数 

（介護職員） 
50,030 人 55,469 人 

※介護従事者の増加数 5,439 人は、平成 27 年度実績（現時点の最新数値）から平成 30 年度までの増加

目標人数である。 

 
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■賀茂区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内８病院のうち、一般病床、療養病床を有する病院は６病

院あるが、地域医療支援病院はなく、200 床以上の病院も存在しない。がんの集学的治

療や脳卒中・急性心筋梗塞の救急医療を行うことができる、高度急性期を担う医療機関

がないことから、区域内での医療完結が困難であり、隣接する駿東田方区域の医療施設

に搬送している状況にある。 
  介護分野においては、区域内の高齢化率は県内で最も高く、65 歳以上人口は減少傾

向にある一方で、年々75 歳以上人口が増加するなど、介護サービスの需要が増加してい

る。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

病院の機能分化による高度急性期機能の一定量の確保や回復期機能の充実など病

院間連携に取り組むとともに、区域外の医療機関との連携体制の確保にも取り組む。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜659 床＞ 

◆高度急性期 20 ◆急性期 186 

◆回復期 271 ◆慢性期 182 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第 7期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
  
【定量的な目標値】賀茂区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 ０人 ０人 

②介護老人保健施設 280 床 280 床 

③ケアハウス ０床 ０床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ０カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 81 床 81 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 ２カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 

    
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■熱海伊東区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内８病院のうち、一般病床、療養病床を有する 200 床以上

は２病院だが、地域医療支援病院はなく、高度や専門的な医療機能を有する医療機関が

少ないため、隣接する駿東田方区域との広域的な医療連携体制の確保が必要である。 
  介護分野においては、区域内の高齢化率は県内で２番目に高く、熱海市及び伊東市は

県内の市部における高齢化率が最上位にあり、年々65 歳以上人口が増加するなど、介護

サービスの需要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

急性心筋梗塞等への高度急性期機能の対応力を高めていくとともに、ひとり暮らし

高齢者が多く、慢性期機能の必要度も高いことから、回復期機能と慢性期機能の垣根

を低くするよう、各病院の機能分担と連携を強化していく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜1,068 床＞ 

◆高度急性期 84 ◆急性期 365 

◆回復期 384 ◆慢性期 235 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標 

   地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【定量的な目標値】熱海伊東区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 29 人 29 人 

②介護老人保健施設 544 床 544 床 

③ケアハウス 75 床 75 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 １カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 252 床 270 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 ５カ所 ６カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 １カ所 

      
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■駿東田方区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内の 48 病院のうち、一般病床、療養病床を有する 500 床

以上の病院は２病院、200 床以上 500 床未満の病院が６病院であり、地域医療支援病院

も２病院あるが、200 床未満が 35 病院と中小病院の割合が高く、医師不足による救急医

療体制の確保や産科医療の地域格差・分娩機能の低下などが危惧されている。 

  介護分野においては、高齢化率が 30％を超える市町がある一方で、県下でも高齢化率

が低い水準の市町もあり地域差が生じているが、年々65 歳以上人口・高齢化率が増加し

ており、介護サービスの需要が増加している。 

  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
地域で救急医療や周産期医療、小児医療などを担っている医療機関に対して医師を

供給できる体制を構築するとともに、他区域からの高度・専門的な医療需要にも対応

できる体制整備を推進していく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜4,929 床＞ 

◆高度急性期 609 ◆急性期 1,588 

◆回復期 1,572 ◆慢性期 1,160 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
   地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 【定量的な目標値】駿東田方区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 165 人 252 人 

②介護老人保健施設 2,129 床 2,129 床 

③ケアハウス 608 床 668 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ４カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 953 床 1,043 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 16 カ所 22 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 ８カ所 

    
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■富士区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 19 病院のうち、一般病床、療養病床を有する 200 床以

上の公立病院は３病院あり、今後も地域の高度急性期、急性期医療の提供体制を維持・

拡充していくこととしているが、人口 10 万人当たり医師数は 146.9 人と医師が特に少

ない区域であり、中核病院の診療体制の縮小していることから、近隣地域の病院との医

療連携を更に推進していく必要がある。 

  介護分野においては、区域内の高齢化率は、県内で３番目に低くなっているが、年々

65 歳以上人口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。   
これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

各医療機関の明確な役割分担とシームレスな連携体制の構築を図るとともに、隣接

する静岡及び駿東田方区域との広域的な医療体制の確保を図る。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜2,610 床＞ 

◆高度急性期 208 ◆急性期 867 

◆回復期 859 ◆慢性期 676 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【定量的な目標値】富士区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 349 人 407 人 

②介護老人保健施設 1,260 床 1,270 床 

③ケアハウス 247 床 287 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ５カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 440 床 494 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 33 カ所 34 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 ６カ所 10 カ所 

  
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■静岡区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 29 病院のうち一般病床、療養病床を有する公立病院が

６病院（うち 500 床以上は２病院）あり、区域内の急性期医療の中核を担うとともに県

中部若しくは全県を対象とした医療も担っている。また、地域医療支援病院は６病院あ

り地域の医療機関との連携を推進している。 

  介護分野においては、区域内の高齢化率は、県平均をやや上回る程度であるが、年々

65 歳以上人口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。 
これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

隣接する富士及び志太榛原区域を含む広域的な高度医療提供体制の構築に向けて

医師確保を進めるとともに、各病院の機能分担と連携体制の検討、地域包括ケア病床

等の在宅復帰を支援する回復期機能を有する病院の充実に取り組む。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜5,202 床＞ 

◆高度急性期 773 ◆急性期 1,760 

◆回復期 1,370 ◆慢性期 1,299 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【定量的な目標値】静岡区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 96 人 96 人 

②介護老人保健施設 2,544 床 2,644 床 

③ケアハウス 430 床 430 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 ６カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 1,887 床 1,923 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 35 カ所 41 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所 16 カ所 

    
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■志太榛原区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 13 病院のうち、公立４病院を地域の中核医療機関とし

て構築しており、うち３病院は地域医療支援病院として地域の医療機関との連携を推進

している。2010 年以降様々な取組により医師数は増加してきたが、人口 10 万人当たり

医師数は 155.3 人と特に少ない区域であり、依然として医師不足により休診している診

療科があるなど、病院間連携が必要となっている。 
 介護分野においては、区域内は高齢化率が 40％を超える川根本町がある一方で、県下

でも高齢化率が低い水準の吉田町もあり地域差が生じているが、年々65 歳以上人口・高

齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。  
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

当区域だけでは対応できない専門分野について隣接する静岡及び中東遠区域と連

携した広域的な医療体制の確保を図るとともに、地域包括ケア病床や回復期病床を区

域全体で活用するという視点で医療連携体制を整える。 
 

 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜3,246 床＞ 

◆高度急性期 321 ◆急性期 1,133 

◆回復期 1,054 ◆慢性期 738 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【定量的な目標値】志太榛原区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 97 人 97 人 

②介護老人保健施設 1,731 床 1,731 床 

③ケアハウス 202 床 202 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ４カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 647 床 683 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 23 カ所 27 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 ５カ所 

  
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■中東遠区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 19 病院のうち一般病床・療養病床を有する病院は 14 病

院あり、６公立病院が地域医療において大きな役割を担っているが、人口 10 万人当た

り医師数は 146.3 人と特に少ない区域であり、医師確保は区域における喫緊の課題と

なっている。 

  介護分野においては、県内で最も高齢化率が低い区域であり、森町を除き５市が県平

均を下回っているが、年々65 歳以上人口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需

要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 
① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

関係機関が協力して医師確保の取組を進めるとともに、磐田市立病院と中東遠総合

医療センターを区域の東西の核とし他の公立病院等が支える、地域特性に応じた医療

機能の分化・連携を進め、地域完結型医療をさらに推進していく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜2,856 床＞ 

◆高度急性期 256 ◆急性期 1,081 

◆回復期 821 ◆慢性期 698 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【定量的な目標値】中東遠区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 78 人 78 人 

②介護老人保健施設 1,490 床 1,490 床 

③ケアハウス 175 床 175 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ２カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 744 床 780 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 13 カ所 15 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ２カ所 

    
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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■西部区域（※都道府県医療介護総合確保区域ごとに記載） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内の 37 病院のうち、500 床以上の病院が４施設、地域医療

支援病院も６施設あり、人口 10 万人当たり医師数も 244.8 人と国平均を上回っている

が、広大な区域を抱えていることから、山間部の交通手段に乏しい北遠地域では外来受

診や患者搬送に困難が生じるなど地域偏在がある。 
介護分野においては、区域内の高齢化率は県平均よりも低い状況にある一方で、中山

間地の浜松市天竜区は 40％を超え地域差が生じているが、年々65 歳以上人口・高齢化

率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

今後充実が求められる回復期機能を確保していくため、現在の病床の有効活用を図

る。病床機能の配置や診療科等の地域バランスについては、北遠地域や県境の患者流

出入が多い地域の特性を考慮する。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜6,014 床＞ 

◆高度急性期 889 ◆急性期 2,104 

◆回復期 1,572 ◆慢性期 1,449 

 

  
③ 介護施設等の整備に関する目標 

    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
【定量的な目標値】西部区域  

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 435 人 464 人 

②介護老人保健施設 3,329 床 3,329 床 

③ケアハウス 748 床 748 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ５カ所 ６カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 1,290 床 1,383 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 34 カ所 34 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 １カ所 

    
２．計画期間 
  平成 30 年４月１日～平成 33 年３月 31 日 
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(4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法
 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

●関係団体等からの意見聴取の状況 

平成 29 年８～９月 以下の関係団体、市町及び浜松医科大学に事業提案の意見照会 

       一般社団法人静岡県医師会、一般社団法人静岡県歯科医師会、公益社団法

人静岡県薬剤師会、公益社団法人静岡県看護協会、公益社団法人静岡県病

院協会、静岡県精神科病院協会、静岡県訪問看護ステーション協議会、静

岡県理学療法士会、静岡県作業療法士会、静岡県言語聴覚士会、静岡県慢

性期医療協会、社会福祉法人静岡県社会福祉協議会、一般社団法人静岡県

社会福祉士会、静岡県地域包括・在宅介護支援センター協議会、静岡県小

規模多機能型居宅介護事業者連絡会、静岡県認知症高齢者グループホーム

連絡協議会、静岡県ホームヘルパー連絡協議会、特定非営利法人静岡県介

護支援専門員協会、一般社団法人静岡県介護福祉士会、静岡県老人福祉施

設協議会、静岡県老人保健施設協会、静岡県介護福祉士養成施設協議会、

一般社団法人日本在宅介護協会静岡県支部、地方独立行政法人静岡県立病

院機構 

平成 29 年 10 月～平成 30 年１月 

事業提案のあった関係団体と、継続事業の達成状況や新規事業の目標設定

等について、随時協議を実施 

●審議会等による検討状況 

 医療審議会や各圏域で開催された各種協議会等において、基金事業の周知を行った。 

＜医療分＞ 

・ 静岡県医療審議会【H29 年度: ３回開催（8/21、12/25、3/23）】 

・ 静岡県医療対策協議会【H29 年度:２回開催（11/6、2/26）】 

・静岡県地域医療構想調整会議（各圏域開催） 

【H29 年度各４回開催（第１回：５～６月、第２回：７～８月、第３回：10～11 月、第４回：２月）】 

＜介護分＞ 

・静岡県社会福祉審議会【H29 年度：１回開催（6/9）】 

・静岡県社会福祉審議会老人福祉専門分科会【H29 年度：２回開催（6/9、2/15）】 

・静岡県老人福祉施設協議会理事会【H29 年度：４回開催（5/11、8/24、12/7、3/9）】 

・静岡県老人福祉施設協議会タウンミーティング【H29 年度：１回開催（10/24）】 

・地域包括・在宅介護支援センタータウンミーティング【H29 年度：１回開催（9/5）】 

・介護福祉士会タウンミーティング【H29 年度：１回開催（8/25）】 
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(2) 事後評価の方法 

  
  計画の事後評価に当たっては、静岡県医療審議会、静岡県医療対策協議会、静岡県社

会福祉審議会（老人福祉専門分科会）のほか、各圏域の地域医療協議会等の意見を聞き

ながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行う等により、計画を推進していきます。 
 

 



 

1 
 

３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

病床機能分化促進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

996,000 千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 地域包括ケアシステムの推進のために、急性期からの患者受入、在宅復帰支

援、緊急時の受入を行う地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床

への転換を促進するなど、地域医療構想における各医療機能の将来の必要量に

向けて、地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を推進して

いく必要がある。 

背景にある医療・介護

ニーズ 

アウトカム指標： 

・回復期必要病床数の確保（平成 30 年度） 

地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床の施設整備 396 床 

・地域医療構想に基づく 2025 年の必要病床数 

高度急性期：3,160 床、急性期：9,084 床、回復期：7,903 床、 

慢性期：6,437 床 

事業の内容 ・急性期からの患者受入、在宅復帰支援、緊急時の受入を行う地域包括ケア病

床及び回復期リハビリテーション病床への転換に伴う施設整備、設備整備事業

に対して助成する。 
・建物の老朽化等による建替等の整備事業のうち、地域医療構想に基づき病床

数を削減する病院の増改築事業に対して助成する。 
アウトプット指標 （平成 30 年度） 

・地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床の施設整備 ９箇所 

・病床の削減を伴う増改築事業 １箇所 
アウトカムとアウト

プットの関連 

 地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床への転換や病床削減を

伴う増改築事業への支援を通じて、地域医療構想に基づく必要病床数の確保を

図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

996,000

国（Ａ） (千円)

332,000

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

166,000

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

498,000

事業に要する費用の

額 

金額 

その他（Ｃ） (千円)

498,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  



 

2 
 

３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

がん医療均てん化推進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

720,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３３年３月３１日 

県民が地域の身近なところで適切ながん医療を受けられるよう、ゲ

ノム医療や低侵襲医療などの先進的な医療から化学療法や緩和ケアな

どの専門的な医療まで、地域でがん診療を行う病院がその役割に応じ

て診療機能の向上を図っていく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：がん治療の機能分化・連携体制が構築された二次医

療圏  ７二次医療圏（平成 28 年度）→８二次医療圏（平成 30 年度）

事業の内容 (1)がん診療連携拠点病院がゲノム医療や低侵襲医療などの先進的な

医療を行うために必要な医療施設、設備・機器の整備について助成

(2)がん診療連携拠点病院以外の国・県指定病院が放射線療法を行うた

めに必要な医療施設・設備の整備について助成 

(3)がん相談支援センター及び国・県指定病院以外の病院が、化学療法

や緩和等を行うために必要な医療施設・設備の整備について助成 
アウトプット指標 (1) がん診療連携拠点病院：１箇所程度 

(2)がん診療連携拠点病院以外の国・県指定病院：１箇所程度 

(3)がん相談支援センター及び国・県指定病院以外の病院：２箇所程度

アウトカムとアウトプット

の関連 

先進的又は高度ながん治療を行う病院の集約化と特に医療資源が乏

しい地域で専門的ながん治療を行う病院の整備を進めることで、がん

医療の機能分化をあわせた重層的ながん診療提供体制を構築できる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

720,000

国（Ａ） (千円)

240,000

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

120,000

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

360,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

360,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  



 

3 
 

３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

地域医療連携推進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

85,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

病診連携・病病連携を始め、薬局や訪問看護等との情報共有の利便性向

上など、地域における医療機関の役割分担・連携の加速化を推進するため、

ＩＣＴネットワークセンター基盤を構築し、医療施設間の診療情報を共有

することが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・開示件数（開示される患者数） 

23,089 件（平成 29 年度） → ５％増（平成 30 年度） 

・参照施設数（患者情報を閲覧する施設） 

135 施設（平成 29 年度） → 10 施設増（平成 30 年度） 

事業の内容 県内医療施設間で患者・診療情報を共有するための地域医療連携ネット

ワークシステム（ふじのくにねっと）に保有する医療情報を開示する病院

に対してシステム構築費（機器購入費含む）を助成 

アウトプット指標 開示施設（患者情報を開示する施設）５施設に対して助成 

アウトカムとアウトプット

の関連 

患者情報を開示する病院が増加し、地域医療連携ネットワークが拡大す

ることで、患者情報の開示・参照が増加し、地域における医療機関の役割

分担・連携の加速化が推進される。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

85,000

国（Ａ） (千円)

28,333

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

14,167

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

42,500

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

42,500

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

ＩＣＴ地域医療ネットワークシステム運営

事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

29,550 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 一般社団法人静岡県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 地域医療構想に掲げる病床機能分化・連携及び地域包括ケアシステ

ムの推進に向けて、病院を含めた地域における医療・介護の多機関・

多職種の医療従事者間で患者情報、施設情報等を効率的に共有するＩ

ＣＴ地域医療ネットワークシステムを運用することが求められてい

る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：施設情報を登録する医療・介護機関等の数 

744 施設（H30.4） → 主要な医療・介護機関等（8,064 施設）の 50％

（平成 32 年度）  

事業の内容  病院を含めた地域医療・介護の多機関・多職種間において、急性期

から回復期、慢性期へと移行する患者の医療情報や施設・サービス情

報を共有する ICT 地域医療ネットワークシステム「シズケア＊かけは

し」を構築・運営することにより、病床機能分化・連携及び地域包括

ケアシステムの推進を図る。 
アウトプット指標 ICT 地域医療ネットワークシステムへの助成 １団体 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 ICT 地域医療ネットワークシステム「シズケア＊かけはし」の継続

運営を支援することにより、病床機能分化・連携及び地域包括ケアシ

ステムの推進に向けて施設情報等を効率的に共有する医療・介護機関

等が増加する。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

29,550

国（Ａ） (千円)

3,283

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,642

(千円)

3,283

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,925

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

24,625

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

ＩＣＴ地域医療ネットワークシステムモデ

ル事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

14,600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 一般社団法人静岡県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 地域医療構想に掲げる病床機能分化・連携及び地域包括ケアシステ

ムの推進に向けて、病院を含めた地域における医療・介護の多機関・

多職種の医療従事者間で患者情報、施設情報等を効率的に共有するＩ

ＣＴ地域医療ネットワークシステムを、全県下で更に有効に活用する

ことが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：施設情報を登録する医療・介護機関等の数 

744 施設（H30.4） → 主要な医療・介護機関等（8,064 施設）の 50％

（平成 32 年度）  

事業の内容  病院を含めた地域医療・介護の多機関・多職種間において、急性期

から回復期、慢性期へと移行する患者の医療情報や施設・サービス情

報を共有する ICT 地域医療ネットワークシステム「シズケア＊かけは

し」の全県下での活用を推進するため、病院を中心としたモデル地域

を設定し、各地域の実態や課題等を踏まえたシステム活用の取組に対

して助成することにより、病床機能分化・連携及び地域包括ケアシス

テムの推進を図る。 
アウトプット指標 ICT 地域医療ネットワークシステム活用に向けたモデル地域の取組

に対する助成 10 団体 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 ICT 地域医療ネットワークシステム「シズケア＊かけはし」の活用

に向けたモデル地域の取組を支援することにより、病床機能分化・連

携及び地域包括ケアシステムの推進に向けて施設情報等を効率的に共

有する医療・介護機関等が増加する。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

14,600

国（Ａ） (千円)

9,733

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,867

(千円)

9,733

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

14,600

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

有床診療所療養環境整備等事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

166,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 有床診療所 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 地域医療構想に掲げる病床機能の分化・連携及び地域包括ケアシス

テムの推進のために、急変時の受入れや病床機能分化において受け皿

となる有床診療所に対しての整備を促進していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・回復期必要病床数の確保 

6,666 床（平成 25 年度）→7,903 床（平成 37 年度） 

事業の内容  急性期から回復期、在宅医療に至るまでの一連の医療提供体制を地

域において総合的に確保し、地域医療構想に掲げる病床機能の分化・

連携及び地域包括ケアシステムを推進するため、地域医療構想の医療

需要推計に対して現在不足している回復期機能について、在宅におけ

る急変時や病院からの受入れなど、地域における重要な地域包括ケア

機能を担う有床診療所の施設、設備整備事業に対して助成する。 
アウトプット指標 ・回復期病床として、病院等からの受入れを行う有床診療所への施設 

及び設備整備→６施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病床機能分化を促進する上で、患者の受け皿となる有床診療所を整

備することで、回復期の必要病床数の確保を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

166,000

国（Ａ） (千円)

55,333

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

27,667

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

83,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

83,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

有床診療所後方支援体制整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

112,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 有床診療所 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 地域医療構想に掲げる病床機能の分化・連携及び地域包括ケアシス

テムの推進のため、地域医療構想の医療需要推計に対して現在不足し

ている回復期機能として急変時の受入れや病床機能分化の受け皿とな

る有床診療所に対して、病床稼動上の課題となっている夜間・休日の

人材確保を支援する必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・回復期必要病床数の確保 

6,666 床（平成 25 年度）→7,903 床（平成 37 年度） 

事業の内容  急性期から回復期、在宅医療に至るまでの一連の医療提供体制を地

域において総合的に確保し、地域医療構想に掲げる病床機能の分化・

連携及び地域包括ケアシステムを推進するため、在宅における急変時

や病院からの受入れなど地域における重要な地域包括ケア機能を担う

有床診療所のうち、未稼働病床がある診療所が稼動できるようにする

ため、新たに夜間・休日対応として雇用する医師・看護師の人件費に

対して助成する。 
アウトプット指標 ・回復期病床として、病院等からの受入れを行う有床診療所への施設 

及び設備整備→５施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

病床機能分化を促進する上で、患者の受け皿となる有床診療所を整

備することで、回復期の必要病床数の確保を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

112,000

国（Ａ） (千円)

37,333

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

18,667

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

56,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

56,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業名 【No.8（医療分）】 

医療・介護関連データ分析事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県、静岡県国民健康保険団体連合会 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

団塊の世代が 75 歳以上になる 2025 年に、効率的かつ質の高い医療提

供体制と地域包括ケアシステムの構築を構築するためには、県民の受

療動向や介護サービスの利用状況を把握し、適切な需要予測に基づい

た医療と介護の一体的な提供体制の整備が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：病床の分化・連携の推進 

回復期必要病床数の確保：6,666 床（平成 25 年度）→7,903 床（平成

37 年度） 

慢性期必要病床数の確保：7,718 床（平成 25 年度）→6,437 床（平成

37 年度） 

事業の内容 地域医療構想における必要病床数及び在宅医療等の必要量に対し、

入院医療の受療状況、在宅医療等の新たな需要の発生状況などを地域

ごとに把握し、病床機能分化・連携及び地域包括ケアシステムの構築

に向けた需要予測を行うため、ＫＤＢからデータを汎用抽出するプロ

グラムを作成し、高齢者の受療状況等の分析が可能な体制を作る。 

アウトプット指標 医療・介護関連データの分析：５万件 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域ごとに詳細な受療動向等を分析し、適切な需要推計や連携の好事

例を発信し、地域の関係者が共有し協議することで、地域にふさわし

いバランスの取れた医療機能の分化・連携が図られる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

40,000

国（Ａ） (千円)

26,666

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

13,334

(千円)

26,666

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

40,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

26,666

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

事業名 【No.9（医療分）】 

地域医療確保支援研修体制充実事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

30,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

地域医療構想の実現のためには、医療機能の分化・連携とともに、各

医療圏の現状を踏まえた医療資源の確保・配置が必要なことから、医

療圏や診療科ごとの詳細な医療資源の需要等に関する調査・分析と、

それに基づく効率的効果的な医療資源の配置が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・病床の分化・連携の推進（回復期必要病床数の確保） 

6,666 床（平成 25 年度）→7,903 床（平成 37 年度） 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 医療圏内の各病院が担う診療科等の役割分担を図り、地域医療構想

の掲げる、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と

連携を適切に推進するため、医療圏、診療科ごとの医療需要や新専門

医制度の地域医療への影響等の調査分析（現状分析・将来推計）を行

い、効果的・効率的な医療資源の配置としての医療機関の施設の整備

等や医師の適正配置に向けた調整等を実施する。 

アウトプット指標 ・医療需要等の調査分析結果の報告 

・調査結果を踏まえ医療資源を集約する拠点病院の選定：１病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療需要等の調査分析結果に基づき医療資源（医師）を集約化する拠

点病院を選定するとともに、医師の適正配置に向けた調整を実施する

ことで、効果的効率的な医療資源の配置のもと、地域にふさわしいバ

ランスの取れた医療機能の分化・連携が図られる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

30,000

国（Ａ） (千円)

20,000

公  (千円)

20,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,000

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

在宅医療推進センター運営事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

10,354 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 一般社団法人静岡県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 在宅医療体制の確保のためには、多職種連携や在宅医療関係者のス

キルアップ、県民啓発の推進が不可欠であり、「在宅医療推進センター」

を拠点に、全県的な在宅医療の推進に取り組んでいく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数 

 12,565 人（平成 25 年度）→15,519 人（平成 32 年度）  

事業の内容  県内の在宅医療推進のための中核拠点となる「静岡県在宅医療推進

センター」の運営支援。 
アウトプット指標 ・公開講座（セミナー・シンポジウム）の開催 

 １回以上 参加者 200 人以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 「静岡県在宅医療推進センター」を中核拠点とし、公開講座を通し

て普及促進や課題の抽出を行い、在宅医療提供体制を強化することで、

訪問診療を受けた患者数の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

10,354

国（Ａ） (千円)

6,902

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,452

(千円)

6,902

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

10,354

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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 ３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

在宅医療提供施設整備事業（訪問診療実施診

療所） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

146,868 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 訪問診療を実施する診療所 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、訪問診療を実施してい

く診療所に対しての整備を促進していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数 

 12,565 人（平成 25 年度）→15,519 人（平成 32 年度） 

事業の内容  訪問診療を実施する診療所が、訪問診療の際に使用する医療機器の

設備整備に対して助成する。 
アウトプット指標 ・訪問診療を実施する診療所への設備整備→72 施設 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 訪問診療を実施する診療所への設備整備を行い、在宅医療提供体制

を強化することで、訪問診療を受けた患者数の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

146,868

国（Ａ） (千円)

48,956

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

24,478

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

73,434

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

73,434

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

訪問看護推進事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

31,790 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 公益社団法人静岡県看護協会 

一般社団法人静岡県訪問看護ステーション協議会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において、

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、在宅医療の中核を担う

訪問看護について、安定的に供給できるよう、訪問看護師の資質向上

と、訪問看護の普及促進を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数 

 12,565 人（平成 25 年度）→15,519 人（平成 32 年度） 

事業の内容  在宅医療の中核を担う訪問看護の質を高め、安定的に供給するため、

訪問看護師の資質向上、就業促進等を目的とした研修事業及び訪問看

護に対する理解促進のための普及啓発事業を実施する。 
アウトプット指標 ・研修会（10 メニュー）の開催 延べ 100 回、参加者延べ 675 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 訪問看護師の資質向上を目的とした研修を実施し、在宅医療提供体

制を強化することで、訪問診療を受けた患者数の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

31,790

国（Ａ） (千円)

21,193

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,597

(千円)

21,193

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

31,790

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

訪問看護ステーション設置促進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

116,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 訪問看護ステーション 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、訪問看護ステーション

の整備数を増やす必要がある、 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数 

 12,565 人（平成 25 年度）→15,519 人（平成 32 年度） 

事業の内容  訪問看護ステーションの新設に係る経費を助成する。 
アウトプット指標 ・訪問看護ステーションの増加（新設 37 箇所） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 訪問看護ステーション数を増やし、在宅医療提供体制を強化するこ

とで、訪問診療を受けた患者数の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

116,000

国（Ａ） (千円)

38,666

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

19,334

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

58,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

58,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

事業名 【No.14（医療分）】 

訪問看護提供体制充実事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

45,200 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 訪問看護ステーション 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において、

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、在宅医療の中核を担う

訪問看護について、訪問看護師の確保と資質向上を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数 

 12,565 人（平成 25 年度）→15,519 人（平成 32 年度） 

事業の内容  初めて訪問看護に従事する看護職を雇用する訪問看護ステーション

が行う、同行訪問に係る経費を助成する。 
アウトプット指標 ・新たに訪問看護師を雇用する訪問看護ステーション数：84 施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 訪問看護師の増加及び資質向上を通じて、在宅医療提供体制を強化

することで、訪問診療を受けた患者数の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

45,200

国（Ａ） (千円)

15,066

公  (千円)

未定

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

7,534

(千円)

未定

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

22,600

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

22,600

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

在宅歯科医療推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

14,708 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

加齢や虚弱、要介護状態にあるなどの理由により居宅等で療養
する者が増加することが見込まれる。これらの者の生活の質を確
保するために在宅歯科医療を供給する体制を整備する。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：歯科訪問診療を実施する歯科診療所の数 
437 箇所（平成 29 年）→ 605 箇所（平成 37 年） 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、静岡県歯科医師会に在宅歯科医療
連携室を設置し、在宅歯科医療に関する相談に対応するととも
に、医療従事者に対する研修会等を実施する。 

 ○在宅歯科医療に関する相談窓口の開設 

 ○在宅歯科医療に必要な診療技術や認知症に関する研修 
 ○在宅歯科医療を担う歯科衛生士の確保（再就職支援） 

アウトプット指標 研修受講者数（目標：歯科医師 240 人以上、歯科衛生士 240 人以
上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修により在宅歯科診療に必要な診療技術等を身につけた在宅
療養支援歯科診療所を日常生活圏域に１箇所以上確保すること
で、在宅歯科医療の供給する体制が整備できる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

14,708

国（Ａ） (千円)

9,805

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,903

(千円)

9,805

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

14,708

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

9,805

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

在宅歯科医療設備整備事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

199,734 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

加齢や虚弱、要介護状態にあるなどの理由により居宅等で療養
する者が増加することが見込まれる。これらの者の生活の質を確
保するために在宅歯科医療を供給する体制を整備する。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：歯科訪問診療を実施する歯科診療所の数 
437 箇所（平成 29 年）→ 605 箇所（平成 37 年） 

事業の内容 歯科訪問診療の実施に必要な医療機器等を購入する歯科医療機

関にその費用の 1/2 を助成する。 

 補助対象診療所 50 箇所 

アウトプット指標 助成件数（目標：50 件） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科訪問診療の実施に必要な医療機器等購入を支援することに

より、より多くの歯科診療所が在宅歯科医療に対応できるように

なり、居宅等療養者の生活の質の向上が図られる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

199,734

国（Ａ） (千円)

66,578

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

33,289

(千円)

66,578

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

99,867

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

99,867

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

 
事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

全身疾患療養支援研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

  

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

歯や口の健康状態は糖尿病等の全身状態の悪化予防や、要介護状態

の進行の予防につながるため、病院を退院し居宅等で療養する高齢者

等の口腔管理を定期的に行うことが重要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：歯科訪問診療を実施する歯科診療所の数 
437 箇所（平成 29 年）→ 605 箇所（平成 37 年） 

事業の内容 歯科医療関係者と医療関係者、糖尿病患者を対象に、糖尿病重症化

予防と歯周病治療の関係について重要性を理解し、共通の理解をもっ

て在宅療養患者を支援するための講習会を開催する。 

アウトプット指標 糖尿病対策医科歯科連携研修会開催（３回） 

参加人数（目標：180 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医師と歯科医師とが顔を合わせ同じ内容の研修を受けることで、在宅

歯科医療を安全に実施するための連携促進が図られることにより、在

宅歯科医療を実施する歯科診療所が増加する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,500

国（Ａ） (千円)

1,000

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

500

(千円)

1,000

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,500

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,000

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

特殊歯科診療連携推進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

5,925 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県歯科医師会 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

認知症や知的障害、要介護状態にある等が原因で歯科診療に協力
を得ることが困難な患者に対し、安全で安心な歯科医療を在宅に
おいて提供できるよう、病院等と連携し体制を構築する必要があ
る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：地域の歯科診療所と後方支援機能を持つ病院等
との連携体制を構築できた医療圏の数 
２保健医療圏（平成 29 年度）→全８保健医療圏（平成 35 年度）

事業の内容 後方支援機能を持つ病院歯科等において、認知症等の疾患を有
する患者に対する歯科治療技術等に関する研修を、在宅での歯科
診療を支援する病院と連携して行い、在宅での歯科診療が可能と
なる体制を整備する。（実地研修 20 回×３圏域） 

アウトプット指標 実地研修開催回数（60 回以上）、実地研修参加者数（60 人以上）

アウトカムとアウトプット

の関連 

全保健医療圏域で実地研修を実施することにより、居宅等で療養

する認知症患者等への歯科医療提供における、地域の歯科診療所

と病院等との連携体制が県内全域で構築される。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,925

国（Ａ） (千円)

3,950

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,975

(千円)

3,950

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,925

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

医療・介護一体改革総合啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

7,684 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県（地域医療支援団体、静岡県病院協会等） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

医療と介護の総合的な確保に向けて、行政や医療関係者のほか、県

民（患者）を含めたそれぞれの立場での理解が必要である。 

地域完結型医療「ほぼ在宅ときどき入院」が機能するには、医療提

供体制における役割分担の促進や連携の強化をするとともに、患者側

の病院志向を変えていくことも必要になる。これからは、一つの医療

機関で全てが完結するのではなく、病床の機能分化を進めるとともに、

在宅医療の充実等により早期の在宅復帰を目指すことへの理解促進に

取り組む。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：地域医療支援団体の増加（新規１団体の設立） 

10 団体（H30.３月）⇒11 団体（H31.３月） 

事業の内容  行政や医療関係者による取組や、患者や県民の意識改革等を進める

ため、医療関係者を対象とした各種研修会、県民向けの啓発イベント

等、在宅医療を充実し地域包括ケアシステムを構築するための様々な

切り口による啓発を実施する。 
アウトプット指標  在宅医療を充実し地域包括ケアシステムを構築するための研修や普

及啓発イベント等参加者数 1,000 人／年 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 在宅医療を充実し地域包括ケアシステムを構築するための研修や普

及啓発イベント等へ多くの県民が参加することで、医療と介護の総合

的な確保への理解が深まり、支援の輪を広げる活動に取り組む地域医

療支援団体の増加につながる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

7,684

国（Ａ） (千円)

5,122

公  (千円)

5,122

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,562

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

7,684

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

地域包括ケア体制構築促進研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,300 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

今後見込まれる在宅医療の需要増大に対応するため、地域の実情に
応じた地域包括ケア体制の構築が急務な課題である。そのため、地域
の特性や健康課題に対応した事業展開が求められ、中心的な役割を果
たすコーディネーターが必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 県内全域（8 圏域）で地域包括ケア体制の構築を推

進する保健師等を育成 

805 人（平成 28 年度）→800 人（圏域ごとに 100 人×８）（平成 30 年度） 

事業の内容 在宅医療の推進のために、地域包括ケアシステムを構築し、地域で
持続的に機能を果たすことは必須となる。そのシステムのコーディネ
ート役である、県・健康福祉センター・市町、地域包括支援センター
の保健師・看護師等を対象とした研修会を開催することで、関係者の
連携による広域的な地域包括ケアシステムを支える体制を整備する。 
【研修内容】 
・ 地域包括ケアシステムにおける保健師等の役割を認識する。 
・ 地域包括ケアシステム構築のために必要な地域診断の手法を学ぶ。
・ 各地域の医療、介護資源の現状と課題を踏まえた上で、多職種協働

とネットワークの構築を学び、実践につなげる。 
アウトプット指標 ・ 研修開催回数 本庁実施分１回、健康福祉センター実施分７回 

・ 参加者 本庁実施分 100 人、健康福祉センター実施分 700 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域包括ケア体制構築に向けた保健師等への研修を開催することで、県内

全域において医療と介護のコーディネイトを図る人材を養成する。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,300

国（Ａ） (千円)

866

公  (千円)

866

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

434

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,300

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

食べるから繋がる地域包括ケア推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1.016 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

自分の体の状態にあった食事量や食事形態等の内容を理解している人

ばかりではなく、適切な食事ができずに低栄養や誤嚥性肺炎を起こす

高齢者が増大しており、居宅等で療養する者に対して適切に指導や情

報提供することが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

低栄養傾向（ＢＭＩ20 以下）の割合の増加の抑制（65 歳以上） 

18.6％（平成 28 年度）→21％（平成 34 年度） 

※H28出現率をもとに高齢化の進むH34目標値を算出（現状を上回らないことを目指す）

事業の内容 関係団体による連携協議会を開催し、「食べること」の重要性に関する

意見交換・情報共有により共通認識を図るとともに、栄誉サマリーな

ど関係者間での連携促進するための取組普及等について検討を行う。 
※31 年度以降、検討結果を踏まえ研修等を実施 

アウトプット指標 関係団体による連絡調整会議の開催 ３回 
アウトカムとアウトプット

の関連 

低栄養や誤嚥性肺炎のリスク等、居宅等で療養する者の食に関する情

報について、関係者間の理解・情報共有を促進することで、低栄養等

の防止を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,016

国（Ａ） (千円)

677

公  (千円)

877

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

339

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,016

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

地域包括ケア推進ネットワーク事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

610 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

地域包括ケアシステムを構築するにあたり、医療・介護に係る団体間
の連携強化を図る必要があるが、現状の開催頻度は少ない状況にある。

背景にある医療・介護ニー

ズ 
アウトカム指標：地域包括ケアシステムの円滑な構築に寄与する、市
町における多職種連携会議（地域ケア会議）の開催 
23 市町実施（平成 29 年度）→全 35 市町実施（平成 30 年度） 

事業の内容 ・医療、福祉・介護の団体等で構成する「地域包括ケア推進ネットワ
ーク会議」を設置し、下記の内容を中心に議論を行い、在宅医療と介
護の連携を強化することにより、地域における在宅医療・介護を促進
する。 
①地域の実態の把握、情報の共有（医療・介護サービスの提供状況等）
②在宅医療推進のための多職種連携の方策の検討。 
区分 所管業務 位置づけ 

県 
・医療、介護に係る団体間の連携強化 
・圏域会議で把握された地域課題等の検討 

 
団体間の連携強化 等 

圏域 
・市町事業の円滑な実施に向けた環境整備 
・圏域で必要とされる医療・介護サー

ビスの検討 等 

団体の実務者リーダ
ーによる作業部会 

 
アウトプット指標 ・会議回数及び参加人数 

【県】（団体 25 人＋県関係部局 30 人）×２回＝110 人 
【圏域】９圏域×（団体 18 人＋市町 35 人）×２回＝106 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県や圏域での医療・介護に係る団体間連携強化のための会議を開催す
ることにより、市町での多職種連携会議の実施につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

610

国（Ａ） (千円)

406

公  (千円)

406

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

204

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

610

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No. 23（医療分）】 

無菌調剤技能研修等地域包括ケア推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

7,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県、公益社団法人静岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

地域医療構想で必要となる地域包括ケア及び在宅医療の充実におい

て、薬局薬剤師に在宅医療に必要な無菌調剤等の技能習得、連携構築、

患者理解を進める必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

在宅実施薬局の数 

665 薬局（平成 28 年） → 1,817 薬局（平成 37 年） 

事業の内容 地域包括ケア等の充実において必要な薬局薬剤師の機能充実を図るた

めに必要な研修、地域連絡会及び県民への情報発信を実施する。 

アウトプット指標 ・無菌調剤技能習得研修 受講者数 50 人 

・地域包括ケア対応研修 ３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

無菌調剤や地域包括ケアに関する研修を実施することで、薬局薬剤師

の機能が充実し、薬局の在宅医療対応が推進する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

7,000

国（Ａ） (千円)

4,666

公  (千円)

2,149

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,334

(千円)

2,517

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

7,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,517

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 

難病指定医研修会開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

473 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

平成 27 年１月から施行された「難病の患者に対する医療等に関する法

律」において、新たな医療費助成制度に係る申請に必要となる診断書

を作成できる医師が充実していない状況であり、大規模な病院だけで

はなく、地域の医師で記載が出来る体制を整えることで申請者の利便

性を図るとともに、身近な地域で「かかりつけ医」による難病治療を

含む日常的な診療ができる体制が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：難病指定医療機関のうち難病指定医がいない医療機

関の削減 191 件（平成 28 年度）→186 件（平成 30 年度） 

事業の内容 在宅で療養する患者が、身近な地域で難病治療を含む日常的な診療を

受けられるようにするため、指定難病患者の診療を行う医師向けに、

診断書作成方法や専門の医師による難病患者の療養に関する講演を行

い、在宅での療養が可能となる体制を整備する。 

アウトプット指標 難病指定医認定（研修受講者）  50 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

身近な地域で難病治療を含む日常的な診療ができる「かかりつけ医」

の育成により、県内の難病指定医の体制が充実し、難病患者に対する

在宅サービスの拡充が図られる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

473

国（Ａ） (千円)

315

公  (千円)

315

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

158

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

473

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 

災害時の在宅難病患者支援連携体制促進事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

684 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

在宅で治療を行う人工呼吸器使用者や気管切開などで頻回に介護が必

要な重症難病患者であっても、住み慣れた地域で在宅医療を継続でき

る体制を維持するためには、災害時における搬送や受入体制の確保へ

の備えが必須である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・ 在宅人工呼吸器使用難病患者に対する災害時個別支援計画策定 

０件（平成 28 年度） → 270 件（平成 33 年度） 

災害時に円滑に難病医療拠点・協力病院への受入れが可能となる難病

患者数(希望者全員) 

事業の内容 災害時の停電等により生命維持に危険が及ぶ可能性がある在宅で療養

する人工呼吸器使用者等の重症難病患者を支援するため、難病医療拠

点・協力病院、静岡県医師会、政令市保健所等による協議会を設置し、

災害時における医療機関への難病患者の円滑な受入体制を構築するこ

とで、安心して在宅での療養を続けられる体制を整備する。 
アウトプット指標 静岡県難病患者災害連絡協議会の開催  
アウトカムとアウトプット

の関連 

災害時の体制を構築した上で、難病を患う被災者の支援計画を策定す

ることにより、必要とする医療の提供体制を整える。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

684

国（Ａ） (千円)

456

公  (千円)

456

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

228

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

684

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 

難病患者等介護家族レスパイトケア促進事

業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

10,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

在宅で人工呼吸器を使用している特定疾患患者等を介護する家族
は、昼夜の別なく概ね１～２時間ごとに患者の吸痰などの医療措置や
介護に従事しており、身体的・精神的な負担の軽減が必要である。 
また、人工呼吸器使用など医療的ケアが必要な障害児が学校生活を

送る上で、保護者の介護負担を軽減することが必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：制度利用者 ：45 人（平成 28 年度）→90 人（平成 33
年度） 

事業の内容 在宅での人工呼吸器使用者、頻回に介護が必要な難病、特定疾患患者
に必要な訪問看護等を実施する市町に対する助成。 

アウトプット指標 事業実施要綱策定市町数 
平成 28 年度 ８市町 → 平成 33 年度 35 市町 

アウトカムとアウトプット

の関連 

制度利用回数の増加とともに、県内多くの地域において介護家族と難
病患者のＱＯＬや在宅医療が充実するよう、実施市町数の拡大を図る。

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

10,000

国（Ａ） (千円)

6,666

公  (千円)

6,666

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,334

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

10,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 

難病相談・支援センター運営事業 

（難病ピアサポーター相談） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

613 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

難病という現在の医療では完治が難しい病を患う方の中には、在宅で

療養している者も多く、医学的相談対応だけではなく、同じ病気を患

っている方同士の繋がりを求めることが多い。在宅で療養する難病患

者にとって、同じ病気を患っているからこその悩みや苦労を相談する

ことが出来る、より患者目線に立った相談体制が必要となっている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：県及び政令市難病相談支援センター等における支援

件数（相談完結件数）571 件(平成 28 年度) →820 件(平成 33 年度) 

事業の内容 在宅で療養している難病患者が抱えている悩みや苦労を同じ病気を

患っている方に相談する機会を提供し、在宅での療養を続けられる体

制を整備する。 

アウトプット指標 ・ 難病ピアサポーターとの相談可能な支援センター：３箇所 

・ 難病ピアサポーター登録者数：計 20 人（14 団体） 

・ 相談件数 1,000 件（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

難病患者が自らの悩みや苦労を気軽に相談できる体制を作ることで、

就労支援など相談者への支援に結びつける。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

613

国（Ａ） (千円)

408

公  (千円)

408

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

205

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

613

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 

精神障害者地域移行支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,542 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 県（一部県内の精神科病院へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月２日～平成３１年３月３１日 

精神保健福祉施策の改革ビジョンの「入院医療中心から地域生活中心
へ」という基本理念の実現に向けて、長期入院精神障害者の地域移行
を進める必要がある。 
そのため、退院に向けて地域生活の支援者が在院時から関わるととも
に、精神疾患患者が地域で生活が継続できるよう、医療機関や障害福
祉サービス事業所等の多職種が連携して支援できる体制づくりが求め
られている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：  
・入院後３ヶ月時点の退院率 57.8％(H28.6)→69％以上(H32 年度) 
・入院後６ヶ月時点の退院率 79.1％(H28.6)→84％以上(H32 年度) 
・入院後１年時点の退院率  88.6％(H28.6)→90％以上(H32 年度) 

事業の内容 ・長期入院患者の地域移行支援のため、精神科病院や入院患者本人の
依頼で相談支援事業所が病院を訪問する経費を助成し、医療機関と相
談支援事業所の連携を図る。 
・精神疾患等により地域生活に困難を生じている者や精神科病院の受
診が必要と思われるにも関わらず治療を中断している者等に対して、
精神科病院が行政と連携して訪問支援を行うための経費を助成する。 

アウトプット指標 ・ 支援回数 1 回×12 月×21 病院 
・ 訪問回数 1 回×12 月×4 保健所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

長期入院者の地域移行支援等を行うことにより、入院医療中心から適
切な地域生活への移行及び退院後の安定した地域生活の継続につなが
る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,542

国（Ａ） (千円)

1,694

公  (千円)

666

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

848

(千円)

1,028

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,542

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,028

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 

がん総合対策推進事業費（在宅ターミナル看

護支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

3,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県（委託先：静岡県訪問看護ステーション協議会） 

事業の期間 平成 30 年 7 月 1日～平成 31 年 3 月 31 日 

今後、増加が見込まれる在宅がん患者等に対して、安心して療養生活

が送れるよう、適切な緩和ケア、在宅ケアが提供される体制を強化す

る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 在宅死亡者数（率） 

21.1％（平成 25 年度）→23.6％（平成 29 年度） 

事業の内容 在宅ターミナルケアを実施又は実施を予定している訪問看護ステーシ

ョンに所属する看護師の知識および技術の習得を図るため、在宅ター

ミナルケア研修を行う。 

個の質の向上及び訪問看護ステーション間の連携を強化するため、複

数の訪問看護ステーションが在宅ターミナルケアに関する事例検討を

行う。 
アウトプット指標 研修会等に参加した訪問看護ステーション数 94 事業所以上 

在宅ターミナルケアを実施した訪問看護ステーション数 131 事業所以

上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅ターミナルケアを実施する訪問看護ステーションを増やすことに

よって、適切な緩和ケアや在宅ケアの提供体制のもと、がん患者が安

心して在宅での最期を迎えられる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

3,000

国（Ａ） (千円)

2,000

公  (千円)

667

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,000

(千円)

1,333

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,333

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.30（医療分）】 

がん医科歯科連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

900 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県（委託先：静岡県歯科医師会） 

事業の期間 平成 30 年 7 月 1日～平成 31 年 3 月 31 日 

がん療養に際し口腔機能管理を行うと生活の質が向上する。近年、居

宅等で療養するがん患者が増えてきており、居宅等においても適切に

口腔機能管理ができる歯科医療機関を充分に確保する必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がん診療拠点病院と医科歯科連携を行う診療所の数 

平成 28 年 501 診療所 ⇒平成 30 年 600 診療所 

事業の内容 医療関係者と歯科医療関係者との連携を強化するために連携協議会を

開催する。在宅で療養するがん患者の口腔機能の低下を予防するため

に、地域の歯科医療従事者を対象にがん医科歯科連携の効果に関する

研修会を実施するとともに、病院において周術期口腔機能管理の効果

について研修会を実施して在宅での生活を続けられる体制を整える。 
アウトプット指標 連携協議会の開催 2 回、 医科歯科連携研修会開催（3回） 

参加人数（目標：300 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

連絡協議会や研修会の開催により、病院と歯科医師が共通の認識のも

と医科歯科連携を実施できる体制の構築につながる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

900

国（Ａ） (千円)

600

公  (千円)

200

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

300

(千円)

400

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

900

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

400

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

地域リハビリテーション強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

13,100 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県、静岡県医師会、静岡県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門職団体協議会 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

住み慣れた地域で適切なリハビリテーションを提供できるよう、在宅

高齢者等へのリハビリテーション提供体制の強化を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事

業につながる。（35 市町で実施） 

訪問リハビリテーション事業所 74 か所(H27)→90 か所（H30 末） 

事業の内容 病院から在宅への円滑な復帰を支援し、在宅医療の推進を図るため、

急性期から回復期、生活期（在宅）にいたるまでの切れ目のないリハ

ビリテーション提供体制を多職種連携により構築する。 
アウトプット指標 ・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,600 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ８圏域 800 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域の医療・介護関係者の在宅におけるリハビリテーションの必要

性・有効性の理解を促進することにより、在宅高齢者等へのリハビリ

提供体制の強化が図られる。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

13,100

国（Ａ） (千円)

8,733

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,367

(千円)

8,733

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

13,100

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

8,733

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】 

認知症の人をみんなで支える地域づくり推

進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

40,300 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

認知症の方が増加する中、早期発見されることによって、早い段階か

ら状態に応じた切れ目のない多職種支援体制の構築が求められてい

る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：認知症連携パス「ふじのくにささえあい手帳」活用

市町 10 市町（平成 30 年度） 

事業の内容 認知症の方の在宅医療推進を図るため、認知症疾患医療センターの職員

が認知症の方やその家族のところに出向いて相談に応じたり、地域におい

て認知症連携パスの活用を検討するための場を設けることにより、認知症

の方を適切な医療・介護サービスにつなげる活動等を支援する。（補助率：

10/10、補助先：認知症疾患医療センター） 

アウトプット指標 ①集合相談 ８医療圏域、30 回 60 人 
②認知症サポート医リーダーを活用した認知症サポート医、かかりつ 
け医との連携強化のための事例検討会等、認知症連携パス「ふじの 

くにささえあい手帳」活用検討会等  30 回 300 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・訪問や集合相談によって、新たに認知症の方が早期発見され、早期

に医療機関受診に繋がったり、適切な支援に繋がる地域が増加する。

・連携パスを地域で運用し、認知症の方の情報を共有することによっ

て、多職種での連携体制が構築する市町の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

40,300

国（Ａ） (千円)

26,866

公  (千円)

7,933

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

13,434

(千円)

18,933

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

40,300

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 

ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ

運営事業（地域医療支援センター事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

131,730 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・地域医療に精通した専任医師による被貸与者の配置調整 
・キャリア形成プログラム管理委員会運営の支援 
・地域枠設置大学（７大学）との連携による被貸与者の進路指導、地
域枠の県内高校生への広報 ほか 

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数 200 人 
・キャリア形成プログラムの作成数 73 
・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％  

アウトカムとアウトプット

の関連 

被貸与者のキャリア形成に配慮したきめ細かな配置調整を行うことに
より、医師の県内就業、偏在解消を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

131,730

国（Ａ） (千円)

87,820

公  (千円)

53,518

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

43,910

(千円)

34,302

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

131,730

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  



 

34 
 

３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 

ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ

運営事業（医学修学研修資金） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

5,510 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・本県の地域医療に貢献する志を持った医学生に修学資金を貸与（修学資金の
貸与を受け、本県の地域医療に従事することを条件とする入学定員枠である地域枠分） 
・平成 27～29 年度入学定員 26 人（基金充当）、30 年度入学定員８人（基
金非充当）計 34 人分が認可 
・貸与金額 2,400 千円／年、貸与期間（上限）、医学生６年間 

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数 200 人 
・キャリア形成プログラムの作成数 73 
・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％  

アウトカムとアウトプット

の関連 

被貸与者のキャリア形成に配慮したきめ細かな配置調整を行うことによ
り、医師の県内就業、地域偏在の解消を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,510

国（Ａ） (千円)

3,673

公  (千円)

2,571

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,837

(千円)

1,102

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,510

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 

ふじのくに女性医師支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

18,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 女性医師支援センターの設置（コーディネーターの配置） 

・コーディネーター配置先：浜松医科大学（医師１名・事務１名） 

・連携先：県立病院機構(情報発信等) 

・就業相談、キャリア形成支援、復職トレーニング ほか 

アウトプット指標 ・就業相談 50 件 

・キャリア形成支援 20 件 

・女性医師支援連絡協議会の開催 ２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

コーディネーターのきめ細かな就業相談、キャリア形成支援等を行うこと

により、医師の県内就業、地域偏在の解消を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

18,000

国（Ａ） (千円)

12,000

公  (千円)

12,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

6,000

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

18,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 

女性医師等就労支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・セミナー開催、ホームページ編集  

・ワークライフバランス推進委員会の開催  

アウトプット指標 ・セミナー開催３回 参加者数 60 人以上（20 人以上×３回）

・ワークライフバランス推進委員会の開催 ２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・セミナー開催等を通じ、女性医師、管理者の意識改革・啓発を

図ることで、医師の県内就業、定着を促進する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,500

国（Ａ） (千円)

1,666

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

834

(千円)

1,666

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,500

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 

基幹研修病院研修費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,960 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 基幹研修病院 
（伊東市民病院、静岡医療センター、県立総合病院、市立島田市民病院、浜松医科大学附属病院、聖隷浜松病院）

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・基幹研修病院が実施する研修、シミュレーションスペシャリス

ト育成を支援。 

アウトプット指標 ・研修会の開催回数 15 回（５回×３病院） 

・研修会参加医師数 75 人以上（５人以上×15 回） 

・シミュレーションスペシャリスト研修受講者数３人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・若手医師は，専門医取得などキャリア形成に関心が高く、質の

高い研修を受講できる病院に勤務を希望する傾向がある。 

・基幹研修病院による質の高い研修及びシミュレーションスペシ

ャリストの育成を通じ、若手医師の県内就業、定着を促進する。

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,960

国（Ａ） (千円)

986

公  (千円)

986

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

494

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,480

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

1,480

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  



 

38 
 

３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 

医師・看護師事務作業補助者教育体制整備事業

費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,420 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県医師会 
事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・医師・看護師事務作業補助者を対象とした研修会の開催 ほか

アウトプット指標 ・研修会４回開催、参加者 400 人以上（100 人以上×４回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・研修会の開催を通じ、医師・看護師事務作業補助者の質的向上

を図ることで、医師の県内就業、定着を促進する。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,420

国（Ａ） (千円)

1,613

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

807

(千円)

1,613

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,420

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 

初期臨床研修医定着促進事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県医師会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・県内初期臨床研修担当医によるネットワーク会議の設置、開催
・県内初期臨床研修医向け研修会の開催 

アウトプット指標 ・県内初期臨床研修担当医によるネットワーク会議の開催 ２回
・県内初期臨床研修医向け研修会の開催 ３回 参加者数 60
人以上（20 人以上×３回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・臨床研修病院のネットワークの構築及び研修会の開催を通じ、
初期臨床研修の質的向上を図ることで、医師の県内就業、定着を
促進する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,500

国（Ａ） (千円)

1,666

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

834

(千円)

1,666

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,500

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  

 



 

40 
 

３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 

指導医確保支援事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

24,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 指導医確保のため指導医手当を支出する医学修学資金貸与事業

における知事指定の公的医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 新たに指導医手当を創設する公的医療機関を支援。（指導医手当

の一部負担）基準額：50 千円／月・人（補助率：1/2） 
アウトプット指標 指導医手当支給医師数 40 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

・指導医手当の支給を通じ、優秀な指導医の処遇改善を図ること

で、若手医師の県内就業、定着を促進する。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

24,000

国（Ａ） (千円)

8,000

公  (千円)

8,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,000

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

12,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

12,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.41（医療分）】 

地域医療提供体制確保医師派遣事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

32,895 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 地方独立行政法人静岡県立病院機構 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 244.8 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 146.3 人と地域偏在が大きく（約 1.7

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 医師不足のため診療科の休・廃止を余儀なくされ、医療提供体制

の維持が困難な病院に医師派遣を行う県立病院に対し、人件費相

当金額を支出。 

アウトプット指標 派遣先病院数 ４病院（延べ 209 日） 
アウトカムとアウトプット

の関連 
医師派遣を行う県立病院に対し、派遣医師の人件費相当金額を支

出することを通じ、医師の県内就業、地域偏在の解消を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

32,895

国（Ａ） (千円)

21,930

公  (千円)

21,930

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,965

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

32,895

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 

地域家庭医療人材養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

30,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 200.8 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保及び地域偏在の解消に

向けた取組が必要。 

・地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅高齢者等の増加に備

えるため、在宅医療等の推進に必要な医療・介護の連携等幅広い

領域についての診察能力を有する医師の養成が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

事業の内容 浜松医科大学に地域家庭医療学講座を設置し、講義・演習・研修

等の実施や、地域家庭医療への貢献活動を実施することにより、

在宅医療等の推進に必要な医療・介護の連携等幅広い領域につい

ての診療能力を有する医師を養成し県内定着を図る。 

アウトプット指標 地域家庭医療学寄附講座講義・演習参加者人数 780 人以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医学教育を通じ地域医療についての関心を高めることで、地域医

療に従事する医師の県内就業、定着を促進する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

30,000

国（Ａ） (千円)

20,000

公  (千円)

20,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,000

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 

児童精神医療人材養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

30,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学附属病院 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

虐待や発達障害に起因する精神疾患を発症した子どもが増加する一方

で、本県における子どもの精神疾患の治療を担う医療機関において外

来は相当の待機期間が生じており、児童精神医学の診察能力を有する

医師が不足している。 

特に県東部地域において児童精神科医が不足しており、地域偏在の解

消も必要となっている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：児童青年期精神医学の診療能力を有する医師数 

33 人（平成 29 年度）→36 人（平成 30 年度） 

事業の内容 浜松医科大学に児童青年期精神医学講座を設置し、講義・演習・研修

等の実施や、地域の児童精神科医療への貢献活動の実施により、児童

青年期精神医学の診療能力を有する医師の養成等を行うとともに、養

成された医師の県内定着による地域偏在の解消を図る。 
アウトプット指標 寄附講座の終了医師人数５人（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

児童青年期精神医学の診療能力を有する医師を養成するとともに、県

内医療機関への定着を促進することにより、子どもの精神疾患の治療

を担う医療機関の増加を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

30,000

国（Ａ） (千円)

20,000

公  (千円)

20,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,000

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.44（医療分）】 

医療における生活機能支援推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】

30,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

海外の研究では、70 歳以上の入院患者の 30～40％が入院関連機能障害

（※）を発症するといった報告があるなど、入院をきっかけとして身

体機能や認知機能（≒生活機能）の低下が起きている。 

また、この生活機能の低下が、本来の必要量以上に医療・介護ニーズ

を増幅させ、結果として医療・介護従事者の必要数を押し上げている

とともに、入院機関における医療従事者の負担増となっている側面が

ある。※入院する原因となった病気を治すために、長期に渡って安静に横に

なっていることがきっかけで、日常生活のための機能が失われること。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：○生活機能支援に向けたプログラムを実践できる医

療従事者を養成し県内地域医療支援病院に配置 Ｈ30 年度：10 人 

○入院をきっかけとした生活機能の低下に寄与できる医療従事者の育

成（質の確保）により、平均寿命の増加分を上回る健康寿命（日常生

活に制限のない期間の平均の延伸）の増加を達成。 

（健康寿命：男性 72.13 歳、女性 75.61 歳（Ｈ25 年）） 

事業の内容 浜松医科大学に周術期等の入院患者の生活機能の支援に関する講座を

設置し、患者の生活を尊重する意識・技術をもった医療従事者の育成

や入院期間中の生活機能維持のための具体的な支援プログラムの開発

等を行うことで、入院をきっかけとした生活機能の低下を防ぐため意

識・技術をもった医療従事者を確保する。 
アウトプット指標 周術期等生活機能支援学講座が行う講義・演習の参加人数や支援プロ

グラムに関わる人数の合計 50 人以上 
アウトカムとアウトプット

の関連 

入院期間中の生活機能維持のための支援プログラムの介入取組、講義

や演習等を通して患者の生活を尊重する意識・技術をもった医療従事

者を育成・配置し、入院をきっかけとした生活機能の低下を防ぎ、健

康寿命の延伸に寄与する。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

30,000

国（Ａ） (千円)

20,000

公  (千円)

20,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,000
(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.45（医療分）】 

看護職員等へき地医療機関就業促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

賀茂、西部 

事業の実施主体 静岡県内のへき地拠点病院(4 病院) 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需要の増大見

込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中、特に

へき地においては看護職員等の確保が困難なため、離職防止、定着促進対

策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 へき地に所在する病院が行う看護職員等の確保対策に対して支援する。 

(1) 対象病院 

へき地医療拠点病院(静岡県立総合病院を除く。) 

(2) 補助対象事業 

  学生(高校生を含む。)を対象とした病院体験事業 

(3) 補助対象 

病院体験事業に要する人件費、旅費等 

アウトプット指標 ・対象病院体験事業４病院×１回開催、参加者１病院１０人以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

へき地に所在し看護職員等の確保が特に困難な病院が行う看護職員等の

確保対策に対する支援を行うことにより、へき地における医療体制の充

実の必要性に関する理解を促進し、志の高い看護職員の確保、定着促進

を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,600

国（Ａ） (千円)

533

公  (千円)

267

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

267

(千円)

266

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

800

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

800

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.46（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

38,116 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 （静岡県看護協会） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需要の増

大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる。

このため、看護職員確保対策として、離職防止、定着促進、再就業支

援対策を総合的に実施していくことが必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 (１) 潜在看護職員再就業支援 

県外開催の説明会への参加、再就業準備講習会、地域協働開催型就

職相談会の実施 

(２) 離職防止対策 

就業相談指導員による相談の実施 

(３) 看護の心普及啓発 

高校等への出前講座、高校生１日ナース体験など、看護に関する

広報・啓発事業を実施する。 

アウトプット指標 ナースセンター利用者の就業者数年間 1,000 人（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

各種相談事業や就職相談会の実施など、未就業看護師の就業につなが

る取組を強化し、看護職員従事者数の増を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

38,116

国（Ａ） (千円)

25,410

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

12,706

(千円)

25,410

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

38,116

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

25,410

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.47（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

（新人看護職員研修事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

101,881 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県内の病院、静岡県看護協会 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現場で求めら

れる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスクが増大している

との指摘がある。また、新人看護職員への臨床研修等の実施について

は、看護師等の人材確保の促進等に関する法律にもその必要性につい

て規定されている。今後も、看護職員の不足状態は継続することが見

込まれる中で、離職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度） 

・新人看護職員を指導する実地指導者養成数 

 延べ 285 人(平成 28 年度) →延べ 365 人(平成 30 年度) 

事業の内容 ・国のガイドラインに則した新人看護職員研修を行なった医療機関に

対する助成(単独では新人看護職員研修を実施できない医療機関に勤

務する新人看護職員を自施設で行なう新人看護職員研修の実施時に受

け入れて研修する「医療機関受入研修」を含む。) 

・研修責任者養成のための研修等の実施。 

アウトプット指標 ・事業実施病院数 62 病院（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新人向けの研修を実施することにより、現場で求められる臨床実践能

力を早期に獲得させ、離職防止を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

101,881

国（Ａ） (千円)

35,673

公  (千円)

18,090

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

17,837

(千円)

17,583

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

53,510

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

48,371

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,411

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.48（医療分）】 

看護職員指導者等養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

11,600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療の高度化、多様化に伴い、看護学生はもとより、病院等に勤務す

る看護師等についても、その専門知識と技能を自ら進んで向上させる

努力が求められている。また、看護職員の不足状態は継続することが

見込まれる中で、看護職員養成力強化対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 看護教員及び看護学生の実習病院等における臨床実習の指導者に

必要な知識及び技術を習得させ、看護教育の内容の充実と質の向上を

図る。 

ア 看護教員継続研修事業 

イ 実習指導者等養成講習会事業 

ウ 専任教員養成講習会事業 

アウトプット指標 実習指導者講習会 定員 90 名で実施（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護教育の内容の充実と質の向上を図り、看護学生の臨地実習等に

おいて満足度の高い経験や、きめ細やかな学習指導により、看護学生

の看護職員への就業へのモチベーションを高め、質の高い看護が提供

できる人材を養成する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

11,600

国（Ａ） (千円)

7,733

公  (千円)

－

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,867

(千円)

7,733

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

11,600

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

7,733

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.49（医療分）】 

看護職員養成所運営費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

429,442 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

賀茂、駿東田方、富士、静岡、西部 

事業の実施主体 静岡県内の看護職員養成所 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現場で求

められる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスクが増大

しているとの指摘があるなど、看護師基礎教育の充実が求められ

ている。また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる

中で、看護職員養成力強化対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度） 

・県内養成所卒業生の県内就業率 

 84.2％（平成 28 年度）→85.0％以上（平成 30 年度） 

事業の内容 ・看護職員養成所の運営に要する教員経費、生徒経費、実習施設

謝金等の経費に対して助成する。 

アウトプット指標 ・事業実施施設５施設 
アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員養成所の運営経費等の一部を助成することにより、

看護職員養成所の教育内容を充実させ、資質の高い看護職員

の確保を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

429,442

国（Ａ） (千円)

60,701

公  (千円)

－

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

30,351

(千円)

60,701

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

91,052

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

338,390

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.50（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（中小医療機関勤務看護職員向け研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

5,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められている。 

また、今後も看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中

で、離職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 
976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 研修機会が少ない規模の小さな病院・診療所に勤務する看護職

員の資質向上により、安全な医療・看護提供体制を整える。 
医療安全対策、感染管理、病診・地域連携等、実践的なテーマ

の研修を開催 
アウトプット指標 ・県内４箇所×３テーマ×2回  参加者合計 600 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療安全、感染管理、病診・地域連携など実務に沿ったテーマ設

定で、日々の業務で感じている疑問を解決し、職員のモチベーシ

ョンの維持・向上や人材の定着につながる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,000

国（Ａ） (千円)

3,333

公  (千円)

－

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,667

(千円)

3,333

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

－

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,333

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.51（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（看護師特定行為研修派遣費助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

7,480 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 県内病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められている。 

また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中で、離

職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 看護師の特定行為研修に職員を派遣する病院等に対し経費の一

部を助成する。 

〔補助対象事業者〕 

 病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

〔補助対象経費〕 

・看護師特定行為研修機関の入学料、授業料 

アウトプット指標 ・県内病院、訪問看護ステーション等から 17 人の研修参加 
アウトカムとアウトプット

の関連 

今後、多職種の連携によるチーム医療が重要性を増す中で、看護

師のスキルアップは必要不可欠である。現任看護師が研修を受講

しやすい環境を整えることにより看護の質を高め、職員のモチベ

ーションの維持・向上を図り定着促進につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

7,480

国（Ａ） (千円)

2,493

公  (千円)

587

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,247

(千円)

1,906

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,740

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

3,740

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.52（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（認定看護師教育課程派遣費助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

14,816 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 県内病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療の高度化、多様化に伴い、病院等に勤務する看護師等につい

ても、その専門知識と技能を自ら進んで向上させる努力が求めら

れている。また、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求

められる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判

断力と看護技術、調整能力が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 認定看護師教育課程に職員を派遣する病院等に対し経費の一部

を助成する。 

〔補助対象事業者〕 

 病院（300 床未満）、訪問看護ステーション、介護老人保健施設ほか

〔補助対象経費〕 

・認定看護師教育課程の入学料、授業料 

アウトプット指標 ・県内病院、訪問看護ステーション等から 20 人の研修参加 
アウトカムとアウトプット

の関連 

今後、多職種の連携によるチーム医療が重要性を増す中で、認定

看護師は、チーム医療の中核的存在となる。県内での認定看護師

養成課程の開催により、現任看護師が研修を受講しやすい環境を

整え、現場で輝くプロフェッショナル意識の高い人材の育成を促

進することで職員のモチベーションの維持・向上を図り定着促進

につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

14,816

国（Ａ） (千円)

4,938

公  (千円)

1,216

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,470

(千円)

3,722

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

7,408

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

7,408

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３） 基金 
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.53（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（研修派遣機関代替職員費助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

61,704 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 県内病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められており、これらに対応できる

看護師が求められている。 

また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中で、離

職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 特定行為研修、認定看護師養成課程に職員を派遣する医療機関等

に対し、派遣期間中の代替職員の雇い上げ経費の一部を助成。 

〔補助対象事業者〕 

 病院（300 床未満）、訪問看護ステーション、介護老人保健施設ほか

〔補助対象経費〕 

・代替職員人件費 179.2 千円/月 

アウトプット指標 ・研修派遣 37 人分を代替雇用 
アウトカムとアウトプット

の関連 

今後、多職種の連携によるチーム医療が重要性を増す中で、看護

師のスキルアップは必要不可欠である。現任看護師が研修を受講

しやすい環境を整え、現場で輝くプロフェッショナル意識の高い

人材の育成を促進することで職員のモチベーションの維持・向上

を図り定着促進につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

 61,704

国（Ａ） (千円)

20,568

公  (千円)

4,958

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,284

(千円)

 15,610

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,852

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

30,852

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.54（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（認定看護師教育課程運営費助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

76,228 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 認定看護師養成課程研修実施機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められており、これらに対応できる

看護師が求められている。 

また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中で、離

職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 認定看護師教育課程の研修実施機関に対して運営費の一部を助

成する。 

アウトプット指標 専門分野別研修 ５分野 定員 100 名で実施（平成 30 年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

今後、多職種の連携によるチーム医療が重要性を増す中で、認定

看護師は、チーム医療の中核的存在となる。県内での認定看護師

養成課程の開催により、現任看護師が研修を受講しやすい環境を

整え、現場で輝くプロフェッショナル意識の高い人材の育成を促

進することで職員のモチベーションの維持・向上を図り、定着促

進につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

76,228

国（Ａ） (千円)

6,533

公  (千円)

6,533

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,267

(千円)

－

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

9,800

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

66,428

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.55（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（特定行為研修運営費等助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

31,200 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 特定行為研修指定研修機関の協力施設 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

2025 年を見据えた看護需要の増大の見込みや、地域包括ケアシス

テムの構築に向け、看護職員の不足状態は今後も継続することが

見込まれる。 

今後、大きな需要が見込まれる在宅医療現場においては、患者に

対応する高い判断力と看護技術に加え、医師をはじめとする多職

種との連携や調整が求められており、これらに対応するために看

護師の特定行為研修を普及していくことが必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 特定行為研修協力施設に対し経費の一部を助成する。 

〔補助対象経費〕 

・ 初度整備助成にかかる経費（賃金、報償費、旅費、需用費等） 

・ 運営費にかかる経費（指導者及び事務職員にかかる賃金、報償費）

アウトプット指標 ・ 特定行為研修協力施設への運営費等支援 4 カ所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

今後、多職種の連携によるチーム医療が重要性を増す中で、看護

師のスキルアップは必要不可欠である。現任看護師が研修を受講

しやすい環境を整え、現場で輝くプロフェッショナル意識の高い

人材の育成を促進することで職員のモチベーションの維持・向上

を図り定着促進につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

31,200

国（Ａ） (千円)

10,400

公  (千円)

2,600

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,200

(千円)

7,800

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

15,600

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

15,600

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.56（医療分）】 

看護師勤務環境改善事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

100,512 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県内の病院 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状
態は継続することが見込まれる中で、病院開設者の理解の下、勤務環
境改善に関する取組による離職防止、定着促進対策が求められている。

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 
・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度） 
・県内病院看護職員離職率 
 9.4%（平成 27 年度）→現状値以下を維持（平成 30 年度） 

事業の内容 看護職員が働きやすい合理的な病棟づくりに係る施設設備整備を行う
事業者に経費の一部を助成する。 
〔補助対象事業者〕 
病院の開設者（地方公共団体、地方独立行政法人、公的事業者除く。）
〔補助対象経費〕 
ナースステーション、カンファレンスルーム、処置室、休憩室等の新
築、増改築及び改修に要する経費 

アウトプット指標 ・事業実施病院数２病院（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員の離職防止及び定着促進には、働きやすい環境を整えること
が重要である。ナースステーション、カンファレンスルーム等、業務
に直結した施設の整備により、働きやすく、充実した看護が実践でき
るような合理的な病棟づくりを推進する。これらの取組により、看護
職員の離職を防止し、定着促進につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

100,512

国（Ａ） (千円)

22,000

公  (千円)

－

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

11,000

(千円)

22,000

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

33,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

67,512

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.57（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

5,000 円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療従事者、特に医師の長時間労働が大きな問題となっている中、「働

き方改革実行計画」計画による時間外労働上限規制への対応が必要で

あり、病院開設者の理解の下、勤務環境改善に関する取組による離職

防止、定着促進対策が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・ 人口 10 万人あたり医師数 

200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度） 

事業の内容 ・平成 30 年度は、医療機関に対する制度周知を図るとともに、勤務環

境改善のための研修会を実施する。 

・医療勤務環境改善の取組の必要性の説明、計画策定支援及び実態調

査等のため、アドバイザーの派遣を実施する。 

アウトプット指標 ・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関数 

 24 機関（平成 28 年度末時点）→ 60 機関（平成 30 年度末） 

・医療勤務環境改善の取組のための研修会開催 

 3 回以上、参加者 120 人以上（平成 30 年度） 

・アドバイザー派遣(訪問調査を含む。)50 回以上（平成 30 年度） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関において、医療従事者の勤務環境改善に関する取組により、

働きやすい職場づくりを支援し、看護職員の離職防止を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,000

国（Ａ） (千円)

3,333

公  (千円)

3,333

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,667

(千円)

－

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.58（医療分）】 

医療従事者養成所教育環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

8,073 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県内の医療従事者養成所 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需要の増

大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる

中で、看護職員養成力強化対策を継続して実施していくことが必要。 

特に、医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現場で

求められる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスクが増大し

ているとの指摘があるなど、看護師基礎教育の充実が求められている。

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容  医療従事者の養成力強化を図ることを目的に、養成所の施設設備整

備を行う事業者に経費の一部を助成する。 

①施設整備…新築、増改築及び改修に要する工事費 

②設備整備…初度整備及び更新整備 

このうち、平成 30 年度は設備整備にかかる事業を実施する。 

アウトプット指標 ・事業実施箇所数 ２校（電動ベッドほか）  

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療従事者養成所の施設・設備整備費の一部を助成することによ

り教育内容を充実させ、資質の高い医療従事者の確保を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

8,073

国（Ａ） (千円)

2,082

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,042

(千円)

2,082

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,124

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

4,949

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.59（医療分）】 

病院内保育所利用促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

9,114 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県内の病院 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状

態は継続することが見込まれる中で、看護職員にとって、仕事と家庭

の両立が無理なく可能となる勤務環境を実現する取組による離職防

止、定着促進対策が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度）  

事業の内容 ・病院内保育所の新設にかかる新築、増改築に係る経費の一部助成 

・病院内保育所の新設にかかる設備の初度整備に係る経費の一部助成 

アウトプット指標 ・整備箇所  １箇所（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所を新設する病院に対し、その施設設備整備に要する経費

を助成することにより、子育て中の看護職員等の離職防止及び就業促

進を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

9,114

国（Ａ） (千円)

3,038

公  (千円)

－

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,519

(千円)

3,038

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,557

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

4,557

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.60（医療分）】 

病院内保育所運営費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

242,364 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県内で病院内保育所を開設する医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状

態は継続することが見込まれる中で、看護職員にとって、仕事と家庭

の両立が無理なく可能となる勤務環境を実現する取組による離職防

止、定着促進対策が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度） 

・県内病院看護職員離職率 

 9.4%（平成 27 年度）→現状値以下を維持（平成 30 年度） 

事業の内容 子育て中の看護職員等の離職を防止し定着を促進するため、病院内

保育所の運営費を助成する。 

(1) 補助対象者  

病院内保育所を設置運営する医療機関（地方公共団体及び地方独

立行政法人を除く。）  

(2) 補助対象経費 

病院内保育所の運営費 

アウトプット指標 ・事業実施病院数 48 病院（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所の運営支援により、子育てと仕事の両立が可能な職場環

境を整え、看護職員の離職防止を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

242,364

国（Ａ） (千円)

107,903

公  (千円)

－

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

53,952

(千円)

107,903

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

161,855

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

80,509

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

－

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.61（医療分）】 

産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

292,164 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 産科医等に分娩手当等を支給する医療機関 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

分娩を取り扱う施設において、医師等は長時間勤務等過酷な勤務環境

にあり、分娩取扱施設の減少の一因となっていることから、勤務環境

の改善を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

224 人（平成 29 年度）→230 人（平成 30 年度）  

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

9.4 人（平成 29 年度）→10 人（平成 30 年度） 

・周産期死亡率：3.2（平成 29 年度：3.2→平成 32 年度目標：３未満）

事業の内容 分娩を取り扱う産科医及び助産師に手当てを支給する施設に対して手

当（分娩手当及び帝王切開手当）の一部助成を行うことにより、過酷

な勤務状況にある産科医等の処遇を改善し、周産期医療従事者の確保

を図る。 
アウトプット指標 手当支給者数（H29 実績 482 人→目標 590 人） 

手当支給施設数（H29 実績 67 施設→目標 78 施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

手当の支給を受けることができる状況を整備することで、県内でより

多くの産科・産婦人科医師が分娩を取り扱い、県内の分娩取扱体制の

強化となる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

292,164

国（Ａ） (千円)

64,925

公  (千円)

22,853

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

32,463

(千円)

42,072

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

97,388

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

194,776

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.62（医療分）】 

産科医療理解促進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 
1,452 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 
事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

産科医療従事者の確保には、産科医不足の要因の一つとなっている

過酷な勤務環境の改善が必須である。 

産科医は他科の医師と異なり、外来診療時間中であっても分娩があ

れば直ちに対応する必要があり、外来患者を長時間待たせるケースが

あることや、休日や深夜であっても急患への対応を行うため、他科の

夜勤が計画的なローテーションの基に実施されることと比較しても、

勤務環境は厳しいものとなっている。 

 また、妊娠中は、体調管理や生活環境の変化など、妊婦やその家族

が不安に感じることが多くあり、それらの対応がかかりつけの産科医

療機関に集中しているため、産科医の負担を増大させる要因となって

いる。 

 産科医の勤務環境を改善するためには、妊婦やその家族に対し、上

記のような産科医の過酷な勤務状況を正しく理解していただくととも

に、産科医療機関への負担の集中を緩和する取組について、周知して

いく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

9.4 人（平成 29 年度）→10 人（平成 30 年度） 

・周産期死亡率：3.2（平成 29 年度：3.2→平成 32 年度目標：３未満）

事業の内容 産科医を受診する妊婦やその家族等に対し、産科医の勤務の実態と

して、産科医の 1 日のタイムスケジュール例とあわせて、緊急の分娩

介助や深夜の分娩対応など過酷な勤務状況であることをわかりやすく

伝える冊子を作成・配布することにより、産科医の過酷な勤務環境に

ついての理解促進を図る。 

また、同冊子に、妊娠中の方から質問の多い内容についてのＦＡＱや、

休日夜間の当番医情報、こども救急など産科医療機関以外の各種問合

せ窓口等を紹介することにより、妊婦やその家族の不安解消と産科医

療機関への集中を緩和し、産科医の負担の軽減を図る。 

アウトプット指標 産科医の現状の理解や、負担の分散を促す冊子の配布数（目標 30,000

人／年） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

妊婦等に産科医療の現状についての理解と、産科医療機関への負担集

中の緩和を促すことで産科医等の負担軽減につながり、産科医の勤務

環境の改善と分娩取扱体制の強化を図る 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,452

事業に要する費用の額 金

額 

基金 国（Ａ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

公  (千円)

968
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968

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

484

(千円)

0

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,452

その他（Ｃ） (千円)

0

における 

公民の別 

（注１） 
民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.63（医療分）】 

新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

5,499 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 新生児医療担当医に手当等を支給する医療機関 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

新生児医療担当医師数は少ない一方、ＮＩＣＵ数の増加等により

勤務環境は苛酷となっており、医師数不足の一因となっているこ

とから、勤務環境の改善を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.2（平成 29 年度）→３未満（平成 32 年度）  

事業の内容 新生児医療担当医に手当を支給する医療機関に対し、手当の一部

助成を行うことにより、過酷な勤務状況にある新生児医療担当医

の処遇を改善し、周産期医療従事者の確保を図る。 
アウトプット指標 事業を実施する医療機関数（Ｈ29 見込１施設→目標２施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新生児医療担当医の勤務環境の向上を図ることにより、医師の確

保につながり、周産期死亡率の減少が見込める。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,499

国（Ａ） (千円)

1,222

公  (千円)

1,222

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

611

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,833

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

3,666

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.64（医療分）】 

産科医育成支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 産科の後期研修医に対して手当等を支給する医療機関 
事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

将来の産科医療を担う医師の育成にあたり、産科医は勤務環境が過酷

であることから、産科を専攻する後期研修医が少なく、環境の改善が

必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.2（平成 29 年度）→３未満（平成 32 年度）  

事業の内容 産科の後期研修医に手当を支給する医療機関に対し、手当の一部助成

を行うことにより、産科の後期研修医の処遇を改善し、周産期医療従

事者の確保を図る。 

アウトプット指標 事業を実施する医療機関数（Ｈ29 見込０施設→目標１施設） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

後期研修医の勤務環境を改善することで、産科を専攻する医師が増え、

医師の増加につながり、周産期死亡率の減少が見込める。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

600

国（Ａ） (千円)

133

公  (千円)

133

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

67

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

200

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

400

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.65（医療分）】 

周産期医療対策事業費助成 

（助産師資質向上事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県産婦人科医会 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

過酷な勤務環境や高齢化等により開業産科医が年々減少する中、

産科医と助産師の連携を強め、チームによる周産期医療体制を構

築・強化することで、産科医の負担を軽減していく必要がある。

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.2（平成 29 年度）→３未満（平成 32 年度）  

事業の内容 助産師、産科医等の合同研修会の実施 

・実施回数：年１回 

・実施規模：200 名程度 

・対 象 者：県内助産師、助産学科に在籍する学生及び産科医等

周産期医療従事者 

アウトプット指標 研修受講人数 200 人/年 
アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医と助産師の連携強化及び助産師の資質向上により、産科医

の負担軽減へとつながり、産科医の減少傾向に影響を及ぼすこと

が期待でき、よって周産期死亡率の減少が見込める。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,000

国（Ａ） (千円)

666

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

334

(千円)

666

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.66（医療分）】 

地域周産期医療人材養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

30,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

ハイリスク分娩による児の数は年々増加傾向にある等、地域における

周産期母子医療センターの役割が重くなることで、センターに勤務す

る小児科医や産科医の専門的な能力の向上が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

周産期母子医療センターへの周産期専門医の配置数 

１施設１人（母体・胎児）（平成 29 年度） 

→１施設２人（母体・胎児１、新生児１）（平成 30 年度） 

事業の内容 浜松医科大学に地域周産期医療学講座を設置し、講義・演習・研修等

の実施や、地域周産期医療への貢献活動を実施することにより、地域

周産期医療学の診断能力を有する医師（母体・胎児、新生児）を養成

し県内定着を図る。 

アウトプット指標 養成医師数：周産期専門医 16 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医学教育を通じて県内の周産期専門医数を増やすことにより、周産期

母子医療センターへ配置される周産期専門医の増加につながる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

30,000

国（Ａ） (千円)

20,000

公  (千円)

20,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,000

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.67（医療分）】 

周産期医療体制整備支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

6,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県産婦人科医会 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

妊産婦死亡症例は、「産科危機的出血」、「脳出血」、「古典的羊

水塞栓」が上位 50％以上を占めているが、臨床の現場において母

体救命を必要とする現場に遭遇することは稀であり、これらの症

状を想定し、実践的に母体急変への対応を習得することが求めら

れている。 
ハイリスク分娩件数の増加や１施設あたりの分娩取扱件数が増加し

ている中で、周産期医療従事者に対し、今まで以上に分娩における安

全性の確保が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

妊産婦死亡数（H29 実績：1人→H32 目標：０人） 

事業の内容 県内の産科医、助産師等に対し、母体急変時に係る実践的な対応を習

得する講習会を実施する。 

アウトプット指標 講習会参加者の累計人数（H30 目標：360 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

講習会を通じて県内の産科医、助産師等が母体急変時に適切な対応を

とることができるようになり、妊産婦死亡数の減少につながる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

6,000

国（Ａ） (千円)

4,000

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,000

(千円)

4,000

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

6,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

4,000

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.68（医療分）】 

小児救急医療対策事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

559,088 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 小児２次救急医療を提供する医療機関を有する市町 
事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

小児科医の不足により小児救急医療体制を維持できる病院が不足して

いることから、市町とともに、現在小児救急医療を実施している病院

を支援していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：乳幼児死亡数（４歳以下人口千対） 

0.47 人（平成 29 年度）→0.36 人（平成 32 年度）  

事業の内容 ２次救急医療圏を単位として、病院群輪番制により小児科医を常駐

させ、入院治療を要する小児救急患者の救急医療を確保する市町に対

し、小児救急医療施設運営に必要な経費を助成する。 

アウトプット指標 事業実施二次救急医療圏数 
９医療圏（平成 29 年度）→９医療圏（平成 30 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院群輪番制により休日・夜間の入院加療を必要とする小児救急患者

の医療を確保することで乳幼児死亡数の減少につながる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

559,088

国（Ａ） (千円)

67,987

公  (千円)

67,987

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

33,994

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

101,981

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

457,107

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.69（医療分）】 

小児集中治療室医療従事者研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

19,102 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 県立こども病院 
事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

小児科医の不足により小児救急医療体制を維持できる病院が不足して

いることから、特に重篤な小児救急患者の治療を行える医療人材の確

保が必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：乳幼児死亡数（４歳以下人口千対） 

0.47 人（平成 29 年度）→0.36 人（平成 32 年度） 

事業の内容 小児集中治療に習熟した小児専門医の養成のための研修事業に対する

助成（助成対象：指導医の給与費、需用費等） 

アウトプット指標 小児集中専門医研修受講者数（Ｈ29 実績２人→目標５人） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

小児救急医療体制に対応できる人材を育成することにより、小児専門

医療提供施設の充実が図られ、乳幼児死亡数の減少につながる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

19,102

国（Ａ） (千円)

4,204

公  (千円)

4,204

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,102

(千円)

0

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

6,306

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

12,796

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.70（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

80,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

核家族化、共働き家庭の増加等により子育て経験の少ない親が不安を

持っており、入院治療を必要としない比較的症状の軽い患者も専門病

院で受診するため、病院小児科医の負担が増大していることから、小

児救急の対応窓口が必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

電話相談により、直ちに受診する必要がなくなった件数 

33,021 件（平成 29 年度） → 36,000 件（平成 30 年度） 

事業の内容 夜間等におけるこどもの急病時等の対応方法等について、看護師や

医師等がアドバイスを行う相談電話を設置する。 

回 線 数：18 時～23 時 ３回線、その他の時間 ２回線 

実施時間：平日 18 時～翌８時、土曜 13 時～翌８時 

休日８時～翌８時 

アウトプット指標 年間相談件数（Ｈ29 実績 41,188 件→目標 45,000 件） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

小児救急患者の保護者等の不安や症状への対応方法等について電話で

相談に応じることで、保護者の不安軽減及び適切な受診行動を促すこ

とができるとともに、小児救急医療への負担軽減が見込める。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

80,000

国（Ａ） (千円)

53,333

公  (千円)

5,547

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

26,667

(千円)

47,786

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

80,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

47,786

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.71（医療分）】 

在宅重症心身障害児者対応多職種連携研修

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,800 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

医療技術の高度化等に伴い、在宅で生活している医療的ケアが必要な

重症心身障害児者が増加しており、身近な地域で医療、看護、介護等

の関係者が連携して支援を行う体制の強化が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 重症心身障害児者が受診可能な診療所としてホーム

ページで公表可能な診療所 

 114 箇所（平成 28 年度）→150 箇所（平成 32 年度） 

事業の内容 医療的ケアが必要な重症心身障害児者に対応できる医師及び看護職員

等の専門職を確保するため、介護等の多職種の専門職との連携方法を

習得し、その資質を向上するための研修を実施する。 
アウトプット指標 ・県内８箇所で研修を開催。 

・40 人／箇所×８箇所＝320 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

多職種が連携して重症心身障害児者を支援する体制を整備すること

で、受診可能な診療所が増加することになり、身近な地域で安心して

医療支援を受けられる体制の強化を図る。 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,800

国（Ａ） (千円)

3,200

公  (千円)

400

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,600

(千円)

2,800

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,800

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,800

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.72（医療分）】 

医療安全対策強化研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

5,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県（委託先：公益社団法人静岡県病院協会） 

事業の期間 平成３０年６月１日～平成３１年３月２０日 

医療事故を防止し、医療の安全性を確保することは、医療現場において必
須である。また、看護職員就業等実態調査（平成 23 年 厚生労働省）にお
いて、退職理由として、「責任の重さ・医療事故への不安」との回答が 9.6％
とあることからも、リスクマネジメント等の医療安全対策に精通した者を
養成するとともに、組織として医療安全対策のシステムを強化することが
求められる。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人あたり医師数  
200.8 人（平成 28 年 12 月）→217 人（平成 33 年度） 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

976.8 人（平成 28 年 12 月）→1,080 人（平成 33 年度） 

事業の内容 リスクマネジメント担当者をはじめとした医療従事者等に対し、医療安全
対策に関する正しい知識と実践的な技術を身につける研修会や事例発表
会を実施する。 

アウトプット指標 研修会・シンポジウムの開催 
５回開催、延べ参加者数５００人以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療安全対策のシステムを強化することは、患者の利益につながるだけで
なく、現場の医療従事者が安心安全に業務を行える環境整備につながるも
のであり、医療従事者の確保及び定着が図られる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,000

国（Ａ） (千円)

3,333

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,667

(千円)

3,333

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,333

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.73（医療分）】 

オーラルフレイル理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

4,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

要介護状態に至るまでには、認知機能や運動機能、社会性が衰えてい

くフレイルの段階を経ることとなる。 

フレイルの概念を理解し、かかりつけ歯科医等での定期的な口腔管理

の必要性を浸透させていくための歯科医療関係者の養成が求められて

いる。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

オーラルフレイル予防を理解し実践する歯科医師の割合 

実績なし（平成 28 年度）→600 人（県内歯科診療所の 30%）（平成 30

年度） 

事業の内容 フレイル・オーラルフレイル研修（３回） 

オーラルフレイル理解促進研修の資料作成 

アウトプット指標 研修実施回数（３回）、研修受講者数（300 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護予防の新しい概念であるフレイルを歯科医療関係者共通の理解と

するための研修を実施することで、歯科医師・歯科衛生士等にオーラ

ルフレイル予防の取組を実践する能力が養われる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,500

国（Ａ） (千円)

3,000

公  (千円)

454

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,500

(千円)

2,546

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,500

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,546

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.74（医療分）】 

精神科救急医療対策事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 
4,672 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、志太榛原、中東遠、西部の一
部（政令市管内を除く区域） 

事業の実施主体 県（精神科病院、精神科診療所へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療及び保護のために入院させなければ自傷他害のおそれがあると
認められた精神障害者を行政処分として入院させる措置入院について
は、精神保健福祉法に基づき、知事に指定され公務員として職務を行
う地域の精神保健指定医が、その入院の要否の判断等を行う。 
措置入院を受け入れる病院以外の二人以上の指定医の診察を経るこ

とが求められるが、精神保健指定医の不足や地域偏在を背景として、
いつ発生するか分からない事案の発生後に診察に対応する精神保健指
定医を確保することは非常に難しい上、対応の遅れは患者の人権確保
の観点から問題である。 
このため、あらかじめ、迅速かつ適切に精神保健指定医を確保すると
ともに、措置入院を受け入れて医療を提供できる病院を確保しておく
ことが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：精神保健指定医派遣や措置患者受入を行う病院数 
42 箇所（平成 28 年度）→43 箇所（平成 30 年度） 

事業の内容 精神保健指定医の公務員としての業務や地域の精神科医療体制の確保
のための精神科医確保に協力する医療機関の運営等に対する支援とし
て、あらかじめ平日昼間における精神保健指定医派遣病院及び措置入
院受け入れ病院の輪番体制確保に協力する医療機関に対する助成を行
うことにより、精神科救急において不足する精神保健指定医を安定的
に確保する。 

アウトプット指標 ・指定医派遣日数（１日２病院） 292 日×４地域 
・措置患者受入日数（１日１病院）292 日×４地域 

アウトカムとアウトプット

の関連 

精神保健指定医派遣病院及び措置入院受入病院の輪番体制整備を支援
することにより、安定的に精神保健指定医の確保が図られ、地域の精
神科救急医療体制に協力する医療機関が増加する。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

4,672

国（Ａ） (千円)

3,114

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,558

(千円)

3,114

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,672

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.75（医療分）】 

高次脳機能障害地域基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 県（聖隷三方原病院へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

高次脳機能障害に関する診断、治療を行える医療従事者が不足してお
り、各地域の支援拠点病院と連携し、早期に適切な診断・治療等がで
きる医療機関が存在しない地域もある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：高次脳機能障害に関する診断・治療等ができる医療
機関のある二次医療圏 
４圏域（平成 28 年度）→５圏域（平成 30 年度） 

事業の内容 ・高次脳機能障害の診断・評価・リハビリに関する医療従事者向けの

研修 
・医療従事者の診断や治療技術を高めるため、医療機関でのケースカ

ンファレンスに専門職員を派遣する 
・適正に障害を把握し、診断名を記載できる医師を養成するため、診

断書作成マニュアルを作成する（精神障害者手帳、労災、自賠責、

障害年金） 
アウトプット指標 高次脳機能障害研修参加者数 100 名×３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修により高次脳機能障害を適切に診断・治療等ができる医師や医療
従事者を増やすことにより、県下の高次脳機能障害に関する医療の均
てん化が図られる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,500

国（Ａ） (千円)

1,000

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

500

(千円)

1,000

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,500

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,000

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.76（医療分）】 

静岡ＤＭＡＴ体制強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

予想される南海トラフ巨大地震や豪雨等の局地災害等から、地域住民

の生命、健康を守るための医療救護体制を確立し、医療救護活動の万

全を期す必要がある。本事業を実施し、超急性期における災害医療に

精通した医療従事者（ＤＭＡＴ）の確保につなげる。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：災害拠点病院（静岡ＤＭＡＴ指定病院）のＤＭＡＴ

保有数 

・救命救急センター（10 病院） 平均 3.1 チーム＜最小 2 チーム：4

病院＞(H29 年度）→各病院 4チーム以上保有(H33 年度） 

・救命救急センター以外（11 病院）平均 2.4 チーム＜最小 1チーム：

2 病院＞(H29 年度）→各病院 2 チーム以上保有(H33 年度） 

事業の内容 日本ＤＭＡＴ活動要領に基づく隊員資格取得のための研修（県 1.5 日

研修）及びＤＭＡＴ隊員のロジスティクスに関する技能維持・向上の

ための研修を実施 

アウトプット指標 研修会の開催回数（県 1.5 日研修：２日間・年１回、ﾛｼﾞｽﾃィｸｽ研修：

１日間・年２回、参加人数：各回 30 名程度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県 1.5 日研修を実施することにより、静岡ＤＭＡＴ隊員を養成すると

ともに、ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ研修を実施することにより静岡ＤＭＡＴ隊員の技能

維持・向上を図ることで、静岡ＤＭＡＴ指定病院のＤＭＡＴ保有数の

増強につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,000

国（Ａ） (千円)

1,333

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

667

(千円)

1,333

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,000

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,333

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業（平成 30 年度静岡県計画）  

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 
静岡県介護施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

 

1,314,120 千円 
事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県内全域 
（賀茂・熱海伊東・駿東田方・富士・静岡・志太榛原・中東遠・西部） 

事業の実施主

体 

静岡県（補助主体） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期介護保険事業支援計画等にお

いて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
背景にある医

療・介護ニー

ズ アウトカム指標： 静岡県全体 

目標項目等 平成 32 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設 1,423 人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を含む。） 
13,417 床 

③ケアハウス 2,585 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 28 カ所 

⑤認知症高齢者グループホーム 6,657 床 

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 181 カ所 

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 43 カ所  

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ７カ所 

 認知症高齢者グループホーム            ９カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所    ８カ所 

 介護予防拠点              ４カ所 

 地域包括支援センター          10 カ所 
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 施設内保育施設             10 カ所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 特別養護老人ホーム                  10 床 

 介護老人保健施設            100 床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  ２カ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所         宿泊定員 45 床 

認知症高齢者グループホーム            129 床 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    宿泊定員 18 床 

 訪問看護ステーション（サテライト等）   ３カ所 

 介護療養型医療施設等の転換            18 床 
 
③既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護のための改修に対
して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改修       

100 床  
アウトプット

指標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等

を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促

進する。 
・小規模多機能型居宅介護事業所 ７カ所 

・認知症高齢者グループホーム 129 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 

※指標の数量は、平成 31 年４月１日までに開所を予定する計画分 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地域密着型サービス施

設等の定員総数を増とする。 

基金 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

その他 
（Ｃ） 
（注２） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

960,320 

(千円) 

640,213 

(千円) 

320,107 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

283,800 

 

(千円) 

189,200 

(千円) 

94,600 

(千円) 

 

③介護保険施設等の整備

に必要な定期借地権設定

のための一時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

事業

に要

する

費用

の額 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

70,000 

(千円) 

 46,667 

 

(千円) 

23,333 

(千円) 

 



3 
 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 

(千円) 

1,314,120 

国（Ａ） 
(千円) 

876,080 

公 

(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

438,040 
基
金 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

1,314,120 

金

額 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の

別 
（注３） 

（注４） 

民 うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

876,080 

備考

（注

５） 

 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 
   すること。 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 



別紙３ 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）参入促進のための研修支援 

 （小項目）介護分野での就労未経験者の就労・定着促進事業 

事業名 【No. １】壮年活躍実践講座 
【総事業費】  

5,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委託） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31年３月 31日 

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図る。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 【アウトカム指標】 

・就職者数 40 人 

事業の内容 
 中高年齢者を主な対象に、介護の基礎的な知識・技術を習得する講座を

開催し、参入促進を図る。 

アウトプット指標 
・講座参加人数 400 人 

・職場体験参加者数 80 人  

アウトカムとアウトプット

の関連 

講座参加者の職場体験事業への誘導及びキャリア支援専門員に

よる就労支援により講座参加から就職までを一体的に支援する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
5,000 

国（Ａ） (千円) 
3,334 

公  (千円) 

0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,666 

(千円) 
3,334 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
5,000 

事業に要する費用の額 

金

額 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
3,334 

備考（注３） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進

事業 

事業名 【No.２（介護分）】 
○介護人材就業・定着促進事業（１） 
・介護分野就業促進事業 

○外国人介護人材就業支援事業（１） 
・外国人介護職員就業開拓コーディネート事業 
・外国人学生等就業促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,500 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（民間企業等へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

就業先が未検討の求職者に対して、介護の仕事を適切に理解してもらう

ことや、介護の仕事に不安のある外国人と雇用に不安のある介護事業所

の双方の不安を解消することで、新規就業につなげることが必要である。 

背景にある医療・介

護ニーズ 

アウトカム指標：介護人材供給実績（平成３０年）55,469 人 

事業の内容 ・ハローワークと連携し、就業分野を未検討の求職者向け介護施設及び

セミナーの開催 

・外国人介護職員の雇用に不安のある介護事業所に対する、コーディネ

ーターの訪問及び電話相談 

・外国人留学生を対象に、外国人介護職員のいる施設への訪問等 

アウトプット指標 ・参加者 840 人（24 回） 
・コーディネーター派遣 175 事業所 
・参加者 300 人（10 回） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

介護の仕事に特に関心のない層も含めて、介護の仕事に対する適切な理

解を深めてもらうことで、介護業務への従事者数の増を図る。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,500 

国（Ａ） (千円) 

16,334 

公  (千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

8,166 

(千円) 

16,334 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,500 

事業に要する費用

の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

16,334 

備考（注３）  

 



 

 

 
５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No. ３】福祉人材参入促進事業 
【総事業費】  

17,350 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（静岡県社会福祉協議会静岡県社会福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

介護人材のすそ野の拡大による多様な人材の参入促進を図る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
【アウトカム指標】 

・就職人数 10 人以上／年を確保 

・翌年度進学人数 40 人以上を確保 

事業の内容 

・社会福祉人材センターが介護従事者等と協働で、小・中・高校

を訪問し、福祉職セミナー（介護職を主な内容とした福祉職イメ

ージアップセミナー）を実施 

・社会福祉人材センターが、学生、保護者、教員等を対象に、介

護職を主な内容とした養成校や事業所等を体験・見学するツアー

を実施 

アウトプット指標 
・福祉職セミナー（150 講座） 

・体験ツアー（県内３地区で実施） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 参加者のイメージアップを図り、他事業（就職・進学フェア、

職場体験事業等）に誘導することで、就職・進学につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,350 

国（Ａ） (千円) 

11,567 

公  (千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,783 

(千円) 

11,567 

基金 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

17,350 

事業に要する費用の額 

金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 
民 

うち受託事

業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

11,567 
 
 
 
 
 



 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」、 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.４（介護分）】 
成年後見推進事業（すそ野拡大） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,300 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 県内全域 

事業の実施主体 県、市町 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

 認知症高齢者・ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれており、

成年後見制度を必要とする人を、適切に利用につなげる仕組みづ

くりや、制度の利用増に対応するため、後見業務の新たな担い手

として期待されている市民後見人の必要性や役割について理解

の促進を図り、なり手の発掘や利用促進につなげる。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：市民後見人養成講座参加者 150 人 

事業の内容  市町の実施する成年後見推進事業に対する助成（すそ野拡大） 

＜助成対象事業＞権利擁護人材（市民後見人等）の必要性や役割

に関する説明会等の普及啓発事業 

アウトプット指標 市民後見人の必要性・役割等に関する講演会等の開催 

 開催市町数 10 市町、受講人数 700 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 市民後見人の必要性・役割や成年後見制度についての理解者を

増やし、なり手の発掘や制度の利用促進につなげる。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,300 

国（Ａ） (千円) 

1,534 

公  (千円) 

1,534 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

766 

(千円) 

 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,300 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 

備考（注３）  



 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介

護の職場体験事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

知的障害者等居宅介護職員養成研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 伊豆地区 

事業の実施主体 県（関係法人へ委託） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

介護人材の不足が課題となっていることから、知的障害のある人

等にも居宅介護職員の資格を取得してもらい、介護サービス従事

者の増を図る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：就職人数 1,000 人以上 

事業の内容 知的障害のある人等を対象に居宅介護職員初任者研修を実施す

ることで、介護の資格取得を推進し、介護人材のすそ野拡大を図

る。 

アウトプット指標 参加人数 10 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

居宅介護職員初任者研修を実施することで、知的障害のある人等

の介護現場への就職を促進し、介護サービス従業者の増を図る。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,800 

国（Ａ） (千円) 

1,200 

公  (千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

600 

(千円) 

1,200 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,800 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

1,200 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職

場体験事業 

事業名 【No. ６】職場体験事業 
【総事業費】  

5,920千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（静岡県社会福祉協議会、静岡県社会福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31年３月 31日 

進学前及び就職前にマッチングにより、不足する介護人材の確保

を図る。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 【アウトカム指標】 

・就職人数 40人以上／年を確保 

・翌年度進学人数 10 人以上確保 

事業の内容 
介護従事者の確保を目的に、福祉関係学科への進学や介護分野への就職を

検討する中学生以上の者を対象に、希望した施設等における 10 日以内の

職場体験を実施 

アウトプット指標 
・参加者実人数  250 人 

・参加者延べ人数 1,000 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 職場体験への参加により、介護職場の現状ややりがい等を実体

験してもらい、就職・進学につなげる。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
5,920 

国（Ａ） (千円) 
3,947 

公  (千円) 

0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
1,973 

(千円) 
3,947 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
5,920 

事業に要する費用の額 

金

額 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
3,947 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 
事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.７（介護分）】 

壮年熟期が活躍するいきいき長寿社会づくり事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

9,000 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（民間団体へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 

背景にある医療・介護

ニーズ 

アウトカム指標： 

生活支援の担い手として活動する団体の育成（３団体） 

事業の内容 退職後の世代を対象とし、中小企業団体中央会や先進ＮＰＯ等の支援により生

活支援を行うＮＰＯや企業組合の立ち上げや従事者の育成を行う。 

アウトプット指標 元気高齢者を生活支援の担い手として育成 県内９地域（市町） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

退職後の世代を対象に生活支援の担い手育成及び組織化の支援を行うことで、

生活支援事業を行う団体を増やす。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

9,000 

公 (千円) 

461 

国（Ａ）  (千円) 

6,000 

(千円) 

5,539 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

3,000 

基
金 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

9,000 

事業に要する費用の

額 

金 

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.８（介護分）】 
介護人材育成事業（第２期） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

66,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（民間企業に委託） 

事業の期間 平成３０年９月１日～平成３１年３月３１日 

介護の資格を持たず、介護の仕事に従事していない層に介護の資格

を取得してもらった上で介護に従事してもらうことで、介護人材の

すそ野を拡大する必要がある。 

背景にある医療・介護ニーズ 

アウトカム指標：介護人材供給実績（平成３０年）55,469 人 

事業の内容 介護に関する資格を持っていない者を一定期間有期雇用した上で、

介護職員初任者研修の受講など介護事業所への就業に必要な基礎的

な教育を実施する。また、必要に応じて助言やカウンセリングを実

施することで、有期雇用後の正規雇用（定着）を図る。 

アウトプット指標 雇用者数 80 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

雇用者数の増加により、介護人材の供給に資する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

66,000 

国（Ａ） (千円) 

44,000 

公  (千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

22,000 

(千円) 

44,000 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

66,000 

事業に要する費用の額 金額 

その他（Ｃ） (千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

44,000 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 
【No.９】就職・進学フェア、福祉人材マッチン

グ機能強化事業 

【総事業費】  

36,530千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（静岡県社会福祉協議会、静岡県社会福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31年３月 31日 

福祉・介護人材の就職・進学支援、離職防止により、人材の確保

を図る。 背景にある医療・介護ニー

ズ ・就職人数 640 人以上(フェア 140 人、マッチング 500 人)／年を確保 

・翌年度進学人数 10 人以上を確保（フェア） 

・参加校の定員に対する平均充足率 85％以上を確保（フェア） 

事業の内容 

・社会福祉人材センターが介護従事者等の確保を目的とした、福祉求人事

業者と求職者の就職相談・面接会（就職フェア）、福祉関係への進学を目

指す学生への進学相談（進学フェア）を開催。また、個別就労支援や公認

会計士等の介護事業所派遣による経営指導の調整等を行うキャリア支援

専門員を配置する。 
・介護分野就業を希望・検討する求職登録者及び福祉分野へ進学を検討し

ている中学生以上の者対して 10 日以内の職場体験を実施。 

アウトプット指標 

・就職・進学フェア（３期３回実施） 

・キャリア支援専門員（５人配置） 

・事業所訪問 200 箇所以上 

・施設見学年 15 回以上、事前研修年 1回以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就職・進学支援による人材の参入促進、就労前のマッチングによ

り離職防止を図り、人材の確保を図る。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
36,530 

国（Ａ） (千円) 
24,353 

公  (千円) 
0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
12,177 

(千円) 
24,353 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
36,530 

事業に要する費用の額 

金

額 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 
24,353 

 
 
 
 
 



 
 

 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な介護人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機

能強化事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

長寿者いきいき促進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

12,000 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（民間企業等へ委託） 

事業の期間 平成３０年６月（内示後）～平成３０年３月３１日 

要介護認定率や受療率が高まる 75歳以上人口が増加する中で、社会保障制度

を持続可能なものとして維持するために、地域における住民主体の介護予防

活動を推進する必要がある。 

背景にある医療・

介護ニーズ 

住民主体の通いの場における介護予防活動の新規実施：10団体 

事業の内容 65歳以上の比較的元気な高齢者が地域における健康長寿活動を推進するリー

ダーとして活動できるよう、ロコモ予防や転倒予防などの運動等を住民主体

の通いの場で教えるための研修（講座及び実習）を実施する。 

アウトプット指標 健康長寿活動のリーダーとなる人材養成 500 人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

地域において健康長寿活動のリーダーとなる人材を養成することで、住民主

体の通いの場における介護予防活動を推進する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,000 

国（Ａ） (千円) 

8,000 

公  (千円) 

 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

4,000 

(千円) 

8,000 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,000 

事業に要する費用

の額 
金額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

8,000 

備考（注３）  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.11（介護分）】 
○介護人材確保・定着促進事業（２） 
 ・実践介護技術向上支援事業 
○外国人介護人材就業支援事業（２） 

 ・外国人介護職員教育マネジメント支援事業 

 ・外国人介護職員日本語学習支援事業 

○訪問介護員資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,500 千円 

事業の対象となる医療介護総合確保区域 県内全域 

事業の実施主体 県（民間団体等へ委託） 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

小規模事業所の介護職員、外国人介護職員を受け入れている介護事

業所、訪問介護員のキャリアアップを支援する必要がある。 

背景にある医療・介護ニーズ 

アウトカム指標：介護人材供給実績（平成３０年）55,469 人 

事業の内容 ○小規模事業所への介護技術出前講座の実施 

 小規模事業所が協同で行う介護職員の資質向上研修への助成 

○外国人介護人材を受け入れている（予定を含む）介護事業所に対

する受入れ支援のための研修、外国人介護職員のための日本語研

修の実施 

○訪問介護委員のための研修の実施 

アウトプット指標 ○介護技術出前講座 200 回、計 2,000 人 

 協同研修への助成 10 グループ 50 事業所 

○外国人介護人材受入れ事業所教育担当者向けの研修３地区 120

人、外国人介護職員向けの日本語研修３地域 120 人 

○訪問介護計画作成・展開研修 

 ３地区各１回計 120 人 

○訪問介護適正実施等研修 

 ４地区各１回計 120 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認証事業所の増加は、介護職員の定着や新たに介護の仕事に従事し

ようとする人の増加にもつながり、介護人材の供給に資する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,500 

国（Ａ） (千円) 

17,000 

公  (千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

8,500 

(千円) 

17,000 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,500 

事業に要する費用の額 金額 

その他（Ｃ） (千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

17,000 

備考（注３）  



 
５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分  （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No. 12】福祉人材定着促進支援事業 
【総事業費】  

16,400千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（職能団体へ補助） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平 31 年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

適切なキャリアパス、スキルアップを促進するための研修を助成

することで、安定的な人材の確保を図る。 

事業の内容 

介護福祉士会などの職能団体等が、介護人材の安定的な定着を図るため、

介護従事者（介護就業を検討している者を含む）に対し、就労年数や職域

階層等に応じた知識や技術等を習得させ、適切なキャリアパス、スキルア

ップを促進するための研修を実施した場合に、職能団体等が負担した費用

の全部又は一部を助成する。 

アウトプット指標 研修回数：50回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の実施により、職員の資質向上やキャリアパスの形成が推進

され、職員の離職防止につながり安定的な人材の確保ができる。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 
16,400 

国（Ａ） (千円) 
10,933 

公  (千円) 
0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 
5,467 

(千円) 

10,933 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 
16,400 

事業に要する費用の額 

金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

   10,933 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 
地域包括ケア推進事業（ふじのくに型福祉

サービス推進事業（障害）） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県、関係団体への委託 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

地域包括ケアシステム推進のためには、多様な人材の確保と資
質の向上が必要である。 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

アウトカム指標：障害のある人を受け入れている介護サービス
事業所数 40 箇所 

事業の内容 ふじのくに型（年齢や障害の有無に関わらず垣根のない）福祉
サービスを提供するための資質向上を目指し、デイサービスや
特別養護老人ホーム等の介護保険事業所等を対象に、障害のあ
る人の「通い」、「泊まり」を受け入れるための知識等の習得を
目的とした研修会を実施。 

アウトプット指標 障害者受入のための研修 50 名 
アウトカムとアウトプ
ットの関連 

障害のある人への理解と支援技術の向上により、介護を必要と
する人の様々な特性に対応した支援を提供できる人材を確保
し、障害のある人を受け入れている介護サービス事業所数の増
加につなげる。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

国（Ａ） (千円) 

2,000 

公  (千円) 

15 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

(千円) 

1,985 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

1,985 

備考（注３）  

 

 

 

 
 
 
 



 
 

５．介護従事者の確保に関する事業 
事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.14（介護分）】 
認知症関係人材資質向上等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

20,177 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県、関係団体への委託 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

認知症施策を医療、介護、福祉、地域づくり等の観点から総合的に展開する

ことにより、認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らすことができ

る体制づくりを図る。 

背景にある医療・介護

ニーズ 

アウトカム指標：最期を自宅で暮らすことができた人の割合 

13.5％（2016 年）⇒ 14.5％（2020 年） 

事業の内容 ・認知症対応型サービス事業開設者研修等の認知症介護に係る研修を実施 

・認知症介護に従事する初任者向けの研修を実施 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修の実施 

・看護職員認知症対応力向上研修の実施 

・病院医療従事者認知症対応力向上研修の実施（新規） 

・認知症サポート医の養成及び認知症サポート医のフォローアップ研修の実

施 

・認知書サポート医のリーダーの養成及リーダーを中心とした多職種連携推

進 

・認知症初期集中支援チーム員に対して、必要な知識や技術習得の研修を実

施 

・認知症地域支援推進員に対して、必要な知識や技術を習得するための研修を実施 

・地域の薬剤師・歯科医師を対象に、認知症対応向上研修の実施 

アウトプット指標 ・認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 ２名 
・認知症対応型サービス事業開設者研修修了者 20 名 
・認知症対応型サービス事業管理者研修修了者 197 名 
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者 69 名 
・認知症介護基礎研修終了者 450 名 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 450 名 
・看護職員認知症対応力向上研修修了者 100 名 
・病院医療従事者認知症対応力向上研修修了者 900 名 
・認知症サポート医養成者数  35 名 
・認知症サポート医フォローアップ研修修了者数 70 名 
・認知症サポート医活用促進研修事業修了者 60 名 
・認知症初期集中支援チーム員研修修了者 40 名 
・認知症地域支援推進員研修修了者 24 名 

・薬剤師・歯科医師向け認知症対応力向上研修修了者 300 名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

かかりつけ医や認知症サポート医の研修、認知症初期集中支援チーム員研修

などを通じて、認知症の早期診断・早期対応につなぐ体制を構築する。 

 



総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

20,177 

公 (千円) 

3,910 

国（Ａ）  (千円) 

13,451 

(千円) 

9,541 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

6,726 

基
金 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

20,177 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

    

事業に要する費用の

額 

金 

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

9,541 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

生活支援コーディネーター養成等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,000 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県、関係団体への委託 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

医療・介護の社会資源が市町により偏在していることや関係者のネットワ

ークが図られていない。 

背景にある医療・介護

ニーズ 

アウトカム指標： 

全市町において中学校区単位で生活支援コーディネーターを配置（平成 32

年度末までに 264 名） 

事業の内容 ①生活支援コーディネーター養成事業 

生活支援コーディネーター養成研修、生活支援活動団体体験の実施 

（養成研修の講師養成の中央研修受講経費、研修講師報酬、旅費、活動体

験にかかるバス借上げ費等） 

②生活支援コーディネーターネットワーク構築事業 

生活支援コーディネーター連絡会の実施 

アウトプット指標 ① 生活支援コーディネーター養成研修 （２日×２か所）×２回 120 人 

生活支援活動団体体験 ４か所×１回 160 人 

②生活支援コーディネーター連絡会   圏域ごと１回 

アウトカムとアウト

プットの関連 

生活支援コーディネーター養成研修を受講したコーディネーターが各市町

へ配置され、地域の生活支援ニーズの把握や関係者間の情報共有を図り、サ

ービスの提供体制を構築する。また、生活支援サービスを実施している活動

団体の体験を通じ、地域の実情に応じたサービス開発等につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

2,000 

公 (千円) 

200 

国（Ａ）  (千円) 

1,333 

(千円) 

1,133 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

667 
基
金 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

2,000 

事業に要する費用の

額 

金 

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

1,133 

備考（注３）  

 

 

 

 

 



 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.16（介護分）】 
地域包括ケア会議等活用推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 
800 千円 

事業の対象となる
医療介護総合確保
区域 

県内全域 

事業の実施主体 県、静岡県社会福祉士会への委託 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

市町、地域包括支援センターにおいて、多職種協働による個別事例の

検討等を行い、地域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援を通

じて、高齢者が住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援する。 

背景にある医療・

介護ニーズ 

アウトカム指標：35 市町の地域ケア会議の開催 

事業の内容 ①広域支援員派遣事業：地域包括支援センター等で実施する「地域ケ

ア会議」等の運営支援を担う広域支援員の派遣 

②地域ケア会議活用推進研修：市町や地域包括支援センター職員が

「地域ケア会議」の必要な知識や実施方法を学ぶための研修を実施 

アウトプット指標 ①広域支援員派遣：年 12 回 

②地域ケア会議活用推進研修：年１回（２会場） 
アウトカムとアウ

トプットの関連 

広域支援員派遣や研修会などを通じて、地域ケア会議の理解を促進す

ることで、地域課題が抽出され、地域で不足する社会資源の開発など

政策形成に結びつける市町の体制を構築する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

800 

国（Ａ） (千円) 

533 

公  (千円) 

133 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

267 

(千円) 

400 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

800 

事業に要する費用

の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

400 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.17（介護分）】 
地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

500 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 県内全域 

事業の実施主体 県、静岡県社会福祉士会への委託 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

平成 29 年 6 月に、地域包括ケアシステム強化のための介護保険法の一

部が改正され、市町村や地域包括支援センターは、地域包括支援センタ

ーの事業について評価を行うとともに、必要な措置を講じなければなら

ないとされた。地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進する中

核的な機関である地域包括支援センターの機能強化を図る。 

背景にある医療・介

護ニーズ 

アウトカム指標： 

35 市町の地域包括支援センターの機能強化及び市町の体制整備強化 

事業の内容 市町や地域包括支援センター職員を対象とした業務評価研修会の開催 

アウトプット指標 35 市町の市町職員及び地域包括支援センター職員の資質向上、効果的な

業務評価の実施 

アウトカムとアウト

プットの関連 

研修会を通じて、市町や地域包括支援センター職員の知識の習得が図ら

れることで、地域包括支援センターの機能強化に資する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

国（Ａ） (千円) 

333 

公  (千円) 

0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

167 

(千円) 

333 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

500 

事業に要する費用の

額 

金額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

333 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.18（介護分）】 
成年後見推進事業（権利擁護人材育成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,914 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 県内全域 

事業の実施主体 県、市町 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

 認知症高齢者・ひとり暮らし高齢者の増加が見込まれており、

成年後見制度の利用増に対応するため、後見業務の新たな担い手

として期待されている市民後見人の養成や活動を支援する体制

づくりが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：成年後見実施機関の設置市町数 25 市町 

事業の内容 １ 市町の実施する成年後見推進事業に対する助成（権利擁護人

材育成） 

＜助成対象事業＞・権利擁護人材の養成や活動支援の体制整備等 

アウトプット指標 ・市民後見人の養成研修、フォローアップ研修 
  実施市町数 25 市町、受講人数 150 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市民後見人の養成等を実施する市町への助成を行い、市町におけ

る体制整備（成年後見実施機関の設置）を促進する。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,914 

国（Ａ） (千円) 

11,943 

公  (千円) 

 11,943 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

5,971 

(千円) 

 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,914 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事

業 

事業名 【No.19（介護分）】 
介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者育成事

業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

2,750 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県内全域 

事業の実施主体 静岡県、静岡県リハビリテーション専門職団体協議会への委託 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

地域包括ケアシステム構築に向けて、市町の介護予防事業の推進に資

するリハビリテーション専門職の指導者育成を行う必要がある。 

背景にある医療・

介護ニーズ 

アウトカム指標： 

リハビリテーション専門職を活用した介護予防事業を実施する市町数  

H31 年度（35 市町） 

事業の内容 地域ケア会議への参画や介護予防プログラムを企画・提案できる人材

の育成を目的とした研修 

アウトプット指標 地域リハビリテーション推進員（OT、PT、ST）養成研修 150 人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）

の指導者養成研修を通じて、市町の効果的・実践的な介護予防事業（地

域ケア会議等）の実施に繋がる。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,750 

国（Ａ） (千円) 

1,833 

公  (千円) 

0 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

917 

(千円) 

1,833 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,750 

事業に要する費用

の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

1,833 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.20（介護分）】 
○新人介護職員職場定着促進事業 

○キャリアパス制度導入サポート事業 

○介護職員の産休等代替職員雇上補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（民間企業等への委託） 

 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

介護職員の職場定着や、介護職場への新たな就労促進のため、介

護職場が長く働き続けることができるような職場環境にあるこ

とが必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：介護人材供給実績（平成３０年）55,469 人 

事業の内容 ・就業後３年未満の介護職員向けのモチベーション向上研修の実

施    

・キャリアパス導入等に意欲のある事業所へ、経営や雇用管理等

に精通した社会保険労務士等の専門家を派遣して支援 

・産休・病休・研修受講で一時的に従事できない介護職員の代替

職員の雇上費用に対する助成 

アウトプット指標 ・３回 120 人 

・訪問介護事業所数延べ 220 件 

・雇用女性 1,300 日分 
アウトカムとアウトプット

の関連 

新人介護職員の定着や、キャリアパス制度の導入が図られるな

ど、雇用管理改善が進むことで、介護職員の定着や新たに介護職

場に従事しようとする人の増加にもつながり、介護人材の供給に

つながる。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,000 

国（Ａ） (千円) 

12,000 

公  (千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

6,000 

(千円) 

12,000 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

18,000 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

12,000 

備考（注３）  

 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分  （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No. 21】福祉人材確保実践セミナー 
【総事業費】  

800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
県内全域 

事業の実施主体 県（静岡県社会福祉協議会、静岡県社会福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

経営者・施設管理者向けのセミナーにより介護職場の処遇改善等

の啓発を行い、離職防止を図ることで、介護人材の確保を図る。 

事業の内容 

・社会福祉人材センターが介護施設・介護事業所の経営者及び管

理者（開設を検討している経営者及び管理者を含む）を対象とし

た、経営、人材確保に関する意識改革、労働環境の改善等による

魅力ある職場づくりを目的としたセミナーの開催。（助成金の活

用を含む） 

アウトプット指標 
・講座数１講座（全２回で１講座） 

・参加人数 150 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

セミナーの開催により、経営者及び施設管理者の意識改革を図

り、職場環境の改善を推進することで、職員の離職防止につなげ

る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

800 

国（Ａ） (千円) 

533 

公  (千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

267 

(千円) 

533 

基金 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

800 

事業に要する費用の額 

金

額 

その他（Ｃ） (千円) 
0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 
民 

うち受託事

業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

533 
 
 
 
 
 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者に対する雇用管理改善方策普及・促進事業参 

事業名 【No.22（介護分）】 
○優良介護事業所表彰事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（民間企業への委託） 

 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

介護職員の職場定着や、介護職場への新たな就労の促進のために

は、介護職場が長く働き続けることができるような職場環境にあ

ることが必要である。 

 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：介護人材供給実績（平成３０年）55,469 人 

事業の内容 人材いくせい、福利厚生等の充実に取り組む介護事業所を表彰す

ることで、事業所や介護職員のモチベーションを向上させるイン

センティブを働かせ、それを広く周知する表彰制度を創設する。 

アウトプット指標 表彰事業所数 10 
アウトカムとアウトプット

の関連 

表彰事業所数の増加は、介護職員の定着や新たに介護職場に従事

しようとする人の増加にもつながり、介護人材の供給につなが

る。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,500 

国（Ａ） (千円) 

1,000 

公  (千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

500 

(千円) 

1,000 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,500 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

1,000 

備考（注３）  

 
 
 
 
 
 
 
 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.23（介護分）】 
在宅復帰支援体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,300 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療を必要

とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において長期の在宅

療養を支える体制を整備するため、地域における多職種連携のネットワー

クづくりや県民への在宅療養における普及啓発を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数 

 12,565 人（平成 25年度）→15,519 人（平成 32 年度） 

事業の内容  各地域における医療・介護に関する多職種連携のネットワークづくりを

図るワーキンググループを開催する。 
アウトプット指標 ・各地域におけるワーキンググループの開催（８医療圏） 
アウトカムとアウトプット

の関連 

 ワーキンググループにより地域の多職種連携のネットワークをつくり、

在宅医療提供体制を強化することで、訪問診療を受けた患者数の増加を図

る。 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,300 

国（Ａ） (千円) 

4,200 

公  (千円) 

4,200 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

2,100 

(千円) 

0 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,300 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 

備考（注３）  

 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 事業の区分 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.24（介護分）】 
在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）育成事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

改正介護保険制度において、地域包括ケアシステム構築に向けた市
町の取組を推進するため、市町の地域支援事業の中で在宅医療介護連
携推進事業が位置づけられた。 
（30 年度には全市町で実施することが義務化） 
この事業のうち、在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置が本

県の市町では進んでいない状況である。本事業については医療介護の
高度な知識を必要とし、単独市町で人材育成を行うことは困難である
ため、県が相談員の人材育成研修会を開催する。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：在宅医療・介護連携に関する相談支援を実施する市
町数（平成 29 年度 31 市町⇒平成 30 年度 35 市町） 

事業の内容 在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）は、地域の医療・介護関係者や
地域包括支援センターから在宅医療・介護連携に関する相談等を受け付
け、連携調整や情報提供等によりその対応を支援する役割があることか
ら、相談員の質の向上を図ることにより、地域包括ケアシステムを支え
る在宅医療の体制を整備する。 
＜市町へのヒアリング及び意見交換会の実施＞ 
・在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）及びその候補者を集めた研
修会の実施 

・相談員の役割や先進事例の紹介、現在実施している市町の相談員から
の実施状況報告 

アウトプット指標 ・相談員育成研修会（２回）の参加人数 140 人 
アウトカムとアウトプット

の関連 

地域の医療・介護関係者や地域包括支援センターからの相談の受付
を行うことができる人材を育成することにより、退院の際などの地域
の医療関係者と介護関係者との連携調整ができる市町が増加し、県民
が円滑に在宅療養への移行を行うことが期待される。 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500 

国（Ａ） (千円) 

333 

公  (千円) 

333 

都道府県 
（Ｂ） 

(千円) 

167 

(千円) 

0 

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

500 

事業に要する費用の額 金

額 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 
（注１） 

民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
(千円) 

 

備考（注３）  

 
 



 

５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 
（大項目）参入促進  

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」  

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業  

事業名 【No. 25】介護人材育成事業 
【総事業費】  

99,000 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主

体 
県（人材派遣会社へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～平成 32 年３月 31 日 

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図る。 背景にある医

療・介護ニー

ズ 

【アウトカム指標】 

介護人材供給実績（平成 32 年）59,493 人 

事業の内容 

介護に関する資格のない者に、介護施設で働きながら実務を経験しつつ介

護職員初任者研修を受講する機会を提供して人材育成を図り、介護施設等

への直接雇用に向けて支援する。  

アウトプット

指標 
就職者数 120 人 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

介護職員初任者研修の受講者を直接雇用につなげることで、介護人材の供

給に結びつける。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

99,000

国（Ａ） (千円)

66,000

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

33,000

(千円)

66,000

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

99,000

事業に要する

費用の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

66,000

備考（注３） 
 



５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 
（大項目）参入促進  

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」  

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業  

事業名 【No. 26】介護サポーター育成事業 
【総事業費】  

16,000 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主

体 
県（民間事業者へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～平成 32 年３月 31 日 

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図る。 背景にある医

療・介護ニー

ズ 

【アウトカム指標】 

介護人材供給実績（平成 32 年）59,493 人 

事業の内容 

中高年齢者等に介護の周辺業務を担う介護補助（サポーター）を養成し、

就業につなげることで、専門性のより高い介護職員の業務の効率化を図

る。  

アウトプット

指標 
就職者数 100 人 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

入門的研修の受講者を直接雇用につなげることで、介護人材の供給に結び

つける。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

16,000

国（Ａ） (千円)

10,667

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,333

(千円)

10,667

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

16,000

事業に要する

費用の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

10,667

備考（注３） 
 



５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 
（大項目）参入促進  

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」  

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業  

事業名 
【No. 27】介護人材就業・定着促進事業 

 （介護のしごと体験事業） 

【総事業費】  

2,550 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主

体 
県（民間事業者へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～平成 32 年３月 31 日 

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図る。 背景にある医

療・介護ニー

ズ 

【アウトカム指標】 

介護人材供給実績（平成 32 年）59,493 人 

事業の内容 
小学校３、４年生とその保護者を対象として、介護施設等の見学会を実施

するバスツアーを開催する。  

アウトプット

指標 
参加者 240 人 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

児童とその保護者に対して、介護に関する理解を深め、興味・関心を高め

てもらうことで、将来の介護人材の増加につなげる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,550

国（Ａ） (千円)

1,700

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

850

(千円)

1,700

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,550

事業に要する

費用の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 民 

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,700

備考（注３） 
 



５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 
（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）地域包括ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 
【No. 28】介護支援専門員水準向上事業 

（研修向上委員会、リーダー養成） 

【総事業費】  

7,000 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（職能団体へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～平成 32 年３月 31 日 

介護支援専門員に対する効果的な研修の実施及び実践現場における育

成支援体制の構築により、介護支援専門員の行うケアマネジメントの質

の向上を図る。 
背景にある

医療・介護ニ

ーズ 
【アウトカム指標】 

市町や地域包括支援センターとともに介護支援専門員の育成支援に携

わる主任介護支援専門員が増加する。 

事業の内容 研修向上委員会、介護支援専門員リーダー養成研修の開催 

アウトプッ

ト指標 
介護支援専門員のリーダー養成（３地区で実施） 計 60 人 

アウトカム

とアウトプ

ットの関連 

養成したリーダーを中心に市町や地域包括支援センターとの連携を強

め、地域の主任介護支援専門員の活動を推進することにより、地域の介

護支援専門員の育成支援に携わる主任介護支援専門員の増加を図る。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

7,000

国（Ａ） (千円)

4,666

公  (千円)

2,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,334

(千円)

2,666

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

7,000

事業に要す

る費用の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円)

2,666

 



 
５．介護従事者の確保に関する事業 

事業の区分 
（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）地域包括ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No. 29】福祉人材確保対策事業 
【総事業費】  

5,450 千円

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 県（職能団体への助成） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～平成 32 年３月 31 日 

適切なキャリアパス、スキルアップを確保するための研修に助成するこ

とで、安定的な人材の確保を図る。 
背景にある

医療・介護ニ

ーズ 
【アウトカム指標】 

・介護人材供給実績（平成 32 年）59,493 人 

事業の内容 

介護福祉士会等の職能団体が介護従事者に対し、就労年数や職域階層等に応じた

知識や技術等を修得させ、適切なキャリアパス、スキルアップを促進するための

研修を実施した場合に、職能団体等が負担した」費用の全部又は一部を助成する。

アウトプッ

ト指標 
研修回数 11 回 

アウトカム

とアウトプ

ットの関連 

研修の実施により、職員の資質向上やキャリアパスの形成が推進され、

職員の離職防止につながり安定的な人材の確保ができる。 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

5,450

国（Ａ） (千円)

3,633

公  (千円)

0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,817

(千円)

3.633

基金 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

5,450

事業に要す

る費用の額 

金額 

その他（Ｃ） (千円)

0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 民 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円)

3,633
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静岡県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

☑ 行った 
  ・医療分は平成 30 年８月 21 日の医療対策協議会及び８月 27 日開催の医療審議

会で報告 

  ・介護分は平成 30 年８月３日に開催した社会福祉審議会で報告 

 □ 行わなかった（行わなかった場合、その理由） 
   
 

 
 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 
 審議会では、基金の有効的な活用を依頼された。 
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２．目標の達成状況 

 
■静岡県全体（目標と計画期間） 
１．目標 

静岡県においては、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医師・看護師

等の医療従事者及び介護従事者の確保・勤務環境の改善、地域包括ケアシステムの構

築といった「医療・介護サービスの提供体制の改革」が急務の課題となっていること

から、2025 年を見据え、限られた医療・介護資源を有効に活用し、必要なサービスを

確保していくため、医療提供体制及び地域包括ケアシステムの整備を早急に図る必要

がある。 
このため、以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決し、必要な場合には

誰もが安全で質の高い医療を速やかに利用でき、退院後の生活を支える在宅医療や介

護サービスを充実し、早期に在宅復帰や社会復帰ができるようにし、住み慣れた地域

で安心して暮らすことができるようにすることを目標とする。 

なお、静岡県全体の目標は、各医療介護総合確保区域において取り組む共通のもの

であるが、医療及び介護資源等は医療介護総合確保区域ごとに実情が異なることか

ら、課題解決に向けたアプローチ等については、地域の特性や状況に応じて、取り組

んでいく。 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

静岡県における回復期病床の将来の必要量が現状に比べて不足しているため、地

域包括ケア病床の整備を推進するとともに急性期病床等からの病床機能の転換を促

す。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数  

＜26,584 床＞ 

◆高度急性期 3,160 ◆急性期 9,084 

◆回復期 7,903 ◆慢性期 6,437 

  
② 居宅等における医療の提供に関する目標（平成 29 年度） 

   在宅医療に取り組む診療所、訪問看護ステーション、歯科診療所及び薬局の量的

拡大に加え、在宅医療を担う医療従事者等の知識、技術の向上など質の維持向上を

目指すとともに、病院からの早期退院患者の在宅・介護施設への受け渡しや在宅で

の療養を支える機能等を有する有床診療所の機能強化を図る。 
   また、退院支援を行う送り手側である病院の体制強化のほか受け手側である在宅
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医療に携わる関係機関の調整機能や在宅医療を担う関係機関の連携体制の強化を図

る。 
 
 【定量的な目標値】 

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

訪問診療を受けた患者数（人口千人対） 44.1 人（H26） 43.88 人 

在宅死亡者数（率） 22.1%（H27） 23.6% 

在宅療養支援歯科診療所数（県） 259 箇所（H28 年度） 600 箇所（H28） 

在宅歯科医療の必要な者が月に１回以上受診できる体制 121 件（H27 年度） 整備完了（H28） 

在宅訪問実施可能薬局数 329 薬局（H29.1） 200 薬局 

 なお、上記目標値は全県における目標値として設定する。 
 
 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
 【定量的な目標値】 静岡県全体 

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 1,191 人 1,355 人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を除く。以下同じ。） 
12,221 床 12,621 床 

③ケアハウス 2,386 床 2,545 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 19 カ所 32 カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
292,610 回／年 

167 カ所 

410,938 回／年 

（189 カ所） 

⑥認知症高齢者グループホーム 6,106 床 6,373 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 147 カ所 174 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 14 カ所 23 カ所 

 

  ④ 医療従事者の確保に関する目標（平成 28 年 12 月） 

静岡県における人口 10 万人当たりの医療施設に従事する医師数は 193.9 人（H26

年 12 月時点）であり、全国平均（233.6 人）と比較して 39.7 人下回っており、全

国順位は 40 位という状況にある。 

また、医師の偏在状況として、県中部・西部地域に比べて県東部地域が少ない状

況にある。このため、まずは県全体の医師数の増加に優先的に取り組み、併せて地

域間の偏在解消策を検討する 

   ・人口 10 万人対医師数 193.9 人（H26 年 12 月） → 194.2 人（H28 年 12 月） 
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【定量的な目標値】 

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

人口10万人当たり医師数 193.9人（H26.12） 194.2人（H28.12） 

医学修学研修資金貸与者の県内定着率 52.9％（H28.4） 50％ 

看護職員修学資金貸与者の規定施設就業率 69.1％（H27 年度） 70％以上 

ナースバンク事業による再就業者数（延べ数） 4,271 人（H27 年度） 4,000 人 

新人看護職員研修参加者数（研修実施率） 1,217 人（H27 年度） 100％ 

障害者歯科相談医養成数 416 人（H27 年度） 400（H34） 

   なお、上記目標値は全県における目標値として設定する。 
 

 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
    静岡県においては、平成 29 年度までに 10,787 人の介護従事者の増加を目標とす

る。その際、県内の労働市場の動向も踏まえ、特に若年層やその保護者の介護に対

する理解促進などによる就業促進に加え、介護事業所におけるキャリアパス制度の

導入を促進することなどにより現職介護従事者の職場定着を図っていく。 
 
 【定量的な目標値】 静岡県全体 

目標項目 平成 24 年度実績 平成 27 年度実績 平成 29 年度目標 

介護従事者数 

（介護職員） 
44,419 人 50,030 人 55,206 人 

 
 
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

 

□県全体（達成状況） 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

１）目標の達成状況 

   平成28年３月に静岡県地域医療構想を策定し、平成37年度に必要となる医療機能

ごとの必要病床数を設定した。 

＜26,584床＞ 

◆高度急性期 3,160 ◆急性期 9,084 

◆回復期 7,903 ◆慢性期 6,437 

 

 ２）見解 

病床機能分化促進事業費助成において、新たに地域包括ケア病床が５病院で165

床、回復期リハビリテーション病床が２病院で75床整備された。今後も効率的かつ

質の高い医療提供体制と地域包括ケアシステムの構築に向けて、病床機能分化・連
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携を推進する。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 
② 居宅等における医療の提供に関する目標（平成 29 年度） 

１）目標の達成状況 

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 29年度目標 

訪問診療を受けた患者数（人口千人対） 37.2 人（H27） 43.9 人 

在宅死亡者数（率） 22.8%（H28） 23.6% 

在宅療養支援歯科診療所数（県） 303箇所（H29年度） 600 箇所（H28） 

在宅歯科医療の必要な者が月に１回以上受診できる体制 437 件（H29 年度） 整備完了（H28） 

在宅訪問実施可能薬局数 386 薬局（H30.1） 200 薬局 

 

 ２）見解 

県医師会の在宅医療推進センターと連携し、医療・介護の多職種連携による在宅

医療体制の確保を図ってきた。目標には届いていないが、訪問診療を受けた患者数

は平成20年から平成26年までの６年間で約2.1倍に増加しているほか、在宅死亡者

数、在宅療養支援歯科診療序数についても増加傾向にある。 

 

３）改善の方向性 

県内の訪問診療実施件数の上記期間中の伸びに対して、実施医療機関数は528施設

から538施設へとほぼ横ばいに推移しており、訪問診療を担う医療機関の確保が必要

である。平成29年度からは、更なる在宅医療基盤の充実のため、訪問診療実施診療

所の医療機器整備に対する助成を開始した。 

在宅歯科医療推進事業により、在宅療養における口腔機能管理の必要性等を県民

に周知するとともに、平成30年度以降も在宅歯科医療設備整備事業費助成を継続し、

歯科訪問診療を実施する歯科医療機関の基盤整備に取り組む。 

 

 ４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 
１）目標の達成状況 

【平成 29 年度実績】県全体 
目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 
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①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 1,249 人 1,355 人 58 人 

②介護老人保健施設 12,441 床 12,621 床 220 床 

③ケアハウス 2,485 床 2,545 床 99 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 18 カ所 32 カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
271,092 回／年 

142 カ所 

410,938 回／年 

189 カ所 

― 

― 

⑥認知症高齢者グループホーム 6,294 床 6,373 床 188 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 161 カ所 174 カ所 14 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 19 カ所 23 カ所 ５カ所 

 
２）見解 

平成29年度は県全体で、地域密着型介護老人福祉施設58人、介護老人保健施設220

床、ケアハウス99床、認知症高齢者グループホーム188床、小規模多機能型居宅介

護事業所14カ所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所５カ所が増加したことに

より、総じて地域密着型の介護サービス等の提供体制の整備が進捗した。 

 

３）改善の方向性 

  建設工事の遅れにより目標を達成できなかった地域密着型介護老人福祉施設58

人、ケアハウス60人、小規模多機能型居宅介護事業所１カ所については、平成30年

度内に開設予定である。 

その他の地域密着型サービス等の施設・定員については、改めて平成30年度以降

の需要推計に基づき、第７期介護保険事業支援計画等において整備を計画し、地域

密着型の介護サービス等の提供体制の整備を推進していく。 

 

 ４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

④ 医療従事者の確保に関する目標（平成28年12月） 

１）目標の達成状況 

目標項目等 平成 29 年度実績 平成 29 年度目標 

人口10万人当たり医師数 200.8人（H28.12） 194.2人（H28.12） 

医学修学研修資金貸与者の県内定着率 47.8％（H29.4） 50％ 

看護職員修学資金貸与者の規定施設就業率 76.7％（H28 年度） 70％以上 

ナースバンク事業による再就業者数（延べ

数） 
5,245人（H28年度） 4,000 人 

新人看護職員研修参加者数（研修実施率） 
1,297 人(95.5%) 

（H28 年度） 
100％ 

障害者歯科相談医養成数 454 人（H28 年度） 400（H34） 
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 ２）見解 

医学修学研修資金貸与者の県内定着率は目標に若干届かなかったものの、医学修

学研修資金を利用した県内勤務医師数は平成29年度において192人となり、前年度か

ら36人増加している。 

 

３）改善の方向性 

今後も県内定着率の向上に向けて、ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ運

営事業等を通じて、臨床研修先の選択、専門医資格の取得、その先の資格を活用し

た地域医療への貢献まで、育成段階に合わせた支援等を行い、医師の養成に取り組

む。 

 

 ４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
１）目標の達成状況 

 【定量的な目標値】  

目標項目 27 年度実績 29 年度目標 27 年度増分 

介護従事者数（介護職員） 50,030 人 55,206 人 1,656 人 

             ※平成27年度実績が現時点の最新数値である。 

２）見解 

平成29年度の介護従事者確保に関しては、介護職への理解促進、新規就業の促進

及び職場定着支援を事業の柱として取り組み、総じて目標達成に向けて進捗した。

なお、現時点では29年度実績の介護従事者数が判明しておらず、29年度目標の達成

状況は評価できない状況にある。 

 

３）改善の方向性 

引き続き、介護従事者に対する理解を深めるとともに、若年層、高齢者、外国人

等の多様な人材の介護分野への就業を促進させる。また、介護従事者の処遇改善に

よる職場定着を促進するため、能力、資格、経験に応じた給与・処遇体系を定める

キャリアパス制度の介護事業所への導入を引き続き支援する。 

 

４）目標の継続状況 

  ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■賀茂区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、一般病床、療養病床を有する病院は７病院あるが、このうち

療養病床がほぼ半数を占めている。「がんの集学的治療や脳卒中・急性心筋梗塞の救急

医療を行うことができる医療機関がなく、区域内での医療完結が困難な状況にある」

といった課題が存在している。 
  介護分野においては、区域内の高齢化率は、県平均を大きく上回り、年々65 歳以上

人口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

高度急性期を担う医療機関が存在しないため、当該医療機能を確保する必要性が

あるが、区域内での確保が困難なことから、区域外の医療機関との連携体制の確保

に取り組む。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜659 床＞ 

◆高度急性期 20 ◆急性期 186 

◆回復期 271 ◆慢性期 182 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
  
【定量的な目標値】賀茂区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 ０人 ０人 

②介護老人保健施設 280 床 280 床 

③ケアハウス ０床 ０床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ０カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
7,124 回／年 

５カ所 

12,083 回／年 

４カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 81 床 81 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 ３カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 
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２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「賀茂」区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜659 床＞ 

◆高度急性期 20 ◆急性期 186 

◆回復期 271 ◆慢性期 182 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 
【平成 29 年度実績】賀茂区域 

目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 ０人 ０人 ― 

②介護老人保健施設 280 床 280 床 ― 

③ケアハウス ０床 ０床 ― 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ０カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
8,844 回／年 

４カ所 

12,083 回／年 

４カ所 

― 

― 

⑥認知症高齢者グループホーム 81 床 81 床 ― 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 ３カ所 ― 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 ― 

 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P９） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■熱海伊東区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、一般病床、療養病床を有する病院は７病院あり、200 床以上

を有する医療機関は２病院あるが、高度や専門的な医療機能を有する医療機関が少な

く、また、かかりつけ医等への支援を通じて地域医療の確保・病診連携を推進する中

核となる地域医療支援病院がない等の課題が存在している。 
  介護分野においては、市部での高齢化率が最も高い熱海市と、２位の伊東市から構

成されるため、区域内の高齢化率は賀茂区域に次ぎ２番目に高く、年々65 歳以上人
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口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

圏域内の病院と診療所等との連携はもちろんのこと、圏域外の専門的医療機能を

有する医療機関との連携など地域の医療需要に適合した医療提供体制の整備を推進

していく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜1,068 床＞ 

◆高度急性期 84 ◆急性期 365 

◆回復期 384 ◆慢性期 235 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標 

   地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】熱海伊東区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 29 人 58 人 

②介護老人保健施設 544 床 544 床 

③ケアハウス 75 床 75 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 １カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
10,307 回／年 

７カ所 

13,236 回／年 

８カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 234 床 252 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 ４カ所 ６カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 

      
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「熱海伊東」地域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 
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＜1,068 床＞ 

◆高度急性期 84 ◆急性期 365 

◆回復期 384 ◆慢性期 235 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

【平成 29 年度実績】熱海伊東区域 
目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 29 人 58 人 ― 

②介護老人保健施設 544 床 544 床 ― 

③ケアハウス 75 床 75 床 ― 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 １カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
10,638 回／年 

６カ所 

13,236 回／年 

８カ所 

― 

― 

⑥認知症高齢者グループホーム 252 床 252 床 18 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 ５カ所 ６カ所 １カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 ― 

 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P10） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■駿東田方区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内の 48 病院のうち、一般病床、療養病床を有する 500

床以上の病院は３病院、200 床以上 500 床未満の病院が５病院、200 床未満が 40 病院

と中小病院の割合が高くなっており、各病院の特長や機能による住み分け及び連携な

ど医療提供体制を構築する必要性などの課題が存在している。 

  介護分野においては、高齢化率が 30％を超える地区がある一方で、県下でも高齢化

率が低い水準にある地区があるなど地域差があるが、年々65 歳以上人口・高齢化率が

増加しており、介護サービスの需要が増加している。 

  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 

 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
入院患者の受療動向によると住民の約 90％が区域内の医療機関に入院しており、

区域内の医療はほぼ完結できているが、他区域からの高度・専門的な医療需要にも

対応できる体制整備を推進していく。 
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 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜4,929 床＞ 

◆高度急性期 609 ◆急性期 1,588 

◆回復期 1,572 ◆慢性期 1,160 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】駿東田方区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 165 人 194 人 

②介護老人保健施設 2,016 床 2,016 床 

③ケアハウス 608 床 668 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ４カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
39,892 回／年 

27 カ所 

58,366 回／年 

30 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 944 床 953 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 14 カ所 20 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 ４カ所 

    
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「駿東田方」地域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜4,929 床＞ 

◆高度急性期 609 ◆急性期 1,588 

◆回復期 1,572 ◆慢性期 1,160 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

【平成 29 年度実績】駿東田方区域 
目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 
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①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 165 人 194 人 ― 

②介護老人保健施設 2,016 床 2,016 床 ― 

③ケアハウス 608 床 668 床 ― 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ４カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
36,741 回／年 

22 カ所 

58,366 回／年 

30 カ所 

― 

― 

⑥認知症高齢者グループホーム 953 床 953 床 ９床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 16 カ所 20 カ所 ２カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 ４カ所 ― 

 

 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P11） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■富士区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 19 病院のうち、200 床以上ある公立病院は３病院ある

が、人口 10 万人当たり医師数は 138.6 人で特に医師の少ない地域となっており、一部

診療科で診療体制の縮小が生じている。また、２次救急医療体制についても隣接する

圏域の協力により患者を広域搬送している等の課題が存在している。 

  介護分野においては、区域内の高齢化率は、県内で３番目に低くなっているが、年々

65 歳以上人口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。   
これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

医師数減による診療体制の縮小への対応とともに、近隣地域の病院との医療連携、

区域内の病院と診療所との連携推進を図っていく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜2,610 床＞ 

◆高度急性期 208 ◆急性期 867 

◆回復期 859 ◆慢性期 676 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
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    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】富士区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 291 人 349 人 

②介護老人保健施設 1,140 床 1,240 床 

③ケアハウス 178 床 247 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ３カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
37,440 回／年 

23 カ所 

50,496 回／年 

27 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 414 床 465 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 33 カ所 34 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ３カ所 ７カ所 

  
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「富士」区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜2,610 床＞ 

◆高度急性期 208 ◆急性期 867 

◆回復期 859 ◆慢性期 676 

 

地域包括ケア病棟の整備実績 

１病院 36 床 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

【平成 29 年度実績】富士区域 
目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 349 人 349 人 58 人 

②介護老人保健施設 1,140 床 1,240 床 0 

③ケアハウス 247 床 247 床 69 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ３カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 35,102 回／年 50,496 回／年 ― 
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19 カ所 27 カ所 ― 

⑥認知症高齢者グループホーム 440 床 465 床 ― 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 33 カ所 34 カ所 ― 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ６カ所 ７カ所 ３カ所 

  

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P12） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■静岡区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 29 病院のうち公立病院が５病院（うち 500 床以上は４

病院）あり、区域内の急性期医療の中核を担うとともに県中部若しくは全県を対象と

した医療も担っている。また、地域医療支援病院は６病院あり地域の医療機関との連

携を推進しているが、慢性的な医師不足（人口 10 万人当たりの医師数は 216.8 人）等

の課題が存在している。 

  介護分野においては、区域内の高齢化率は、県平均をやや上回る程度であるが、年々

65 歳以上人口・高齢化率が増加しており、介護サービスの需要が増加している。 
これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

区域内では新たな病棟の建設、救命救急センターの建替えなど施設整備事業が進

められているが、これらに加えて区域内の病診連携及び在宅医療体制整備により、

限られた医療資源を有効に活用していく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜5,202 床＞ 

◆高度急性期 773 ◆急性期 1,760 

◆回復期 1,370 ◆慢性期 1,299 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】静岡区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 
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①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 96 人 96 人 

②介護老人保健施設 2,324 床 2,424 床 

③ケアハウス 430 床 430 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ８カ所 12 カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
88,729 回／年 

35 カ所 

103,551 回／年 

47 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 1,815 床 1,922 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 32 カ所 37 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ８カ所 ９カ所 

    
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「静岡」区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜5,202 床＞ 

◆高度急性期 773 ◆急性期 1,760 

◆回復期 1,370 ◆慢性期 1,299 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 
【平成 29 年度実績】静岡区域 

目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 96 人 96 人 ― 

②介護老人保健施設 2,424 床 2,424 床 100 床 

③ケアハウス 430 床 430 床 ― 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 12 カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
84,433 回／年 

30 カ所 

103,551 回／年 

47 カ所 

― 

    ― 

⑥認知症高齢者グループホーム 1,887 床 1,922 床 72 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 35 カ所 37 カ所 ３カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所 ９カ所 １カ所 

 

   

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 
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     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P13） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

■志太榛原区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、公立４病院を地域の中核医療機関として構築しており、これ

まで医師の退職等による診療体制の縮小等が続いていたが、近年、医師数が徐々に増

加し、また、地域医療再生基金を活用した事業実施等により医療機能の強化が図られ

ている。しかし、救急医療において医師の高齢化等により体制の維持確保や、産科医

数・産婦人科医が県内で最も少ないなど隣接圏域との連携による体制確保等の課題が

存在している。 
  介護分野においては、区域内の高齢化率は、南部と北部での差が大きい（南部：低、

北部：高）など地域差があるが、年々65 歳以上人口・高齢化率が増加しており、介護

サービスの需要が増加している。  
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 

 
 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

区域内の地域医療体制の再構築や病院間の診療ネットワーク化による医療連携の

強化、初期・第２次救急医療の機能分担の推進、地域の医療連携推進体制の整備を

推進する。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜3,246 床＞ 

◆高度急性期 321 ◆急性期 1,133 

◆回復期 1,054 ◆慢性期 738 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】志太榛原区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 97 人 116 人 

②介護老人保健施設 1,531 床 1,731 床 

③ケアハウス 172 床 202 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ３カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
34,439 回／年 

18 カ所 

65,813 回／年 

21 カ所 
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⑥認知症高齢者グループホーム 584 床 648 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 19 カ所 27 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 ３カ所 

  
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「志太榛原」区域（達成状況） 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜3,246 床＞ 

◆高度急性期 321 ◆急性期 1,133 

◆回復期 1,054 ◆慢性期 738 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 
【平成 29 年度実績】志太榛原区域 

目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 97 人 116 人 ― 

②介護老人保健施設 1,731 床 1,731 床 200 床 

③ケアハウス 202 床 202 床 30 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ３カ所 ― 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
30,561 回／年 

15 カ所 

65,813 回／年 

21 カ所 

― 

― 

⑥認知症高齢者グループホーム 647 床 648 床 63 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 23 カ所 27 カ所 ４カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 ３カ所 １カ所 

 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P14） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■中東遠区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内 20 病院のうち一般病床を有する病院は８病院（うち公

立６病院）あり、公立病院が地域医療において大きな役割を担っているが、病院間の
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機能分担や他の病院・診療所との連携が必ずしも十分とは言えず、また、医師確保は

圏域における喫緊の課題となっている等の課題が存在している。 

  介護分野においては、区域内は労働力人口や外国人登録人口が多いことから、県内

で最も高齢化率が低い圏域であるが、65 歳以上人口・高齢化率は年々増加しており、

介護サービスの需要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
 
① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

病院・診療所等間の機能分担及び連携の強化や医師確保を図り、区域内の地域医

療体制の再構築を推進する。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜2,856 床＞ 

◆高度急性期 256 ◆急性期 1,081 

◆回復期 821 ◆慢性期 698 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】中東遠区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 78 人 78 人 

②介護老人保健施設 1,470 床 1,470 床 

③ケアハウス 175 床 175 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ０カ所 ３カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
23,364 回／年 

13 カ所 

29,823 回／年 

12 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 762 床 762 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 11 カ所 12 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 

    
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「中東遠」区域（達成状況） 
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１）目標の達成状況 
① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  

・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜2,856 床＞ 

◆高度急性期 256 ◆急性期 1,081 

◆回復期 821 ◆慢性期 698 

 

③ 介護施設等の整備に関する目標の達成状況 

【平成 29 年度実績】中東遠区域 
目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 78 人 78 人 － 

②介護老人保健施設 1,490 床 1,470 床 20 床 

③ケアハウス 175 床 175 床 － 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 ３カ所 ２カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
18,998 回／年 

９カ所 

29,823 回／年 

12 カ所 

   － 

－ 

⑥認知症高齢者グループホーム 744 床 762 床 － 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 13 カ所 12 カ所 ２カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 ０カ所 － 

 

 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P15） 

   □ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

■西部区域（目標と計画期間） 

１．目標 
  医療分野においては、区域内の４つの大規模病院のほか７病院を中心とした医療連

携体制を組んでいが、浜松市中心部から遠隔にある地域では医療機関が少ないなど医

療の地域格差があること、救急医療をはじめ各種医療の需要の高まりに対し医師の絶

対数は必ずしも充足しているとは言えない等の課題が存在している。 
介護分野においては、本区域の面積は県内最大で、都市部から過疎地域までを含み、

地域ごとの高齢化率・生活環境は大きく異なっているが、65 歳以上人口・高齢化率は

年々増加しており、介護サービスの需要が増加している。 
  これらの課題に対応するため、以下目標の実現に向けて精力的に取り組む。 
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 ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
病院、診療所等が病期ごとに医療機能を分担し、相互に連携できる体制の構築す

るとともに、北遠地域、湖西地域など県境においては近隣県の医療機関相互の連携

体制を検討していく。 
 
 【定量的な目標値】 

      ・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜6,014 床＞ 

◆高度急性期 889 ◆急性期 2,104 

◆回復期 1,572 ◆慢性期 1,449 

 

 ③ 介護施設等の整備に関する目標 
    地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において

予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 
【定量的な目標値】西部区域  

目標項目等 平成 28 年度実績 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 435 人 464 人 

②介護老人保健施設 2,916 床 2,916 床 

③ケアハウス 748 床 748 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 ６カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
50,315 回／年 

39 カ所 

77,570 回／年 

40 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 1,272 床 1,290 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 32 カ所 35 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 ０カ所 

    
２．計画期間 
  平成 29 年４月１日～平成 35 年３月 31 日 

 

■「西部」区域 

１）目標の達成状況 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標  
・地域医療構想で記載する平成 37 年度に必要となる医療機能ごとの必要病床数 

＜6,014 床＞ 

◆高度急性期 889 ◆急性期 2,104 

◆回復期 1,572 ◆慢性期 1,449 
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【平成 29 年度実績】西部区域 
目標項目等 29 年度実績 29 年度目標 29 年度増分 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 435 人 464 人 － 

②介護老人保健施設 2,816 床 2,916 床 － 

③ケアハウス 748 床 748 床 － 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ５カ所 ６カ所 － 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
45,775 回／年 

37 カ所 

77,570 回／年 

40 カ所 

－ 

－ 

⑥認知症高齢者グループホーム 1,290 床 1,290 床 18 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 34 カ所 35 カ所 ２カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 ０カ所 － 

 

 

３）目標の継続状況 

   ☑ 平成30年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

     （平成30年度計画における関連目標の記載ページ；P16） 

□ 平成30年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 
病床機能分化促進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

126,095 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 地域包括ケアシステムの推進のために、急性期からの患者受入、在

宅復帰支援、緊急時の受入を行う地域包括ケア病床及び回復期リハビ

リテーション病床への転換を促進していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：回復期必要病床数の確保（平成 29 年度） 

地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床の施設整備 

287 床 

事業の内容（当初計画）  急性期からの患者受入、在宅復帰支援、緊急時の受入を行う地域包

括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床への転換に伴う施設整

備、設備整備事業に対して助成する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

（平成 29年度） 

地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床の施設整備 

 ６箇所 
アウトプット指標（達成値） （平成 29年度） 

地域包括ケア病床及び回復期リハビリテーション病床の施設整備 

７箇所 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域包括ケア病床及び回

復期リハビリテーション病床の施設整備 240 床（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 急性期からの受入れ、在宅復帰支援、緊急時等の受入れといっ

た複数の機能を有し、幅広い患者に対応する地域包括ケア病床や

回復期リハビリテーション病床への転換（機能強化）は、特に医

療機関の少ない地域における医療提供体制の確保に有効である。 
（２）事業の効率性 
 地域包括ケア病棟施設基準又は回復期リハビリテーション病

棟施設基準の取得を交付条件としており、真に必要な整備に限定

して実施している。また、施設又は設備整備に当たって、各事業

実施機関において入札又は見積合せを実施することにより、コス

トの低下を図っている。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 
【No.２（医療分）】 

がん医療均てん化推進事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

464,820 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県、病院、静岡県対がん協会 

事業の期間 平成 29 年７月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

県民に対して適時適切ながん医療を提供するため、高度急性期のが

ん治療から、緩和ケアなど回復期のがん治療まで、地域におけるがん

治療の機能分化・連携体制を構築することが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：がん治療の機能分化・連携体制が構築された二次医

療圏 

 ７二次医療圏（平成 28 年度）→８二次医療圏（平成 29年度） 

事業の内容（当初計画） (1)がん診療連携拠点病院が高度ながん治療を行うために必要なリニ

アックに係る医療施設・設備の整備について助成 

(2)地域がん診療病院指定予定の病院が、化学療法を行うために必要な

医療施設・設備の整備について助成 

(3)静岡県地域がん診療連携推進病院が、緩和ケアなどのがん治療を行

うために必要な医療設備の整備について助成 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

(1) がん診療連携拠点病院：２病院 

(2)地域がん診療病院：１病院 

(3)県地域がん連携推進病院：３病院 

アウトプット指標（達成値） ・国、県指定病院のうち高度かつ専門的な医療施設・設備を整備した

病院の数 ３病院（30年３月時点） 

(1)がん診療連携拠点病院：２病院 

(2)地域がん診療病院：０病院 

(3)県地域がん連携推進病院：１病院 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

がん治療の機能分化・連携体制が構築された二次医療圏 

７二次医療圏（平成 29年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

・がん診療連携拠点病院におけるリニアック（放射線治療装置）に係

る施設・設備整備など国・県指定病院が役割に応じた診療機能強化

が図られた。地域がん診療病院と県地域がん連携推進病院の補助に

ついては、積極的な周知を行なったが病院の事情などにより、当初

県が予定していた補助病院数を下回った。 

（２）事業の効率性 

・高度急性期のがん治療を担うがん診療連携拠点病院のハード整備を

行ったことにより、地域のがん医療の更なる向上が図られた。 
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その他 平成 30 年度からは、静岡県第３次がん対策推進計画に基づき、これま

での先進的又は高度ながん治療を行う病院の整備に加えて、特に県内

で唯一国指定病院が設置していない賀茂医療圏などで専門的ながん治

療を行う病院の整備を進めるなど補助メニューの見直しを行い、がん

医療の機能分化を合わせた重層的ながん診療提供体制を構築してい

く。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.３（医療分）】 

地域医療連携推進事業費助成 

【総事業費（計画期間の総額）】 

7,815 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県立総合病院（地域医療ネットワークセンター） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

病診連携・病病連携を始め、薬局や訪問看護等との情報共有の利便

性向上など、地域における医療機関の役割分担・連携の加速化を推進

するため、ＩＣＴネットワークセンター基盤を構築し、医療施設間の

診療情報を共有することが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・開示件数（開示される患者数） 

19,715 件（平成 28年度） → ５％増（平成 29年度） 

・参照施設数（患者情報を閲覧する施設） 

139 施設（平成 28年度） → 10 施設増（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 県内医療施設間で患者・診療情報を共有するための地域医療連携ネッ

トワークシステム（ふじのくにねっと）に保有する医療情報を開示する

病院に対してシステム構築費（機器購入費含む）を助成 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
開示施設（患者情報を開示する施設）４施設に対して助成 

アウトプット指標（達成値） 開示施設（患者情報を開示する施設）１施設に対して助成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・開示件数（開示される患者数） 

19,715 件（H28 年度末累計）→23,818 件（H29 年度末累計） 

※H28 単年度：3,981 件→H29 単年度：4,103 件･･･３％増 

・参照施設数（患者情報を閲覧する施設） 

139 施設（H28 年度）→134 施設（H29 年度）･･･５施設減 
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（１）事業の有効性 

急性期病院への紹介、急性期病院から回復期病院や在宅医療を

支える診療所への逆紹介など、病病連携・病診連携において診療

情報を共有することにより、病床機能分化・連携における重要な

ICT ネットワーク基盤として機能している。 

開示件数は目標の５％増には届かなかったが、開示施設数が平

成 28 年度助成により増加（15→18 施設）したこともあり着実に

増加している。 

平成 29 年度の開示施設への助成は更新の１施設にとどまった

が、各医療機関における更新時期の変更等の判断によるもの。 

参照施設数は薬局の退会が増えた（40→31 施設）ことにより減

少となったが、診療所の入会は増えており（76→78 施設）、医師

を中心としたネットワークとしての特性が現れている。 

 

（２）事業の効率性 

当ネットワークの事業主体は加盟医療機関等からなる協議会

組織だが、県としても、助成先の医療機関に対して、経年で事業

実績・事業計画により助成効果を確認するとともに、実際に訪問

してヒアリングを実施し、ネットワーク活用の具体的な運用方法

や他医療機関との連携強化の方策等を確認している。 

ヒアリングにおいて得た効果的・効率的な運用方法にかかる情

報は協議会と共有して、ネットワークが有効活用されるよう努め

ている。 

その他 
協議会からの事業提案を反映し、平成 30 年度からは、病診連

携において双方向的に診療情報が共有できるようにするため、一

定の参照実績がありネットワークの有効性を熟知した診療所が

開示施設となる場合も補助対象に加える制度改正を行った。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.４（医療分）】 
在宅医療・介護連携情報システム運営事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,048 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 一般社団法人静岡県医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 地域包括ケアシステムの推進のために、多職種間での患者情報、施

設情報等を効率的に共有するためにＩＣＴを活用した情報共有システ

ムを運用することは、必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→43.9 人（平成 29年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25 年度）→23.6％（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画）  全県を対象にＩＣＴを活用した、「在宅医療・介護連携情報システム」

を運営し、患者情報、施設・サービス情報を共有することで、在宅医

療・介護の連携を図る。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・訪問診療受診者の 50％がシステムに登録。（平成 30 年度） 
・主要な在宅医療機関等（4,054 施設）の 50％が施設情報を登録。 

（平成 30年度） 
アウトプット指標（達成値） ・訪問診療受診者のシステム登録率：26.9％（H29.4） 

・主要在宅医療機関等のシステム登録率：8.6％（H29.4） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（平成 29 年度実績値は集計中につき、以下は現時点最新値） 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→37.2 人（平成 27年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25 年度）→22.8％（平成 28 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
ＩＣＴを活用して多職種間の情報共有を図ることは、地域包括

ケアシステムの推進において有効である。 
（２）事業の効率性 
システムについて周知し、登録者数を増加させることにより効

率的なシステムの運用を図るため、県内各地で計 88 回の説明会・

個別訪問を実施した。 
その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.５（医療分）】 
有床診療所療養環境整備等事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,323 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 有床診療所 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 地域包括ケアシステムの推進のために、急変時の受入れや病床機能

分化において受け皿となる有床診療所に対しての整備を促進していく

必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・回復期必要病床数の確保 

6,666 床（平成 25 年度）→7,903 床（平成 37年度） 

事業の内容（当初計画）  病院から在宅医療に至るまでの一連のサービスを確保するために、

在宅における急変時や病院からの受入れなど、地域における重要な回

復期機能を担う有床診療所の施設整備、設備整備事業に対して助成す

る。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・回復期病床として、病院等からの受入れを行う有床診療所への施設 

及び設備整備→6施設 

アウトプット指標（達成値） ・回復期病床として、病院等からの受入れを行う有床診療所への施設 

及び設備整備→6施設 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：参考値として病床機能

報告数値を記載 

・回復期病床数：3,989 床（平成 29 年度病床機能報告） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
本事業により６施設の有床診療所の施設又は設備が整備され、

目標を達成したため、地域医療構想の達成に向けた直接的な効果

があった。 
 
（２）事業の効率性 
有床診療所において、療養環境の整備等に直接必要な施設又は

設備整備に限定して実施している。また、施設又は設備整備に当

たって、各事業実施機関において入札又は見積合せを実施するこ

とにより、コストの低下を図っている。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.６（医療分）】 
在宅復帰支援体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

699 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、地域における多職種連

携のネットワークづくりや県民への在宅療養における普及啓発を図る

必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→43.9 人（平成 29年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25 年度）→23.6％（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画）  各地域における医療・介護に関する多職種連携のネットワークづく

りを図るワーキンググループの開催及び、県民向けの「在宅医療・介

護の手引」を作成する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県民向け「在宅医療・介護の手引」の作成（6,000 部） 

・各地域におけるワーキンググループの開催（８医療圏） 
アウトプット指標（達成値） ・各地域におけるワーキンググループの開催（４医療圏） 

・「高齢者在宅生活“安心”の手引き検討会議」の開催（２回） 
・「高齢者在宅生活“安心”の手引き」の検討素案の作成 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（平成 29 年度実績値は集計中につき、以下は現時点最新値） 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→37.2 人（平成 27年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25 年度）→22.8％（平成 28 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 ワーキンググループ(ＷＧ)の開催については、４医療圏におい

て、医療・介護に関する多職種からなるＷＧ若しくは類似する検

討会を実施し、地域における入退院支援に関する検討を行った。  

目標には到達しなかったが、その他の地域においても、ＷＧ設

置に向けた検討が行われ、入退院支援の取組が進められた。 

 「在宅医療・介護の手引」については、医療・介護の専門職、

当事者団体等による検討会議を開催し、内容について協議した。 

 高齢者や家族が、在宅での生活について具体的にイメージでき
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る内容とするべき。また、介護が必要となる前から関心を持たれ

るような内容にしてほしい等の意見もあったことから、手引きの

内容や普及方法等について、継続的に協議することとした。 
（２）事業の効率性 
 既存の検討会等においてＷＧの役割を果たすことが可能な場

合、重複して新たにＷＧを設置することなく既存の検討会等を活

用することにより、事業経費の節減、事務の省力化を図っている。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７（医療分）】 
在宅医療提供施設整備事業（訪問診療実施診

療所） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,855 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 ・訪問診療を実施する診療所 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、訪問診療を実施してい

く診療所に対しての整備を促進していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→43.9 人（平成 29年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25 年度）→23.6％（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画）  訪問診療を実施する診療所が、訪問診療の際に使用する医療機器の

設備整備に対して助成する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・訪問診療を実施する診療所への設備整備→72施設 

 

アウトプット指標（達成値） ・訪問診療を実施する診療所への設備整備→51施設 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（平成 29 年度実績値は集計中につき、以下は現時点最新値） 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→37.2 人（平成 27年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25 年度）→22.8％（平成 28 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
本事業により、訪問診療を実施する診療所の 51 施設において

設備が整備され、訪問診療実施体制の充実が図られた。目標には

到達しなかったが、平成 30 年度には、医師会を通じて本事業の

普及・周知を図る等により目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
 診療所において、訪問診療に直接必要な整備に限定して実施し

ている。また、設備整備に当たって、各事業実施機関において入

札又は見積合せを実施することにより、コストの低下を図ってい

る。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８（医療分）】 

全身疾患療養支援研修事業 

【総事業費 
（計画期間の総額）】 

165 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

歯や口の健康状態は糖尿病等の全身状態の悪化予防や、要介護
状態の進行の予防につながるため、病院を退院し居宅等で療養す
る高齢者等の口腔管理を定期的に行うことが重要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：歯科訪問医療を実施する歯科診療所数 
437 箇所（平成 29 年８月）→454 箇所（平成 29 年度末） 

事業の内容（当初計画） 歯科医療関係者と医療関係者、糖尿病患者を対象に、糖尿病重
症化予防と歯周病治療の関係について重要性を理解し、共通の理
解をもって在宅療養患者を支援するための講習会を開催する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

糖尿病対策医科歯科連携研修会開催（５回） 
参加人数（目標：150 人） 

アウトプット指標（達成値） 
糖尿病対策医科歯科連携研修会開催（５回） 

参加人数（251 人） 

アウトカム指標：在宅歯科医療を実施する県内の歯科診療所数 

目標 605→ 536（平成 29 年度末） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 糖尿病は重症化すると様々な合併症が出現し機能障害を引き

起こすことが知られている。糖尿病の重症化を予防し重篤な合併

症に減らすためにも糖尿病に対して理解をもつ歯科医師が不可

欠である。 

（２）事業の効率性 

 県内５か所で研修会を実施することにより、効率的に研修参加

できるようにしている。 

その他 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

事業名 【No.９（医療分）】 

在宅医療移動研修設備(調剤)整備事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,611 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

 

事業の実施主体 公益社団法人静岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

地域医療構想で必要となる在宅医療の充実において、薬局薬剤師には

在宅患者への無菌調剤に関する理解、対応が求められているため、無

菌調剤の知識、技能等を高める研修を県内各地で進める必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

保険薬局（県薬剤師会会員）における在宅可能薬局の割合 

23％（平成 29 年） → 100％（平成 37 年） 

事業の内容（当初計画） 在宅医療の充実において、薬局薬剤師が必要な無菌調剤研修を実施す

るために必要な研修設備の整備費を支援する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

整備を行う設備数 １件 

 

アウトプット指標（達成値） 
在宅医療に必要な無菌調剤技術研修を行うための自走する研修

設備車両の整備 １台 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・保険薬局（県薬剤師会会員）における在宅可能薬局の割合 

23％（平成 29 年） → 26％（平成 30 年１月末） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

薬局薬剤師に在宅医療への対応が求められる中、在宅医療に

必要な無菌調剤技術研修を行うために必要な設備を整備する

ことは有効である。平成 30 年以降、本事業により整備した研

修設備を活用し、薬局薬剤師の無菌調剤に関する知識、技能等

を高めることができる。 

（２）事業の効率性 

県薬剤師会に助成し無菌調剤に関する研修を行うために必

要な設備の整備を行ったことにより、県内の多数の薬局薬剤師

を会員とする県薬剤師会が効率的に無菌調剤研修を進めるこ

とができる。 

その他 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

地域リハビリテーション強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,127 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県、静岡県リハビリテーション専門職団体協議会 

事業の期間 内示以降～平成 30 年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

住み慣れた地域で適切なリハビリテーションを提供できるよう、

在宅高齢者等へのリハビリテーション提供体制の強化を図る必

要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：市町が実施する地域リハビリテーション活動支

援事業につながる。（35 市町で実施） 

訪問リハビリテーション事業所 74 か所(H27)→84 か所(H29 末) 

事業の内容（当初計画） ・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 

・訪問リハビリテーション職員養成研修 等 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修  

８圏域 1,600 人 
・訪問リハビリテーション職員養成研修 400 人 

アウトプット指標（達成値） ・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修  

８圏域 2,111 人 

・訪問リハビリテーション職員養成研修 290 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事業 

   11 市町（H28）→23 市町（H29） 

・訪問リハビリテーション事業所数 

74 か所（H27）→88 か所（H29 末） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、訪問リハビリテーション事業所が 14 か所増加

し、在宅高齢者へのリハビリテーション提供体制の強化が図られ

た。また、地域の医療と介護関係者の多職種連携が促進され、在

宅におけるリハビリテーションの必要性の理解が促進された。 

（２）事業の効率性 

人材育成の研修は、リハビリ専門職の現状を熟知しているリハ

ビリテーションの職能団体に委託して実施することで、円滑な運

営、効果的な事業実施が遂行された。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

在宅重症心身障害児者対応多職種連携研修事業

費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,916 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

医療技術の高度化等に伴い、在宅で生活している医療的ケアが必要な

重症心身障害児者が増加しており、身近な地域で医療、看護、介護等

の関係者が連携して支援を行う体制の強化が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 重症心身障害児者が受診可能な診療所としてホーム

ページで公表可能な診療所 

 114 箇所（平成 28 年度）→150 箇所（平成 32 年度） 

事業の内容（当初計画） 地域において、医療、看護、介護等の多職種の専門職が連携して在宅

重症心身障害児者の支援に当たることができるよう、連携手法を習得

するための研修を実施。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県内６箇所で研修を開催。 

・40 人／箇所×６箇所＝240 人 

アウトプット指標（達成値） ・県内６箇所で研修を開催。 

・合計 285 人が参加。 

 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・重症心身障害児者が受診可能な診療所としてホームページで公

表可能な診療所 

 114 箇所（平成 28 年度） → 116 箇所（平成 30 年７月現在） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 医療的なケアを必要とする重症心身障害児者の支援にあたっ

ては、医療、福祉等の連携が不可欠であり、本研修において医療、

看護、介護等の多職種の専門職が連携の必要性を学び、連携方法

を習得することにより、身近な地域において在宅の重症心身障害

児者が安心して医療支援を受けられる体制が強化されている。 

 重症心身障害児者が受診可能な診療所としてホームページで

公表することを可とした診療所数は、平成 28 年度の 114 箇所か

ら現在の 116 箇所に増加した。増加数が伸び悩んでいるため、受

講者の勤務する診療所へホームページへの情報公開の承諾につ

いて照会を行うなどして、平成 32 年度の目標へ向け、着実に箇

所数を増加していく。 

 平成 30 年度事業においては、県内６箇所（平成 29 年度）→８

箇所に増加させ、より身近な地域で医療、福祉等が連携して重症
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心身障害児者の支援を実施できるようにするとともに、新たな参

加者の掘り起こしを行う。 

 

（２）事業の効率性 

 事業の実施にあたっては、業務委託をすることで参加者の募集

や研修当日の運営、アンケートの集計等において効率的な事業運

営をしている。 

また、県医師会、県小児科医会、県看護協会、県訪問看護ステ

ーション協議会等に協力を依頼し、効率的・効果的な参加者の募

集を実施している。 

  

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

医療事故防止対策研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

5,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県（委託先：公益社団法人静岡県病院協会） 

事業の期間 平成２９年６月１４日～平成３０年３月２２日 

□継続 ／ ☑終了 

医療従事者の確保や定着促進のためには、組織として医療安全対策

のシステムを強化することが求められており、医療事故に対する知

識・技術を提供し、安心安全に業務を行うことができる環境整備が求

められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

・人口 10万人あたり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 医療従事者の確保や定着促進のため、医療現場において実際に医療安

全の確保に携わる医師や看護師等の医療従事者に対し、医療事故等に

関する正しい知識と実践的な技術を身につける研修を実施する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

研修会・シンポジウムの開催（平成 29 年度） 

５回開催、延べ参加者数５００人以上 

アウトプット指標（達成値） ・医療安全推進研修会（２回） 

参加者 延べ３０４人（延べ８７病院） 

・医療安全シンポジウム（３回） 

参加者 延べ４０７人（延べ７１病院） 

・計 参加者 延べ７１１人（延べ１５８病院） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

人口 10 万人あたりの医師数は、200.8 人（平成 28 年 12 月）となり、

平成 26 年 12 月の 193.9 人と比較して、6.9 人増加し、全国の増加率

（2.8％）を上回った。人口 10 万人当たりの看護職員数についても数

値の改善が図られている。 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

研修会及びシンポジウムの参加者は、目標値の 1.4 倍超であり、各医

療機関における医療安全対策の取組向上により、現場の医療従事者が

安心安全に業務を継続し、もって、医療従事者の確保に寄与するもの

である。 

（２）事業の効率性 

シンポジウムについては、県内３箇所（東部、中部、西部）で、それ

ぞれ企画・実施することにより、地域の実状に応じた内容としている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

基幹研修病院研修費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

99 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 基幹研修病院（基幹臨床研修訓練機器を整備） 

（伊東市民病院、静岡医療センター、県立総合病院、市立島田市民病院、浜松医科大学附属病院、聖隷浜松病院） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約 1.8

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・基幹研修病院が実施する研修、シミュレーションスペシャリス

ト育成を支援。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・研修会の開催回数 15 回（５回×３病院） 

・研修会参加医師数 75 人以上（５人以上×15 回） 

・シミュレーションスペシャリスト研修受講者数３人 

アウトプット指標（達成値） ・研修会の開催回数０回 

・研修会参加医師数０人 

・シミュレーションスペシャリスト研修受講者数１人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

平成 28 年度は助成団体がなかったが、年度当初の対象病院訪問

時の周知等により、平成 29 年度は１団体が実施した。なお、平

成 30 年度は、改めて各病院に対する周知広報を強化した結果、

研修会の実施が６回予定されている。 

（２）事業の効率性 

対象団体を県内の基幹研修病院に限定することにより、効率的に

実施している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

女性医師等就労支援事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,500 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約 1.8

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・セミナー開催、ホームページ編集  

・女性医師支援委員会の開催  

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・セミナー開催 ３回 参加者数 60 人以上（20 人以上×３回） 

・女性医師支援委員会の開催 ３回 

アウトプット指標（達成値） 
・セミナー開催 ２回 参加者数 85 人 

・女性医師支援委員会の開催 ３回 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

セミナーの開催回数は目標値を下回ったが、参加者は目標値の 

約 1.4 倍となり、また女性医師支援委員会も目標どおり３回開催

されるなど、女性医師の確保及び定着に寄与する総合的な支援体

制の整備を目的とする本事業の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

セミナーの開催にあたり、浜松医科大学と連携し、大学病院の多

目的ホールで開催するなど、参加者の利便性と経費の節減に努め

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

看護職員等へき地医療機関就業促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

763 千円 

事業の対象となる区域 賀茂、西部 

事業の実施主体 静岡県内のへき地拠点病院(4 病院) 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需

要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが

見込まれる中、特にへき地においては看護職員等の確保が困難な

ため、離職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人あたり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） へき地に所在する病院が行う看護職員等の確保対策に対する支

援を行う。 

(1) 対象病院 

へき地医療拠点病院(静岡県立総合病院を除く。) 

(2) 補助対象事業 

  学生(高校生を含む。)を対象とした病院体験事業 

(3) 補助対象 

病院体験事業に要する人件費、旅費等 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・対象病院体験事業３病院×１回開催、参加者 1病院 10 人以上 

アウトプット指標（達成値） ・対象病院体験事業２病院×１回開催 参加者計 12 人（浜松市

国民健康保険佐久間病院９人、西伊豆健育会病院３人） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は観 

察できないが、へき地医療に関心の高い学生を対象とした病院体

験事業を実施することにより、看護職員等の確保が特に困難なへ

き地医療機関への就業につなげる有効な事業である。 

（２）事業の効率性 

 対象病院を、看護職員等の確保が特に困難なへき地に所在する

病院に限定するとともに、補助率を 1/2 として事業者負担を求め

ることで、真に効果的な内容の事業に限定しつつ、かつ、その実

施を促進することができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

医師・看護師事務作業補助者教育体制整備事業

費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,420 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約

1.8 倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

・医師の県内就業、定着には、医療行為以外の業務での負担軽減

が重要であり、質の高い事務作業補助者の存在が不可欠であ

る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・医師・看護師事務作業補助者を対象とした研修会の開催 ほか 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・研修会４回開催、参加者 400 人以上（100 人以上×４回） 

アウトプット指標（達成値） ・研修会４回開催、参加者 360 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

研修会の参加者数は目標値を下回ったが、これはより高度かつ専

門的な研修を行うため、４回目の研修については、対象者を絞り

込んだことによるものであり、研修会の開催回数は目標値を達成

したことと合わせ、医師・看護師事務作業補助者の資質向上によ

る医師・看護師の事務負担の軽減という事業目的に対する本事業

の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

本事業は、事業執行のノウハウを有するとともに、約 4千人の会

員が所属し、日本医師会、郡市医師会との連携のもと、県内の医

療関係者との緊密なネットワークを有している県医師会へ委託

し、効率的に事業を執行している。 

その他  



 

21 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

初期臨床研修医定着促進事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,232 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、
全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、
最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約
1.8 倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

・医師の県内就業、定着には、初期臨床研修から県内で勤務を開
始することが重要であり、医学生は質の高い研修を行う病院へ
の勤務を希望する傾向がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 
・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・県内初期臨床研修担当医によるネットワーク会議の設置、開催 
・県内初期臨床研修医向け研修会の開催 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県内初期臨床研修担当医によるネットワーク会議の開催 ３回 
・県内初期臨床研修医向け研修会の開催 ３回 参加者数 60
人以上（20 人以上×３回） 

アウトプット指標（達成値） ・県内初期臨床研修担当医によるネットワーク会議の開催 ２回 

・県内初期臨床研修医向け研修会の開催 １回 

・参加者数 80 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

県内初期臨床研修担当医によるネットワーク会議の開催回数や

県内初期臨床研修医向け研修会の開催回数は目標値を下回った

が、初期臨床医の県内定着者数については、105 人（H26）→118

人（H27）→125 人（H28）と順調に増加しており、初期臨床研修

医の定着促進を目的とする本事業の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

本事業は、事業執行のノウハウを有するとともに、約 4千人の会

員が所属し、日本医師会、郡市医師会との連携のもと、県内の医

療関係者との緊密なネットワークを有している県医師会へ委託

し、効率的に事業を執行している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

指導医確保支援事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,525 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 指導医確保のため指導医手当を支出する医学修学資金貸与事業

における知事指定の公的医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約

1.8 倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

・若手医師は，専門医取得などキャリア形成に関心が高く、優秀

な指導医が所属する病院に勤務を希望する傾向がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 新たに指導医手当を創設する公的医療機関を支援。（指導医手当

の一部負担）基準額：50 千円／月・人（補助率：1/2） 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

指導医手当支給医師数 40 人 

アウトプット指標（達成値） 指導医手当支給医師数 99 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

指導医手当支給医師数は、当初の目標値を大幅に上回る 99 人と

なった。また、県内公的医療機関等における指導医の数は、953

人（H28.10）→1,029 人（H29.10）と１年間で 76 人の増となるな

ど、指導医の確保を目的とする本事業の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

本事業は、手当の新設（既存は不可）を対象とし、また、同一の

病院に対して通算３年を限度とする効率的な制度となっている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ

運営事業費（地域医療支援センター事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

42,692 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約 1.8

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

・医学修学研修資金被貸与者の県内定着率 

39.1％（平成 25 年４月）→50％（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・地域医療に精通した専任医師による被貸与者の配置調整 

・キャリア形成プログラム管理委員会運営の支援 

・地域枠設置大学（６大学）との連携による被貸与者の進路指導、

地域枠の県内高校生への広報 ほか 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・医師派遣・あっせん数 160 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 69 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％ 

アウトプット指標（達成値） ・医師派遣・あっせん数 157 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 73 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 47％ 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

医学修学研修資金被貸与者の県内定着率は、 

45％（平成 28 年）→47％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

人口 10 万人あたり医師数は、200.8 人（平成 28 年 12 月）と前回

調査から 6.9 人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回っ

た。また、「医師派遣・あっせん数」を始めとしたアウトプット

指標についても、目標値と同等もしくはそれ以上の結果となって

いる。これらは、医療の質の向上及び医師確保のための研修の充

実や、医師及び医学生の県内就職を促進するための情報発信・リ

クルート活動の推進を図る本事業の実施によるものであり、事業

の効果が認められる。 
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（２）事業の効率性 

医師のキャリア支援については県内唯一の医科大学である浜松

医科大学、県立総合病院を運営する県立病院機構との連携によ

り、また情報発信については、県内の多数の病院とのネットワー

クを有する静岡県病院協会と連携し、効果的かつ効率的に実施し

ている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ

運営事業費（医学修学研修資金） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

36,522 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約 1.8

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

・医学修学研修資金被貸与者の県内定着率 

39.1％（平成 25 年４月）→50％（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・本県の地域医療に貢献する志を持った医学生に修学資金を貸与

（修学資金の貸与を受け、本県の地域医療に従事することを条件とする入学定員枠である地域枠分） 

・平成 27～28 年度入学定員 16 人、29 年度入学定員 10 人計 26 人分が認可 

・貸与金額 2,400 千円／年、貸与期間（上限）、医学生６年間 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・医師派遣・あっせん数 160 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 69 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％ 

アウトプット指標（達成値） ・医師派遣・あっせん数 157 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 73 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 47％ 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

医学修学研修資金被貸与者の県内定着率は、 

45％（平成 28 年）→47％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

医学修学研修資金被貸与者は、29 年度には累計で 973 人（前年比

＋105 人）となり、貸与者は毎年増加するとともに、30 年度の県

内勤務者数は 365 人（前年比＋62 人）になるなど、本県に勤務す

る医師の着実な増加に寄与している。また、「医師派遣・あっせ

ん数」を始めとしたアウトプット指標についても、目標値と同等

もしくはそれ以上の結果となっており、本事業の効果が認められ

る。 
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（２）事業の効率性 

貸与者の決定にあたっては、将来的に県内医療機関に勤務する意

思やビジョンを確認するなど、本県の地域医療に貢献する志を持

った医学生に修学資金を貸与することとしている。 

その他 本県には医大が浜松医大のみであり、県外医大の他県出身者を県

内に呼び込み県内勤務医を確保していく必要があるため、地域枠

を県内出身者に限定していない。このため、平成 30 年度以降の

基金事業においては、地域枠の継続貸与分のみを対象とする。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

ふじのくに女性医師支援センター事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,439 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約 1.8

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 女性医師支援センターの設置（コーディネーターの配置） 

・コーディネーター配置先：浜松医科大学（医師１名・事務１名） 

・連携先：県立病院機構(情報発信等) 

・就業相談、キャリア形成支援、復職トレーニング ほか 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・就業相談 20 件 

・キャリア形成支援 10 件 

・女性医師支援連絡協議会の開催 ２回 

アウトプット指標（達成値） ・就業相談 52 件 

・キャリア形成支援 21 件 

・女性医師支援連絡協議会の開催 ２回 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

就業相談件数、キャリア形成支援件数ともに目標値の２倍を超え

る実績となるなど、県全体の女性医師支援を推進する本事業の効

果が認められる。 

（２）事業の効率性 

事業実施に当たっては、医師のキャリア形成の人的、物的資源や

ノウハウが必要なため、県内唯一の医育機関である浜松医科大学

に支援センターを開設するとともに、専任のコーディネーター

（医師）を配置し、高い専門性を活かした支援を実施している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

地域医療提供体制確保医師派遣事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,814 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 地方独立行政法人静岡県立病院機構 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、

全国 40 位と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。 

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 240.6 人に対し、

最も少ない中東遠医療圏の 134.5 人と地域偏在が大きく（約 1.8

倍）、地域偏在解消に向けた取組が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 医師不足のため診療科の休・廃止を余儀なくされ、医療提供体制

の維持が困難な病院に医師派遣を行う県立病院に対し、人件費相

当金額を支出。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
派遣先病院数 ６病院（延べ 440 日） 

アウトプット指標（達成値） 派遣先病院数 ６病院（延べ 264 日） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本県の医師確保施策の推進により医師数の増加（7,185 人(H26)

→7,404 人(H28)）していることもあって、本事業の実績は年々減

少しており、29 年度も目標値を下回る結果となっているが、自助

努力では医師確保が困難で医療体制の確保に支障をきたしてい

る公的６病院に、緊急避難的措置として医師を派遣しており、地

域医療の維持を図るという本事業の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

県内医療機関の中核病院として地域医療を支援する責務を果た

す県立病院を派遣元とし、事業を実施している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 

地域家庭医療学寄附講座設置事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 193.9 人で、全国 40

位と低位にあり、更なる医師確保及び地域偏在の解消に向けた取組

が必要。 

・地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅高齢者等の増加に備える

ため、在宅医療等の推進に必要な医療・介護の連携等幅広い領域に

ついての診察能力を有する医師の養成が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 

・人口 10 万人あたり医師数  

193.9 人（平成 26 年 12 月）→194.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 浜松医科大学に地域家庭医療学講座を設置し、講義・演習・研修等

の実施や、地域家庭医療への貢献活動を実施することにより、在宅医

療等の推進に必要な医療・介護の連携等幅広い領域についての診療能

力を有する医師を養成し県内定着を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

地域家庭医療学寄附講座講義・演習参加者人数 779 人以上 

アウトプット指標（達成値） 地域家庭医療学寄附講座講義・演習参加者人数 781 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

人口 10 万人あたり医師数は、 

193.9 人（平成 26 年 12 月）→200.8 人（平成 28 年 12 月）と 6.9

人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

地域家庭医療学寄附講座講義・演習参加者人数が 781 人と目標値

を上回った。また、今年度からスタートした新専門医制度に関し、

浜松医科大学が総合診療領域の研修プログラムの認定を受ける

とともに、30 年度から 2名が新たにプログラムを開始するなど、

家庭医育成の強化を図るという本事業の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 

当該寄附講座と、菊川市及び森町の家庭医療センターが実習等を

通じて連携することにより、効率的な家庭医の養成を図ってい

る。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

 

事業名 【No.24（医療分）】 

児童精神医学寄附講座設立事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学附属病院 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31日 

□継続 ／ ☑終了 

虐待や発達障害に起因する精神疾患を発症した子どもが増加する一

方で、本県における子どもの精神疾患の治療を担う医療機関において

外来は相当の待機期間が生じており、児童精神医学の診察能力を有す

る医師が不足している。 

特に県東部地域において児童精神科医が不足しており、地域偏在の

解消も必要となっている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：児童青年期精神医学の診療能力を有する医師数 

31 人（平成 28年度）→35 人（平成 29年度） 

事業の内容（当初計画） 浜松医科大学に児童青年期精神医学講座を設置し、講義・演習・研

修等の実施や、地域の児童精神科医療への貢献活動の実施により、児

童青年期精神医学の診療能力を有する医師を養成等を行うとともに、

養成された医師の県内定着による地域偏在の解消を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

寄附講座の終了医師人数６人（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） 寄附講座の終了医師人数５人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

児童青年期精神医学の診療能力を有する医師数 

31 名（平成 28 年度）→ 33 名（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

   寄附講座終了者５名のうち、３名が県内医療機関において

児童への診療に従事しており、県内で不足している児童精神

科医師の確保に効果があった。 

   また、本講座の存在により、県外大学出身者の講座参加者

も増えており、県内の医師定着に高い効果があるといえる。

（平成 29 年度の終了者５名のうち、４名が県外大学出身者） 

 

（２）事業の効率性 

講座を実施する浜松医科大学附属病院を中心に県西部地

域に所在する国立病院機構天竜病院、浜松市こどものこころ
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の診療所において臨床実習を行うことで学科及び実習回数

を増やすことができ、効率的に実施している。（平成 29 年実

績 講義６回、演習 214 回） 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,203 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 （静岡県看護協会） 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需

要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが

見込まれる。このため、看護職員確保対策として、離職防止、定

着促進、再就業支援対策を総合的に実施していくことが必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） (1) ナースバンク事業 

再就業を希望する登録者に対する就業先あっせん及び相談 

(2) 潜在看護職員再就業支援 

県外開催の説明会への参加、再就業準備講習会、未就業看護

職員就業技術経験コーナーの運営等 

(3) 看護の心普及啓発 

看護に関する様々な広報・啓発を行う。また、高校等への出

前講座、高校生１日ナース体験を実施する。 

(4) 離職防止対策 

ナースセンター配置の就業相談指導員による相談の実施。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

ナースバンク利用者の就業者数年間 800 人（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） ナースバンク利用者の就業数年間 1,039 人（平成 29 年度） 

 

アウトカム指標 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

 H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は観

察できないが、ナースバンク登録者の就業者数が 971 人から

1,039 人に増加したほか、看護師等の離職時届出制度の活用など

により、ナースセンターへの相談数が 8,460 件から 9,448 件に増

加していることから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

 事業計画全般を県が確認し、四半期報告を求めるなどして進捗

状況を常に把握しながら効率的に事業を推進している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

（新人看護職員研修事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

263,400 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県内の病院、静岡県看護協会 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現場で求め

られる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスクが増大して

いるとの指摘がある。また、新人看護職員への臨床研修等の実施に

ついては、看護師等の人材確保の促進等に関する法律にもその必要

性について規定されている。今後も、看護職員の不足状態は継続す

ることが見込まれる中で、離職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・新人看護職員を指導する実地指導者養成数 

 延べ 111 人(平成 24 年度) →延べ 260 人(平成 29 年度) 

事業の内容（当初計画） ・国のガイドラインに則した新人看護職員研修を行なった医療機関

に対する助成(単独では新人看護職員研修を実施できない医療機関

に勤務する新人看護職員を自施設で行なう新人看護職員研修の実

施時に受け入れて研修する「医療機関受入研修」を含む。) 

・研修責任者養成のための研修等の実施。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・事業実施病院数 58 病院（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

・事業実施病院数 55 施設（平成 29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

 新人看護職員を指導する実地指導者養成数 

 延べ 285 人（平成 28 年度）→延べ 334 人（平成 29 年度）   

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は観察

できないが、効果的な新人研修を実施することにより、本県の 2016

年の新人看護職員離職率は 3.8％と全国平均の 7.6％と比較し大幅

に低くなっている（日本看護協会調査結果）、ことから、事業の有

効性は高い。 

（２）事業の効率性 

自施設に就職した新人看護職員を対象とした研修とするため、教

育と実践指導を合わせて行うことができる点で効率性が高い。ま
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た、研修費補助については、補助率を 1/2 として事業者負担を求め

ることで、真に効果的な内容の事業に限定しつつ、かつ、その実施

を促進することができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 

看護職員指導者等養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,039 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県、静岡県がんセンター 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

医療の高度化、多様化に伴い、看護学生はもとより、病院等に勤

務する看護師等についても、その専門知識と技能を自ら進んで向

上させる努力が求められている。また、看護職員の不足状態は継

続することが見込まれる中で、看護職員養成力強化対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 看護教員及び看護学生の実習病院等における臨床実習の指導

者に必要な知識及び技術を習得させ、看護教育の内容の充実と

質の向上を図る。 

ア 看護教員継続研修事業 

イ 実習指導者等養成講習会事業 

ウ 専門分野別研修事業 

エ 専任教員養成講習会事業 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・ 専門分野別研修 ４分野 定員 80 名で実施（平成 29 年度） 

・ 専任教員養成講習会 定員 30 名で実施（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） ・専門分野研修 ４分野定員 80 名で実施（平成 29 年度） 

受講実績 修了者 63 人 

・専任教員養成講習会定員 30 名で実施（平成 29 年度） 

受講実績 修了者 33 人 

アウトカム指標 

・人口10 万人当たり看護職員従事者数 

H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は観

察できないが、優れた指導者を養成することにより、本県の平成

29 年度の看護師国家試験合格率は 96.6％と全国平均の 91.0％と

比較し大幅に高くなっていることから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

 認定看護師の養成については、教育課程を設置する県立がんセ

ンターへの助成制度として運用しており、受講者から受講料を徴

収するなど、自助努力による効率的な運営が図られている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 

看護職員養成所運営費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

476,501 千円 

事業の対象となる区域 賀茂、駿東田方、富士、静岡、西部 

事業の実施主体 静岡県内の看護職員養成所 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現場で求

められる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスクが増大

しているとの指摘があるなど、看護師基礎教育の充実が求められ

ている。また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる

中で、看護職員養成力強化対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・県内養成所卒業生の県内就業率 

 84.2％（平成 28 年度）→85.0％以上（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・看護職員養成所の運営に要する教員経費、生徒経費、実習施設

謝金等の経費に対して助成する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・事業実施施設８施設 

アウトプット指標（達成値） ・事業実施施設８施設 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

・県内養成所卒業生の県内就業率 

  84.2％（平成 28 年度）→90.5％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は観 

察できないが、質の高い養成所運営を行うことにより、本県の平

成29年度の看護師国家試験合格率は96.6％と全国平均の91.0％

と比較し大幅に高くなっていることから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

 看護師等養成所が充実した教育環境の中で安定的な運営を行 

うことは質の高い看護師等を養成するために重要であり、本事業

は、それを助成制度により支援することで、各学校の自助努力に

よる効率的な運営を促すことにも寄与している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 

看護職員修学資金の貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

67,775 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需

要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが

見込まれる中で、看護職員養成力強化対策を継続して実施してい

くことが必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・看護職員修学資金被貸与者の免除対象施設就業率 

 84.9％（平成 28 年度）→85.0％以上（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・貸与対象者 

 県内の看護職員養成所等に在学している者、静岡県出身で県外

の看護職員養成所に在学している者 

・貸与額 看護職員養成所…21 千円～36 千円／月 

     大学院修士…83 千円／月 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・貸与者数 174 人 

アウトプット指標（達成値） ・貸与者数 177 人 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

・看護職員修学資金被貸与者の免除対象施設就業率 

  84.9％（平成 28 年度）→91.0％（平成 29 年度） 
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（１）事業の有効性 

 アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

 本事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は 

観察できないが、貸与者の県内就業率が約９割となっていること 

から、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

相対的に経営基盤が弱く、看護職員の確保がより困難な病院を 

支援することを目的として、返還免除の要件を県内の病床数 200

以下の病院又は診療所（以下、当然免除施設）への５年間の勤務

に限定することにより、効率的に執行している。 

                     （単位：人） 

卒 業 年 度 H27 H28 H29 

貸与卒業生数 ８４ ６０ ７４ 

当然免除施設 ６０ ４５ ６１ 県 

内 上記以外 １８ ８ ６ 

 県  外 １ １ １ 

 進学者 ３ １ ３ 

就 

業 

状 

況 

 その他 ２ ５ ３ 

県内就業率（％） 92.8 88.3 90.5 

当然免除施設就業率（％） 71.4 84.9 91.0 
 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（中小医療機関勤務看護職員向け研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められている。 

また、今後も看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中

で、離職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 研修機会が少ない規模の小さな病院・診療所に勤務する看護職

員の資質向上により、安全な医療・看護提供体制を整える。 

医療安全対策、感染管理、病診・地域連携等、実践的なテーマ

の研修を開催 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県内４箇所×３テーマ×２回  参加者合計 600 人 

アウトプット指標（達成値） ・県内４箇所×４テーマ×３回  参加者合計 521 人 

アウトカム指標 

・人口10 万人当たり看護職員従事者数 

H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

本事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は

観察できないが、離職率が高くなる傾向にある中小医療機関を対

象に効果的な研修を実施することにより、本県の 2016 年の常勤

看護職員離職率は9.9％と全国平均の10.9％と比較し低くなって

いる（日本看護協会調査結果）、ことから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

 小規模施設を対象にした研修であることから、参加者数を確保

するため、受講者の利便性を考慮し、県内４ヵ所で実施するなど、

効率的に研修の実施に努めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（看護師特定行為研修派遣費助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,215 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 県内病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められている。 

また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中で、離

職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） 看護師の特定行為研修に職員を派遣する病院等に対し経費の一

部を助成する。 

〔補助対象事業者〕 

 病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

〔補助対象経費〕 

・看護師特定行為研修機関の入学料、授業料 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県内病院、訪問看護ステーション等から 15 人の研修参加 

アウトプット指標（達成値） ・県内病院から２人の研修参加 

アウトカム指標 

・人口10 万人当たり看護職員従事者数 

H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

 チーム医療・在宅医療、地域包括ケアをより一層推進していく

ことが必須である。それらを進めていくためには、チーム医療・

在宅医療の中核を担い、現任教育におけるリーダーとなりうる認

定看護師・特定行為研修を修了した看護師を計画的に育成し、看

護職員全体のレベルアップを図る必要がある。 

（２）事業の効率性 

 補助基準額を設定した上で補助率を 1/2 として事業者負担を

求めることで、真に効果的な内容の事業に限定しつつ、かつその

実施を促進することができる。 

その他 研修期間が長期間に及ぶことが受講拡大につながらない一因

と考えられるため、平成 30 年度より研修期間中の代替職員人件

費を補助対象とすることにより、受講を促進する。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】 

看護の質向上促進研修事業 

（認定看護師教育課程派遣費助成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,212 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 県内病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

看護職員には、短期の入院期間で複雑な医療・看護の提供が求め

られる他、在宅医療でも複数疾患を持つ患者に対応する高い判断

力と看護技術、調整能力が求められている。 

また、看護職員の不足状態は継続することが見込まれる中で、離

職防止、定着促進対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） 認定看護師教育課程に職員を派遣する病院等に対し経費の一部

を助成する。 

〔補助対象事業者〕 

 病院（300 床未満）、訪問看護ステーション、介護老人保健施設 

〔補助対象経費〕 

・認定看護師教育課程への入学料、授業料 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県内病院、訪問看護ステーション等から 20 人の研修参加 

アウトプット指標（達成値） ・県内病院から２人の研修参加 

アウトカム指標 

・人口10 万人当たり看護職員従事者数 

H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

本事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は

観察できないが、認定看護師育成を推進することにより、平成 30

年５月末の県内認定看護師登録者数は479人と平成25年 12月末

の 334 人と比較し大幅に増加しており、事業の有効性は高い。 
（２）事業の効率性 
 補助基準額を設定した上で補助率を 1/2 として事業者負担を

求めることにより、真に効果的な内容の事業に限定しつつ、かつ

その実施を促進することができる。 
その他 認定看護師教育課程の研修期間が長期間に及ぶことが受講拡大

につながらない一因と考えられるため、平成 30 年度より研修期

間中の代替職員人件費を補助対象とすることにより、受講を促進

する。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 

東部看護専門学校助産師養成課程設置準備

費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,668 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 31 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

県内に助産師養成課程は４校しか存在せず助産師数が不足して

おり、特に県東部地域には助産師養成所が設置されていない。 

助産師の不足状態が継続することが見込まれる中で、助産師養成

力強化対策が必要。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・助産師数（常勤換算） 

 795.6 人（平成 24 年度）→855.7 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 県立東部看護専門学校に助産師養成課程を新設 

・校舎増改築設計、建築 

・カリキュラム策定 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

助産師養成数 10 人/年（平成 31 年度以降） 

アウトプット指標（達成値） 助産師養成数 10 人/年（平成 31 年度以降） 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

 937.8 人（平成 26 年 12 月）→976.8 人（平成 28 年 12 月） 

・助産師数（常勤換算） 

 867.1 人（平成 26 年 12 月）→844.2 人（平成 28 年 12 月） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
アウトカム指標について、看護職員全体では着実に数値の改善

が図られているものの、助産師のみの数値では、改善が図られて

いない。 

平成 31 年度助産師養成課程新設後、毎年 10 人助産師を養成す

ることで、県内の助産師確保に直結する有効な事業である。 
（２）事業の効率性 
校舎増改築工事の設計、建築にあたっては、規模、設備水準等

について、既存の県立他施設の施設設備状況を参考にしながら効

率的に執行している。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 

東部看護専門学校教育環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,000 千円 

事業の対象となる区域 駿東田方 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需

要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが

見込まれる中で、看護職員養成力強化対策を継続して実施してい

くことが必要。 

特に、医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現

場で求められる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスク

が増大しているとの指摘があるなど、看護師基礎教育の充実が求

められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・東部看護専門学校卒業生の県内就業率 

 89.0％（平成 28 年度）→90.0％以上（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 静岡県立東部看護専門学校の教育内容の充実、計画的備品更新 

（新規備品整備１点、備品更新 9種類 26 点） 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

学校の定員充足数（１年生） 

91.3％（平成 29 年度）→100%（毎年度） 

アウトプット指標（達成値） 学校の定員充足数（１年生） 

91.3％（平成 29 年度）→93.8%（平成 30 年度） 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

 937.8 人（平成 26 年 12 月）→976.8 人（平成 28 年 12 月） 

・東部看護専門学校卒業生の県内就業率 

 89.0％（平成 28 年度）→86.4％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
アウトカム指標について、看護職員従事者数では着実に数値の

改善が図られているものの、当校卒業生の県内就業率は、対前年

度で減少した。 

 本事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は

観察できないが、教育環境の充実による魅力ある学校づくりを行

うことにより、当校の平成 29 年度の看護師国家試験合格率は

94.9％と全国平均の 91.0％と比較し高くなっていることから、事

業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 
 耐用年数等を考慮した整備計画を策定し、整備の優先順位を明

確にした上で、計画的に備品の整備、更新をしている。複数の備
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品を同時期に整備更新する等、コスト削減に取り組んでいる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 

病院内保育所運営費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

220,410 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県内で病院内保育所を開設する医療機関 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不

足状態は継続することが見込まれる中で、看護職員にとって、仕

事と家庭の両立が無理なく可能となる勤務環境を実現する取組

による離職防止、定着促進対策が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・県内病院看護職員離職率 

 9.4%（平成 27 年度）→現状値以下を維持（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 子育て中の看護職員等の離職を防止し定着を促進するため、病

院内保育所の運営費を助成する。 

(1) 補助対象者  

病院内保育所を設置運営する医療機関（地方公共団体及び地

方独立行政法人を除く。）  

(2) 補助対象経費 

病院内保育所の運営費 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・事業実施病院数 46 病院（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） ・事業実施病院数 38 病院（平成 29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

 県内病院看護職員離職率 

  9.4％（平成 27 年度）→9.9％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

子育てと仕事の両立が可能な職場環境を整え、看護職員の離職 

防止を図ることにより、本県の 2016 年の常勤看護職員離職率は

9.9％と全国平均の 10.9％と比較し低くなっている（日本看護協

会調査結果）、ことから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 
 国庫補助事業の時と同様に、補助を受けようとする年度の前々 

年度の病院決算における当期剰余金に着目した調整率を設定す 
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るとともに、補助率を 2/3 として事業者負担を求めることで、効 

率的な運営を促進している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 

看護師勤務環境改善事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

34,043 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県内の病院 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不

足状態は継続することが見込まれる中で、病院開設者の理解の

下、勤務環境改善に関する取組による離職防止、定着促進対策が

求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・県内病院看護職員離職率 

 9.4%（平成 27 年度）→現状値以下を維持（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 看護職員が働きやすい合理的な病棟づくりに係る施設設備整備

を行う事業者に経費の一部を助成する。 

〔補助対象事業者〕 

病院の開設者（地方公共団体、地方独立行政法人、公的事業者除く。） 

〔補助対象経費〕 

ナースステーション、カンファレンスルーム、処置室、休憩室等

の新築、増改築及び改修に要する経費 

アウトプット指標（当初の目標値） ・事業実施病院数３病院（平成 29 年度） 
アウトプット指標（達成値） ・ 事業実施病院数２病院（平成 29 年度） 

  うち１病院は平成 30 年度に事業繰越 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：（例） 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

・ 県内病院看護職員離職率 

  9.4％（平成 27 年度）→9.9％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

子育てと仕事の両立が可能な職場環境を整え、看護職員の離職 

防止を図ることにより、本県の 2016 年の常勤看護職員離職率は

9.9％と全国平均の 10.9％と比較し低くなっている（日本看護協

会調査結果）、ことから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 
 補助率を 0.33 として事業者負担を求めることで、真に必要な 

整備に限定することができる。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

673 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不

足状態は継続することが見込まれる中で、病院開設者の理解の

下、勤務環境改善に関する取組による離職防止、定着促進対策が

求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

・県内病院看護職員離職率 

 9.4%（平成 27 年度）→現状値以下を維持（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・平成 29 年度は、医療機関に対する制度周知を図るとともに、

勤務環境改善のための研修会を実施する。 

・医療勤務環境改善の取組の必要性の説明、計画策定支援及び実

態調査等のため、アドバイザーの派遣を実施する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・ センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関

数 25 機関（平成 27 年度） → 60 機関（平成 29 年度） 

・ 医療勤務環境改善の取組のための研修会 1 回以上開催、参加

者 80 人以上（平成 29 年度） 

・アドバイザー派遣(訪問調査を含む。)20 回以上（平成 29 年度） 
アウトプット指標（達成値） ・ センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療機関

数 25 機関（平成 27 年度） → 58 機関（平成 29 年度） 

・ 医療勤務環境改善の取組のための研修会 ３回開催、参加者

計 177 人（平成 29 年度） 

・アドバイザー派遣(訪問調査を含む。)43 回（平成 29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  937.8 人（平成 26 年 12 月）→976.8 人（平成 28 年 12 月） 

・ 県内病院看護職員離職率 

  9.4％（平成 27 年度）→9.9％（平成 29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

医療機関の勤務環境改善の取組を推進し、看護職員の離職防止 

を図ることにより、本県の 2016 年の常勤看護職員離職率は 9.9％

と全国平均の 10.9％と比較し低くなっている（日本看護協会調査

結果）、ことから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 
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 静岡労働局と共同で事業を行い、アドバイザーの派遣に当たっ

ては、医療機関のニーズに的確に対応し、労務管理部門、医業経

営部門の両アドバイザーを同時に派遣する等、一度の派遣でより

効果的な指導・助言を行えるよう工夫している。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 

医療従事者養成所教育環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,963 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県内の医療従事者養成所 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

18 歳人口の減少による養成数の減少、2025 年を見据えた看護需

要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不足状態は継続することが

見込まれる中で、看護職員養成力強化対策を継続して実施してい

くことが必要。 

特に、医療の高度化、多様化に伴い、新人看護師の実践能力と現

場で求められる能力とが乖離し、早期離職や医療安全上のリスク

が増大しているとの指摘があるなど、看護師基礎教育の充実が求

められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画）  医療従事者の養成力強化を図ることを目的に、養成所の施設設

備整備を行う事業者に経費の一部を助成する。 

①施設整備…新築、増改築及び改修に要する工事費 

②設備整備…初度整備及び更新整備 

このうち、平成 28 年度は設備整備にかかる事業を実施する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・事業実施箇所数 ４校（訓練用モデルほか）  

アウトプット指標（達成値） ・事業実施箇所数 ４校（訓練用モデルほか） 

・人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

 937.8 人（平成 26 年 12 月）→976.8 人（平成 28 年 12 月） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 アウトカム指標は着実に数値の改善が図られている。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標への直接の寄与度は観 

察できないが、医療従事者の養成力強化を行うことにより、本県

の平成 29 年度の看護師国家試験合格率は 96.6％と全国平均の

91.0％と比較し大幅に高くなっていることから、事業の有効性は

高い。 

（２）事業の効率性 
 補助率を 1/2 として事業者負担を求めることで、真に必要な設

備整備に限定することができる。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 

病院内保育所利用促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県内の病院 

事業の期間 平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

2025 年を見据えた看護需要の増大見込みを踏まえ、看護職員の不

足状態は継続することが見込まれる中で、看護職員にとって、仕

事と家庭の両立が無理なく可能となる勤務環境を実現する取組

による離職防止、定着促進対策が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

900.8 人（平成 24 年 12 月）→961.2 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・病院内保育所の新設にかかる新築、増改築に係る経費の一部助成 

・病院内保育所の新設にかかる設備の初度整備に係る経費の一部助成 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・整備箇所  ２箇所（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） ・実績無し（平成 29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：（例） 

・ 人口 10 万人当たり看護職員従事者数 

  H26.12 937.8 人 → H28.12 976.8 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 平成 29 年度は医療機関の事情により補助申請を辞退された。 

本事業は、病院内保育所を新設する病院に対し、その施設設備 

整備に要する費用に助成することにより、子育て中の看護職員等

の離職防止及び就業促進を図ることを目的としている。  

 本県の 2016 年の常勤看護職員離職率は 9.9％と全国平均の

10.9％と比較し低くなっており（日本看護協会調査結果）、本事

業の実施により、引き続き離職率低下を図っていく。 

（２）事業の効率性 
 事業実施に当たり、補助率を 1/2 として事業者負担を求めるこ 

とで、効率的な運営を促進することができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 
産科医等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

200,931 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 産科医等に分娩手当等を支給する医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

分娩を取り扱う施設において、医師等は長時間勤務等過酷な勤務

環境にあり、分娩取扱施設の減少の一因となっていることから、

勤務環境の改善を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 

199 人（平成 28 年度）→230 人（平成 29 年度）  

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医指数 

7.9 人（平成 28 年度）→10 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 分娩を取り扱う産科医及び助産師に手当てを支給する施設に対

して手当（分娩手当及び帝王切開手当）の一部助成を行うことに

より、過酷な勤務状況にある産科医等の処遇を改善し、周産期医

療従事者の確保を図る。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

手当支給者数（H28 実績 520 人→目標 590 人） 
手当支給施設数（H28 実績 69 施設→目標 78 施設） 

アウトプット指標（達成値） ・手当支給者数 分娩手当 482 人、帝王切開手当 127 人 
・手当支給施設数 分娩手当 67 カ所、帝王切開手当 33 カ所 
 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 199 人（H28 年度）→

224 人（H29 年度） 

・分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

7.9 人（H28 年度）→9.4 人（H29 年度） 

・人口 10 万人対産科・産婦人科医師数 8.2 人（H28 年度）→統

計調査の結果が公表されていないため、観察できなかった。代替

的な指標として分娩取扱医療機関の産科・産婦人科医師数 224

人（H28 年度）→260 人（H29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
手当受給者数、手当支給施設の産科・産婦人科医師数、分娩

1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数が増加し

たことから、産科医の確保に効果があった。 
（２）事業の効率性 
補助率を１／３以内とし、事業者負担を求めている。 

その他 。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.41（医療分）】 
産科医療理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 産科の後期研修医に対して手当等を支給する医療機関 
事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

未受診出産や高齢出産等のリスクを県民が適正に理解し、受診行

動につなげていくことで、産科医の負担軽減を図る必要がある。 

妊産婦死亡率の低下により、妊娠・出産は安全なものであるとい

う認識が一般的に定着化する中、妊婦及びその家族において、妊

娠・出産のリスクに対する意識が低下している。このため、妊娠

時は通常時と比較してコンビニ受診が多くなりがちであり産婦

人科医の負担増加につながっていることから、適切な受診行動を

促すため、県民の理解を促進する必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.7（平成 27 年度）→３未満（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） 産科医療に係る正しい知識や症状別の対応を示したガイドブッ

ク等による普及啓発 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

年間ガイドブック配布部数（目標 30,000 部／年） 

アウトプット指標（達成値） ・ガイドブック在庫の配布（約 1,300 部） 
 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・周産期死亡率 3.7（H27 年度）→4.1（H28 年度） 

・分娩取扱医療機関の産科・産婦人科医師数 224 人（H28 年度）

→260 人（H29 年度） 

・分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

7.9 人（H28 年度）→9.4 人（H29 年度） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
本事業は、未受診出産や高齢出産等のリスクを県民が理解する

ことで、適切な受診を促し、産婦人科医の負担軽減を図り産婦人

科医を確保することを目的としている。 
具体的には、産科医療を理解するためのガイドブックを作成

し、産科施設から妊婦への配布を行っている。 
引き続き、産科施設を通じた妊婦へのガイドブック配布を実施

し、県民の理解促進を図ることで産婦人科医の負担軽減を目指

す。 
（２）事業の効率性 
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 ガイドブック作成の監修を静岡県産婦人科医会に依頼し、効率

化を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 
新生児医療担当医確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,330 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 新生児医療担当医に手当等を支給する医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

新生児医療担当医師数は少ない一方、ＮＩＣＵ数の増加等により

勤務環境は苛酷となっており、医師数不足の一因となっているこ

とから、勤務環境の改善を図る必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.7（平成 27 年度）→３未満（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） 新生児医療担当医に手当を支給する医療機関に対し、手当の一部

助成を行うことにより、過酷な勤務状況にある新生児医療担当医

の処遇を改善し、周産期医療従事者の確保を図る。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

事業を実施する医療機関数（Ｈ28 実績１施設→目標２施設） 

アウトプット指標（達成値） 事業を実施する医療機関数：１施設（H29） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・周産期死亡率 3.7（H27 年度）→4.1（H28 年度） 

・県内産科医療機関（病院）の新生児科医師（専任・常勤）数 38

人（H28 年度）→41 人（H29 年度） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
平成 29 年度は、当初２施設の実施を見込んでいたが、うち１

施設が事情により事業計画をとりやめた。 

本事業は、NICU 入院児を担当する新生児科医師へ手当を支給す

る病院に対し、その手当の一部を補助することにより、新生児科

医の処遇を改善し、新生児科医を確保することを目的としてい

る。 

引き続き本事業を周知し、医療機関から新生児科医への手当支

給を促進することで、新生児科医の確保を図っていく。 
（２）事業の効率性 
 補助率を１／３以内とし、事業者負担を求めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 
産科医育成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

0 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 産科の後期研修医に対して手当等を支給する医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

将来の産科医療を担う医師の育成にあたり、産科医は勤務環境が

過酷であることから、産科を専攻する後期研修医が少なく、環境

の改善が必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.7（平成 28 年度）→３未満（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） 産科の後期研修医に手当を支給する医療機関に対し、手当の一部

助成を行うことにより、産科の後期研修医の処遇を改善し、周産

期医療従事者の確保を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

事業を実施する医療機関数（Ｈ28 実績０施設→目標１施設） 

アウトプット指標（達成値） 事業を実施する医療機関数 
０施設（H29 年度） 
（特定の科の研修医に手当てを支給することが困難との理由） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：（例） 

・周産期死亡率 3.7（H27 年度）→4.1（H28 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 特定の科の研修医のみに手当を支給することが困難との理由

から、平成 29 年度は実施する医療機関がなかった。 
 本事業は産科の後期研修医へ手当を支給する医療機関に対し、

その手当の一部を補助することにより、産科の後期研修医の処遇

を改善し、産科の後期研修医を確保することを目的としている。 
引き続き本事業の周知に努め、医療機関から産科の後期研修医へ

の手当支給を促進することで、産科の後期研修医の確保を図って

いく。 
（２）事業の効率性 
 補助率を１／３以内とし、事業者負担を求めている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.44（医療分）】 
周産期医療対策事業費助成 

（助産師資質向上事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,283 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県産婦人科医会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

過酷な勤務環境や高齢化等により開業産科医が年々減少する中、

産科医と助産師の連携を強め、チームによる周産期医療体制を構

築・強化することで、産科医の負担を軽減していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 

3.7（平成 28 年度）→３未満（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） 助産師、産科医等の合同研修会の実施 

・実施回数：年１回 

・実施規模：200 名程度 

・対 象 者：県内助産師、助産学科に在籍する学生及び産科医等

周産期医療従事者 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

研修受講人数 200 人/年 

アウトプット指標（達成値） 研修受講人数 439 人（平成 29 年度） 
 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・ 周産期死亡率 3.7（H27 年度）→4.1（H28 年度） 

・ 22 週以後の死産数 69 件（H28 年度）→60 件（H29 年度） 

・ 妊産婦死亡数 H27 年度：３ → H28 年度：１ 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
平成 29 年度の受講者数は 439 人であり、平成 28 年度に比べて

70 人程度増加しており、より多くの周産期医療従事者が受講し

た。 

本事業は県内の周産期医療従事者を対象に、知識・手技の向上

を目指す研修会を実施し、本件の周産期医療体制の強化を目指す

ものである。 

引き続き本事業を実施し、周産期医療従事者の資質向上を通じ

て周産期医療体制の強化を推進していく。 
（２）事業の効率性 
 事業の実施主体は静岡県産婦人科医会であり、講師の確保、講

義内容の質の維持、受講者への案内などを効率的に行うことがで

きた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.45（医療分）】 
地域周産期医療学寄附講座 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,000 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 国立大学法人浜松医科大学 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

ハイリスク分娩による児の数は年々増加傾向にある等、地域におけ

る周産期母子医療センターの役割が重くなることで、センターに勤務

する小児科医や産科医の専門的な能力の向上が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

周産期母子医療センターへの周産期専門医の配置数 

実績なし（平成 28 年度） 

→１施設２人（母体・胎児１、新生児１）（平成 30 年度） 

事業の内容（当初計画） 浜松医科大学に地域周産期医療学講座を設置し、講義・演習・研修

等の実施や、地域周産期医療への貢献活動を実施することにより、地

域周産期医療学の診断能力を有する医師（母体・胎児、新生児）を養

成し県内定着を図る。 

アウトプット指標（当初の目標値） 養成医師数：周産期専門医 16 人 

アウトプット指標（達成値） 養成医師数：周産期専門医 13 名（H29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・周産期母子医療センターへの周産期専門医の配置数  母体・

胎児５、新生児４（H28 年度）→母体・胎児６、新生児４（H29

年度） 

・分娩取扱医療機関の産科・産婦人科医師数 224 人（H28 年度）

→260 人（H29 年度） 

・ 分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

7.9 人（H28 年度）→9.4 人（H29 年度） 

・ 県内産科医療機関（病院）の新生児科医師（専任・常勤）数 

38 人（H28 年度）→41 人（H29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
母体・胎児専門医の周産期母子医療センターへの配置人数が増

加したこと、また、産科・産婦人科医師数及び新生児科医師数に

ついても一定程度増加したことから、周産期医療従事者の確保に

効果があった。 
（２）事業の効率性 
 事業実施主体は浜松医科大学であり、人材育成の質を確保する

ことで効率化を図っている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.46（医療分）】 
小児救急医療対策事業費助成 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

262,190 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 小児２次救急医療を提供する医療機関を有する市町 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

小児科医の不足により小児救急医療体制を維持できる病院が不

足していることから、市町とともに、現在小児救急医療を実施し

ている病院を支援していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：乳幼児死亡数（４歳以下人口千対） 

0.53 人（平成 27 年度）→0.35 人（平成 29 年度）  

事業の内容（当初計画） ２次救急医療圏を単位として、病院群輪番制により小児科医を

常駐させ、入院治療を要する小児救急患者の救急医療を確保する

市町に対し、小児救急医療施設運営に必要な経費を助成する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

事業実施二次救急医療圏数 
９医療圏（平成 28 年度）→12 医療圏（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） 事業実施二次救急医療圏数 
９医療圏（平成 28 年度）→９医療圏（平成 29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・５歳未満人口千人当たり乳幼児死亡数（４歳以下人口千対） 

0.53（H27 年度）→0.53（H28 年度） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
事業実施二次救急医療圏数及び乳幼児死亡数は前年度並みで

あった。本事業は、小児救急医療を実施する病院を支援しその体

制を維持することを目的としている。小児科医の不足は小児救急

医療体制の維持に直接かかわる問題であるため、本事業を継続し

て実施し、小児救急医療体制の維持・確保に務める。 
（２）事業の効率性 
 市町を通じた間接補助金とすることで、１病院で対応可能なエ

リアに限定しない、地域一体的な小児救急医療の提供を図ること

ができた。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.47（医療分）】 
小児集中治療室医療従事者研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,840 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 県立こども病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

小児科医の不足により小児救急医療体制を維持できる病院が不

足していることから、特に重篤な小児救急患者の治療を行える医

療人材の確保が必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：乳幼児死亡数（４歳以下人口千対） 

0.53 人（平成 27 年度）→0.35 人（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 小児集中治療に習熟した小児専門医の養成のための研修事業に

対する助成（助成対象：指導医の給与費、需用費等） 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

小児集中専門医研修受講者数（Ｈ28 実績５人→目標５人） 

アウトプット指標（達成値） 小児集中専門医研修受講者数 ２人（H29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・５歳未満人口千人当たり乳幼児死亡数（４歳以下人口千対） 

0.53（H27 年度）→0.53（H28 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
研修受講者数は前年度に比して減少した。 
本事業は特に重篤な小児救急患者の治療を行える医師を確保

するため、小児集中治療に関する研修を行うものである。 
小児科医が不足する中で個々の知識・手技の向上は極めて重要で

あり、研修を受講する機会を引き続き確保するため、本事業を継

続して実施し、小児救急医療体制の維持・確保に務める。 
（２）事業の効率性 
県内で唯一の第 3 次小児救急医療機関である県立こども病院

で研修を実施することで、人材育成の質を確保できるほか、費用

の一部を事業者負担とし、効率化を図っている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.48（医療分）】 
小児救急電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

65,882 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

核家族化、共働き家庭の増加等により子育て経験の少ない親が不
安を持っており、入院治療を必要としない比較的症状の軽い患者
も専門病院で受診するため、病院小児科医の負担が増大している
ことから、小児救急の対応窓口が必要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標 
電話相談により、直ちに受診する必要がなくなった件数 
33,658 件（平成 28 年度） → 35,200 件（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 夜間等におけるこどもの急病時等の対応方法等について、看護
師や医師等がアドバイスを行う相談電話を設置する。 
回 線 数：18 時～23 時 ３回線、その他の時間 ２回線 
実施時間：平日 18 時～翌８時、土曜 13 時～翌８時 

休日８時～翌８時 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

年間相談件数（Ｈ28 実績 41,437 件→目標 44,000 件） 

アウトプット指標（達成値） 年間相談件数 41,188 件（H29 年度） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・電話相談により、直ちに受診する必要がなくなった件数 

33,658 件（81％）（H28 年度）→33,021 件（80％）（H29 年度） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
相談件数及び電話相談により直ちに受診する必要がなくなっ

た件数は前年度並みであり、小児救急医療体制の維持・確保に効

果があった。引き続き本事業を実施し、小児救急医療体制の維

持・確保に務める。 
（２）事業の効率性 
提案競技を実施し、事業の質の確保及び価格の競争による事業

の効率化を図っている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.49（医療分）】 

オーラルフレイル理解促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,929 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中
東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 
要介護状態に至るまでには、認知機能や運動機能、社会性が衰え
ていくフレイルの段階を経ることとなる。 
フレイルの概念を理解し、かかりつけ歯科医等での定期的な口腔
管理の必要性を浸透させていくための歯科医療関係者の養成が
求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 
オーラルフレイル予防を理解し実践する歯科医師の割合 
実績なし（平成 28 年度） 
→歯科医師の 10%（177 人）（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） フレイル・オーラルフレイル研修（３回） 
オーラルフレイル理解促進研修の資料作成 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

研修実施回数（３回）、研修受講者数（180 人） 

アウトプット指標（達成値） 研修実施回数（３回）、研修受講者数（484 人） 

アウトカム指標： 
目標：オーラルフレイル予防を理解し実践する歯科医師の割合
10％(177 人)→  27%(484 人)（平成 29 年度末） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

医療・介護の関係者において、オーラルフレイルに関する理解

を促進することが、要介護状態の発生や悪化を防ぐための支援体

制を確保するため不可欠である。 

（２）事業の効率性 

東部、中部、西部の３か所で実施することにより、効率的に研

修参加できるようにしている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.50（医療分）】 
精神科救急医療対策事業 

【総事業費（計画期
間の総額）】 

4,501 千円 

事業の対象となる区域 賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、志太榛原、中東遠、西部の一部（政
令市管内を除く区域） 

事業の実施主体 県（精神科病院、精神科診療所へ委託） 

事業の期間 平成２９年４月 1日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
精神保健福祉法に基づく保護の申請・通報はいつ発生するか分からな
いため精神保健指定医の確保が難しいが、精神疾患患者の病状悪化時
に、迅速かつ適切な医療が提供できる地域の精神科救急医療体制の確
保が求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：精神保健指定医派遣や措置患者受入を行う病院数 
42 箇所（平成 28 年度）→45 箇所（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） 精神保健指定医派遣病院及び措置入院受け入れ病院をあらかじめ指定
しておき、派遣病院に対する費用を助成することにより、平日昼間に
通報を受けた際に、速やかに受け入れ病院及び精神保健指定医の確保
を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・指定医派遣日数（１日２病院） 293 日×４地域 
・措置患者受入日数（１日１病院）293 日×４地域 

アウトプット指標（達成値） ・指定医派遣日数（１日２病院） 293 日×４地域 

・措置患者受入日数（１日１病院）293 日×４地域 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：精神保健指定医派遣や措置
患者受入を行う病院数 42 箇所（平成 28 年度）→44 箇所（平成 29年
度） 

措置診察の精神保健指定医派遣及び措置入院受入病院の輪番

体制整備を支援することにより、安定的に精神保健指定医の確保

が図られ、地域の精神科救急医療体制に協力する精神保健指定医

や医療機関が増加する。 

・措置診察のため、指定医が派遣された人数  

200人（28年度）→158人（29年度） 

・指定医の措置診察の結果、要措置入院となったため、措置患者

を受け入れた病院数 

   80 病院（28 年度）→57 病院（29 年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

措置診察数や措置入院の受入病院は、精神保健福祉法の警察等

からの通報件数に左右され、29 年度は措置診察数が減少したが、

平日昼間に通報を受けた際には、速やかな精神保健指定医の確保

及び受け入れ病院及び必要であり、本事業により、迅速かつ適切

に確保できることから、有効である。 

また、精神保健指定医は厚生労働省が指定するが、今後の法改

正で５年ごとの更新の際には指定医業務の経験が条件となるこ

とが見込まれており、開業医の指定医業務は措置診察のみとなる

ことから、精神保健指定医の人数確保のためにも有効である。 
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（２）事業の効率性 

輪番による受け入れ病院及び精神保健指定医をあらかじめ指

定しておくことにより、通報を受けた際の連絡先が確保され、複

数の連絡をすることなくスムーズに受け入れ先が決定できるた

め、効率的である。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.51（医療分）】 
高次脳機能障害地域基盤整備事業費 
（医療体制連携強化事業） 

【総事業費（計画期
間の総額）】 

1,500 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、
西部） 

事業の実施主体 県（聖隷三方原病院へ委託） 

事業の期間 平成２９年４月 1日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 
高次脳機能障害に関する診断、治療を行える医療従事者が不足してお
り、各地域の支援拠点病院と連携し、早期に適切な診断・治療等がで
きる医療機関が存在しない地域もある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：高次脳機能障害に関する診断・治療等ができる医療
機関のある二次医療圏 
４圏域（平成 28年度）→５圏域（平成 29 年度） 

事業の内容（当初計画） ・ 高次脳機能障害の診断・評価・リハビリに関する医療従事者向けの
研修 

・ 医療機関でのケースカンファレンスへの専門職員派遣 
・ 診断書作成マニュアルの作成（精神障害者手帳、労災、自賠責、障

害年金） 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
高次脳機能障害研修参加者数 100 人×2回 

アウトプット指標（達成値） ・高次脳機能障害の医療従事者等への研修参加者数 152 人（２

回） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・高次脳機能障害に関する診断・治療等ができる医療機関のある

二次医療圏 ４圏域（平成 28 年度）→４圏域（平成 29 年度） 

・県内の医療機関への専門医師の派遣による指導 

0 人（28 年度）→11 人（11 回）（29 年度新規事業） 

・自動車運転再開の診断等マニュアルの策定 

  0 回（28 年度）→１回（29 年度新規事業） 

  （９医療機関の医師・作業療法士による検討会を開催） 

・小児の高次脳機能障害に関する医療機関連携 

0 回（28 年度）→２回（29 年度新規事業） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

高次脳機能障害に関する診断・治療等を適切に行える医療機関

は４圏域で、29 年度に５圏域とすることはできなかったが、医療

機関への専門医派遣や、自動車運転再開の診断等マニュアル作成

検討等を通じ、高次脳機能障害に関する診断・治療等が適切に行

える医師や医療スタッフを育成して、圏域数を増やす足がかりが

できた。30 年度は、専門医師の派遣や診断書等マニュアル作成に

ついて、さらに充実させていく予定である。 

（２）事業の効率性 

 保健医療計画において本県の高次脳機能障害の拠点病院とし

て指定した医療機関に事業を委託することにより、専門医師が県
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内の医療機関の医師に対し直接診療等の指導を行ったり、診断書

等のマニュアル検討を県内のリハビリ科医師や医療スタッフと

検討することで、より効率的で専門性の高い事業が実施できる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.52（医療分）】 

静岡ＤＭＡＴ体制強化推進事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,600 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

予想される南海トラフ巨大地震や豪雨等の局地災害等から、地域住民

の生命、健康を守るための医療救護体制を確立し、医療救護活動の万

全を期す必要がある。本事業を実施し、超急性期における災害医療に

精通した医療従事者（ＤＭＡＴ）の確保につなげる。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：災害拠点病院（静岡ＤＭＡＴ指定病院）のＤＭＡＴ

保有数 

・救命救急センター（10 病院） 平均 2.6 チーム(H29.4.1 時点） 

→4チーム以上保有(H33 年度） 

・救命救急センター以外（11 病院）平均 1.8 チーム(H29.4.1 時点）→

2チーム以上保有(H33 年度） 

事業の内容（当初計画） 日本ＤＭＡＴ活動要領に基づく隊員資格取得のための研修（県 1.5 日

研修）及びＤＭＡＴ隊員のロジスティクスに関する技能維持・向上の

ための研修を実施 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

研修会の開催回数（県 1.5 日研修：２日間・年１回、ﾛｼﾞｽﾃィｸｽ研修： 

１日間・年２回、参加人数：各回 30 名程度） 

アウトプット指標（達成値） 県 1.5 日研修 : 10/14(土)～10/15(日)32 名受講 

ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ研修：7/9(日)13 名受講、2/18(月) 17 名受講 

事業の有効性・効率性 ・県 1.5 日研修の実施により、ローカルＤＭＡＴ隊員を 32 名養

成し、うち 7名が国 2.5 日研修受講により日本ＤＭＡＴ隊員資格

を取得した。 

・ＤＭＡＴ隊員養成数 

救命救急センター(10 病院→11 病院)： 

平均 2.6 チーム(H29 .4.1 時点)→2.5 チーム(H30.4.1 時点） 

救命救急センター以外(11 病院)： 

平均 1.8 チーム（H29.4.1 時点）→1.9 チーム(H30.4.1 時点） 

 ※救命救急センターを有する災害拠点病院の新規追加に伴い、 

  当該病院の平均値は下がったものの、救命救急センター以外

の病院の平均値は増加している。 

 

・ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ研修の実施により、医師・看護師・業務調整員の各職

種による技能維持・向上に寄与した。（２回計：医師 6 名、看護

師 16 名、業務調整員 10 名） 
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（１）事業の有効性 

本事業により県内災害拠点病院のＤＭＡＴ隊員の増加のほか、

ＤＭＡＴ隊員の技能維持・向上につながり、県内災害医療体制の

質・量の底上げが図られている。 

（２）事業の効率性 

県内ＤＭＡＴｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ・ﾀｽｸのほか、県外からもＤＭＡＴｲﾝｽﾄﾗｸﾀ

ｰ・ﾀｽｸを招聘し、研修の質を担保しつつ実施することができた。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.４】 

在宅医療推進センター運営事業費 

助成 

【総 事 業 費】16,079 千円 

【基金充当額】H26：4,139 千円 

H29：10,255 千円 

事業の対象とな

る区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 

①全圏域における在宅医療に関する正しい知識の普及、多職種連携に

よる医療と介護の切れ目のない支援 
②公開講座（セミナー・シンポジウム）の開催  

１回以上、参加者２００人以上 
事業の達成

状況 

26

年

度 
地域包括ケア普及啓発セミナー 参加者：２７６名 

事業の目標 ・公開講座（セミナー・シンポジウム）の開催 
 １回以上 参加者 200 人以上 

事業の達成

状況 

29

年

度 
・在宅医療に関する各種研修会等の開催 
 計６回開催 参加者延べ 704 人 

事業の有効性・

効率性 
 

（１）事業の有効性 
 静岡県在宅医療体制整備・推進協議会等の開催や、在宅医療に関わ

る多職種、県民等を対象とした啓発活動の実施は、本県における在宅

医療体制全体の向上に有効である。 
（２）事業の効率性 
 地域医療再生基金事業を補完 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.５】 

災害時の難病患者支援連携体制促進事

業費 

【総 事 業 費】476 千円 

【基金充当額】H26：0千円 

H29：476 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事 業 の

目標 
①災害時における難病患者の受入体制を検討する難病医療拠点・協力病

院数 38 箇所（平成 26 年度） → 38 箇所（平成 27 年度） 

②災害時に円滑に難病医療拠点・協力病院数への受入れが可能となる難

病患者数(希望者全員) 
事 業 の

達 成 状

況 

26

年

度 平成 26 年度は、平成 27 年度検討会実施のために関係者との連携を図

り、防災訓練や災害時の事例を元に検討内容と体制整備に向けた素案

作成を主に実施した。 

事 業 の

目標 
・災害時における難病患者の受入体制を検討する難病医療拠点・協力病
院数 38 箇所（平成 28 年度） → 39 箇所（平成 29 年度） 

・災害時に円滑に難病医療拠点・協力病院数への受入れが可能となる難
病患者数(希望者全員) 

事 業 の

達 成 状

況 

29

年

度 

・災害時における難病患者の受入体制を検討する難病医療拠点・協力病
院数 38 箇所（平成 28 年度） → 37 箇所（平成 29 年度） 

＊国立病院機構の病院統合に伴う病院数の減 

・災害時に円滑に難病医療拠点・協力病院数への受入れが可能となる難

病患者数(希望者全員) 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

難病患者が搬送される可能性が高い難病医療拠点病院及び難病医療協

力病院が日頃から密に連携を取りあい、その受入や搬送について話し合

う場を設けることは、災害時の医療提供体制の確保に有効である。 

（２）事業の効率性 

難病医療拠点病院へ委託事業として委託したため、連絡調整等が効率的

に行われた。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.６】 

難病患者等介護家族レスパイトケア促

進事業費助成 

【総 事 業 費】6,617 千円 

【基金充当額】H26：1,520 千円 

H29：3,577 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部、） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事 業 の

目標 
・事業実施市町数 

10 市町（平成 25年度）→ 33 市町（平成 27 年度） 

事 業 の

達 成 状

況 

26

年

度 
実施市町が県内全域に広がったことで本事業が県民に対して利用しや

すい環境が整ったといえる。 

事 業 の

目標 
・事業実施市町数：35市町(平成 29 年度) 
・延べ利用回数：2,500 回（平成 29 年度） 

事 業 の

達 成 状

況 

29

年

度 

・ 事業実施市町数 34 市町 

・ 延べ利用回数 2,716 回 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

在宅で人工呼吸器や気管切開などにより頻回に医療ケアが必要な患者

は、患者本人は勿論のこと、介護する家族等の負担が非常に大きい。介

護者をサポートするためにも、本事業のように介護者の負担軽減を行う

ことは非常に重要であり、難病患者及び介護者の QOL 向上に繋がってい

る。 

（２）事業の効率性 

初めて事業を実施する市町に対しては、実施方法や報告書等の作成を個

別に丁寧に説明することで単純なミスを減らすなどの工夫をしている。 

その他  
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.７】 

 地域包括ケア体制構築促進研修事業費 

【総 事 業 費】889 千円 

【基金充当額】H26：498 千円 

H29：391 千円 

事業の対象と

なる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 27 年 1 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の目

標 
県・健康福祉センター・市町（地域包括支援センター）の保健師に対 

し、医療介護総合確保の流れを踏まえた研修を行い、地域包括ケアシス 

テム構築の要となる保健師等を育成する。 

（研修の実施 5回、参加者 50 人以上） 

事業の達

成状況 

26

年

度 

＜研修の実施＞ 

実施回数：7回 

本庁実施分：4回 

健康福祉センター実施分：3回（賀茂・御殿場・西部） 

参加者：528 人（本庁実施分 360 人、健康福祉センター実施分 168 人） 

事業の目

標 
・ 研修開催回数 本庁実施分２回、健康福祉センター実施分７回 
・ 参加者 本庁実施分 350 人、健康福祉センター実施分 500 人 

事業の達

成状況 

29

年

度 
・ 研修開催回数 本庁実施分１回、健康福祉センター実施分 15回 
・ 参加者 本庁実施分 51 人、健康福祉センター実施分 554 人 

事 業 の 有 効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

 地域の健康課題を捉え、その解決に向けた地域包括ケア体制を構築し

ていくためには、地区分析からコーディネートまでを実践できる保健師

の関わりが必須となるため、その具体的方法を学ぶ機会である本研修は

今後の事業展開のためにも有効である。 

（２）事業の効率性 

 研修の場＝関係機関・者との顔が見える関係の構築の場となることも

多く、研修で学び、またそれ以上の得るものがある状況であることが事

業の効率性もよいと言える。 

その他  
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.８】 

 難病指定医研修会開催事業費 

【総 事 業 費】1,356 千円 

【基金充当額】H26：0千円 

H29：1,356 千円 

事業の対象と

なる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の目

標 
指定医の資格要件を満たす研修会の開催(3 回) 
指定医の育成(60 名) 

平成 26 年度：３回×20 名＝６０名 

→平成 27 年度：６回×20 名＝１２０名 

事業の達

成状況 

26

年

度 
平成 26 年度実績無し 

※資格要件となる研修内容の提示（厚生労働省）が遅れたことから当該

年度の研修開催をとりやめることとなった（次年度以降に実施） 

事業の目

標 
難病指定医認定（研修受講者）  300 人 

事業の達

成状況 

29

年

度 
・ 研修会を計３回実施した。  

・ 計 163 名の参加者があった。 

事 業 の 有 効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

難病患者に対する医療等に関する法律の施行に伴い、静岡県内に主たる

勤務先を有する医師に対して研修を実施した。 

研修において診断書記載の際の注意事項等を説明したことで診断書の

記載漏れや未記入等の不備の減少に繋がった。 

（２）事業の効率性 

担当課職員が講師となることにより、費用を抑えることが出来た。 

その他  
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３．事業の実施状況 

   

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.10】 

 精神障害者地域移行支援者連携事業 

【総 事 業 費】1,366 千円 

【基金充当額】H26：144 千円 

H29：1,222 千円 

事業の対象と

なる区域 
全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の期間 平成 27 年１月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事 業 の 目

標 
①精神科病院入院患者 

 現状 目標（平成29年6月末） 

1 年以上の長期在院者数 3,956 人 18％減（712 人減） 

入院後3ヶ月時点の退院率 55.8% 64％以上 

入院後 1年時点の退院率 89.7% 91％以上 

②相談支援事業所が、長期入院患者の地域移行支援のため、精神科病院

や入院患者本人からの依頼で病院を訪問する経費（交通費、人件費）

に対する支援回数。（3回／1病院 ×3月× 38 病院） 

事 業 の 達

成状況 

26

年

度 

①現状欄（平成 24 年 6 月末）以降の数値については、国からの公表が未

のため、不明であるが、１年以上の長期在院者数は、減少傾向にあると

見られる。 

②6病院において、延べ 24 人に対し、地域移行にかかる支援を行った。 

事 業 の 目

標 
・ 支援回数 3 回×12 月×28 病院 
・ 訪問回数 1 回×12 月×7保健所 

事 業 の 達

成状況 

29

年

度 
・支援回数 171 回（14 病院） 

・訪問回数  15 回（5ケース） 

事 業 の 有 効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

本事業により精神科病院が開催する会議に地域の事業所が参加しやす

くなることで、地域で生活する具体的な検討がなされ、地域移行に繋が

る。また、医療機関と保健所の訪問により、支援対象者の症状の重症化

を防ぎ、継続して地域生活を送れるようになる。訪問については、ケー

スの掘り起しが重要であることから、平成 30年度はケース検討会を通し

て、掘り起こしを行い、ケースを増やしていく。 

（２）事業の効率性 

ケース検討会に講師を招き、対応に悩むケースの方向性を検討してお

り、事業実施に当たり保健所が抱え込まないようにしている。また、医

療機関と同行することで、専門的な見地から支援対象者へアプローチす

ることができ、その後の受診やサービスに繋げられる。 
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３．事業の実施状況 

   

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.12】 

 医療・介護一体改革総合啓発事業費 

【総 事 業 費】10,538 千円 

【基金充当額】H26：5,101 千円 

H29：5,437 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
①四半期に１回程度ずつ、各医療圏において啓発イベントを実施する。 

啓発イベント参加者数 8,000 人／年 

②H27 年度末までに地域医療支援団体を 10団体に増やす。 

（現状８団体。H27 年度末までに新規２団体の設立を目指す。） 

事業の

達成状

況 

26

年

度 

①病院関係者を対象とした講演会（1回：114 名） 

 市町・医療介護関係者を対象とした講演会（1回：306 名） 

 医療安全推進研修会（1回：49 病院：163 人参加） 

 医療安全管理シンポジウム（3回：80 病院：388 人） 

②地域医療支援団体…８団体（H26 年度末時点：H26 年度中に２団体が設

立された。H27 年度で新規２団体の設立を目指している。） 

事業の

目標  研修や普及啓発イベント等参加者数 1,000 人／年 

事業の

達成状

況 

29

年

度 
 研修会６回、シンポジウム・講演会２回、意見交換会１回 

 参加人数 1,060 人／年 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

本事業により行政や医療関係者、患者や県民に対して在宅医療・介護サービ

スに関して普及啓発を行うことで、主体的に地域の医療を支える担い手となる

団体の増加につながる。かかりつけ医の普及や人生の最終段階における医療・

ケアの在り方に関する啓発活動により、患者の状態に合った医療機関へのアク

セスの改善に貢献している。平成 29 年度は新規団体の設立が見られ、一定の効

果が得られた。平成 30年度は県東部地域での団体設立を目指し、継続的に啓発

を行うことで目標達成を図る。 

（２）事業の効率性 

 研修会やシンポジウムの開催にあたり、ポスターやちらしの配布等において

団体や各市町及び関係各課と協力し、多くの県民及び関係者に対して効率的に

開催の周知をすることにより、効果的に事業を実施することができた。 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.13】 

 訪問看護ステーション設置促進事業

費助成 

【総 事 業 費】74,807 千円 

【基金充当額】H26：7,500 千円 

H29：21,679 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事 業 の

目標 
①訪問看護提供体制の拡充 
②訪問看護ステーションの増加（新設５箇所） 

事 業 の

達 成 状

況 

26

年

度 
訪問看護ステーションの新設整備（５箇所） 

事 業 の

目標 
・訪問看護ステーションの増加（新設 37 箇所） 
 

事 業 の

達 成 状

況 

29

年

度 

・訪問看護ステーションの増加（新設 14 箇所） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
本事業により訪問看護ステーションが 14 箇所新設され、一定程度の効

果が得られたが、目標には到達しなかった。また、ステーションの廃止

数が多く、年間の純増数は+2 に留まっており、ステーションの安定的な

経営が可能となることが課題である。 
（２）事業の効率性 
 新設を交付条件としており、本事業は訪問看護ステーションの増加に

直接的かつ効率的に寄与している。 
その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.14】 

 訪問看護推進事業費 

【総 事 業 費】43,731 千円 

【基金充当額】H26：11,941 千円 

H29：31,790 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
①訪問看護師の増加、訪問看護の質の向上 
②研修会（７メニュー）の開催 延べ１５回、参加者 延べ３４０人 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
研修会（７メニュー）の開催 延べ１６回、参加者 延べ６８２人 

事業の

目標 
・研修会（10メニュー）の開催 延べ 100 回、参加者延べ 675 人 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

・研修会（10メニュー）の開催 延べ 78回、参加者延べ 620 人 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
 訪問看護推進協議会における訪問看護体制の強化に関する検討や、研修

会等の開催による訪問看護師の質の向上は、在宅医療に必要不可欠な訪問

看護体制の強化に有効である。また、平成 29 年度から新たに実施してい

る訪問看護ステーションの開業セミナーや経営セミナーは、訪問看護ステ

ーションの新規参入や経営状況の改善を促し、訪問看護体制の強化に寄与

している。 

（２）事業の効率性 
統合補助金事業から移行、強化 

その他  
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３．事業の実施状況 

   

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 【NO.15】 

 がん総合対策推進事業費 
（在宅ターミナル看護支援事業） 

【総 事 業 費】4,853 千円 

【基金充当額】H26：1,853 千円 

H29：3,000 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
①「研修会や地域情報交換会に参加した訪問看護ステーション数」 

44 事業所（平成 25 年度）→ 82 事業所以上（平成 29 年度） 

②「研修会や地域情報交換会に参加した訪問看護ステーションのうち、在

宅ターミナルケアを実施した訪問看護ステーション数」 

31 事業所（平成 24 年度）→ 70 事業所以上（平成 29 年度） 

事業の

達成状

況 

26

年

度 

①「研修会や地域情報交換会に参加した訪問看護ステーション数」 

  8 箇所・各 2日間開催 延べ 203 人 

   平成 26 年度末時点：78 事業所（34事業所の増） 

②「在宅ターミナルケアを実施した訪問看護ステーション数」 

  2 箇所・各 2日間開催 延べ 189 人 

平成 26 年度末時点：131 事業所（100 事業所の増） 

引き続き、研修会及び地域情報交換会を実施することで、在宅ターミナ

ルケアに関わる看護師のスキルアップを図っていく。 
事業の

目標 
研修会等に参加した訪問看護ステーション数 94 事業所以上 

在宅ターミナルケアを実施した訪問看護ステーション数 131 事業所以上 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

研修会や地域情報交換会に参加した訪問看護ステーション数 

 82 事業所 

在宅ターミナルケアを実施した訪問看護ステーション数 156 事業所 
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事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

在宅ターミナルケアを支えている訪問看護ステーションは、ターミナル看

護に特化した研修の機会が少なく、また、少人数体制で業務を行っている

ため研修に参加しにくい状況にある。そのため、最新の在宅ターミナルケ

アに関する知識や技術を学ぶ研修会及び地域の訪問看護ステーション等

との情報交換会を開催したことで、がん患者の在宅生活支援を推進でき、

地域の在宅支援体制の連携強化を図ることができる。 

（２）事業の効率性 

地域情報交換会では、地域の訪問看護ステーションを会場とし、希望する

時間に実施したことで、多くの訪問看護師の参加が可能となった。 

その他  
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３．事業の実施状況 

   

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.16】 

 在宅歯科医療推進事業費 

【総 事 業 費】19,345 千円 

【基金充当額】H26：4,637 千円 

H29：14,708 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
居宅等で療養し歯科治療の必要な者に、適切な在宅歯科医療サービスを

供給できる体制を整備し、制度としての定着を図る。 

①在宅療養支援歯科診療所数 

124 箇所（平成 26 年度）→600 箇所（平成 28年度末） 

【参考】平成 26年度は在宅療養支援歯科診療所 40 箇所以上増加 

②在宅歯科医療研修センター（仮称）の設置〔１箇所〕（平成 26 年度） 

③研修企画運営会議（10 人）４回 

④在宅歯科医療研修ｶﾘｷｭﾗﾑ検討会 13 回 

口腔衛生管理：(10 人）４回、歯科衛生士再就業支援：(６人)３回、

摂食嚥下診断：(７人）３回、研修教材作成：(５人）３回 

事業の

達成状

況 

26

年

度 ①在宅療養支援歯科診療所数：平成 27年 7月頃に届出状況判明 

②在宅歯科医療推進室（研修の統括・相談窓口の運営）を開設〔１箇所〕 

③在宅歯科医療推進室運営委員会（４回開催、延べ 46 名参加） 

④在宅歯科医療研修ｶﾘｷｭﾗﾑ検討会 13 回開催 

 口腔衛生管理、歯科衛生士再就業支援、摂食機能診断、映像研修教材 

 に関する研修会のｶﾘｷｭﾗﾑを作成 

※②③は都道府県計画では「在宅歯科医療研修センター」と表記されてい

るが、在宅歯科医療に関する研修の企画・統括及び県民への情報提供等

の事業を行うため、名称を在宅歯科医療推進室として開設した。 

事業の

目標 
研修受講者数（目標：歯科医師 240 人以上、歯科衛生士 180 人以上）在宅
療養支援歯科診療所の数（目標：県内 300 箇所） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 
研修受講者数（歯科医師 334 人、歯科衛生士 308 人） 

在宅療養支援歯科診療所の数（310 箇所） 
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事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

 居宅等で療養する者において歯科治療が必要なものは 7 割を超えてい

る。県内全域において歯科訪問診療が実施されるためには、制度の周知と

ともに対応可能な歯科診療所を一定数確保することが必要である。 

（２）事業の効率性 

 平成 29 年度末で在宅療養支援歯科診療所の数は 300 を超え、4 年間で

186 箇所増加した。 

その他   
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

事業名 【NO.17】 

 在宅歯科医療設備整備事業費助成 

【総 事 業 費】121,591 千円 

【基金充当額】H26：42,668 千円 

H29：18,002 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 31 年３月 

☑継続 ／ □終了 

事業の

目標 
・在宅療養支援歯科診療所数：40 箇所以上増加（平成 26 年度末） 

 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
・設備整備事業費助成歯科診療所：64箇所 

(在宅療養支援歯科診療所数：平成 27年 7月頃に届出状況判明) 

 

事業の

目標 
助成件数（目標：54 件）、在宅療養支援歯科診療所数（目標：県内 300 箇

所） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 
助成件数：52 件 

在宅療養支援歯科診療所数（県内 305 箇所） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

在宅療養支援歯科診療所の割合は平成 29 年度末で約 18%となり、県内ど

の地域であっても在宅歯科医療を受けることができる体制が整いつつあ

る。 

（２）事業の効率性 

事業費の 1/2 の負担を事業者に求めたことにより、各歯科診療所がより

安価に機材を調達することができ、また、購入後の活用も期待される。 

その他   
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

事業名 【NO.18】 

 特殊歯科診療（認知症・知的障害者等）

連携推進事業費助成 

【総 事 業 費】6,258 千円 

【基金充当額】H26：59 千円 

H29：3,823 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 

事業の

目標 
認知症や知的障害、要介護状態等により、かかりつけ歯科医で対応でき

ない患者に対する後方支援歯科医療機関としての病院等の歯科と、かかり

つけ歯科医たる歯科診療所との連携体制を保健医療圏内で構築 

・実地研修 ５回開催×２圏域、参加者 延べ30人以上 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
実地研修は２圏域で試行した。受講者である歯科医が指導歯科医ととも

に病院で診療をする診療参加型の実地研修を行うため、関係者の意見調整

を行い、安心・安全な医療を提供しながら効果的に実地研修が行える環境

を確保することができた。 

事業の

目標 実地研修開催回数（40回以上）、実地研修参加者数（80 人以上） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 実地研修開催回数（49回）、実地研修参加者数（101 人） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

 実地研修受講者の中から障害者歯科学会認定医も輩出され、実施地域の

歯科医療提供体制は充実されつつある。 

（２）事業の効率性 

 実地研修１回あたりの参加可能歯科医師数は少数であるが、年間計画を

作成し効率的に研修できるようにしている。 

その他   
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.23】 

 ふじのくにバーチャルメディカルカ
レッジ運営事業費 
（地域医療支援センター事業） 

【総 事 業 費】112,285 千円 

【基金充当額】H26：51,187 千円 

H29：61,098 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 
□継続 ／ ☑終了 

事業の

目標 
①人口 10 万人あたり医師数  

平成 24 年 12 月 186.5 人 → 平成 28 年 12 月 194.2 人 
（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

②医学修学研修資金被貸与者の県内定着率 
平成 25 年４月 39.1％ → 平成 30年３月 50％ 

③創立記念式典参加者数 50 人以上 
④こころざし育成セミナー参加者数 150 人以上 

事業の

達成状

況 

26

年

度 

○医学修学研修資金被貸与者の県内定着率 
 平成 27 年４月 52.2％ 
○創立記念式典参加者数 87 人（医学生 57 人、研修担当医等 19 人、登壇者等 11 人） 
○こころざし育成セミナー参加者数 180 人 
引き続き、全国に先駆けて設置した「ふじのくに地域医療支援センター」
が中心となって、県内の複数病院が連携して魅力的な専門医プログラム 
を提供する県専門医研修ネットワークプログラムの整備、医学修学研修
資金貸与事業や同資金被貸与者と医療関係者の交流会、医学部入学を目
指す高校生を対象とした、こころざし育成セミナー等の取組を推進し、
県内外からの医師の確保及び地域における偏在解消を図っていく。 

事業の

目標 
・医師派遣・あっせん数 160 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 69 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％  

事業の

達成状

況 

29

年

度 
・医師派遣・あっせん数 157 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 73 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 47％  

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

人口 10 万人あたり医師数は、200.8 人（平成 28 年 12 月）と前回調査か

ら 6.9 人（3.6%）増加し、全国の増加率（2.8%）を上回った。また、「医

師派遣・あっせん数」を始めとしたアウトプット指標についても、目標値

と同等もしくはそれ以上の結果となっている。これらは、医療の質の向上

及び医師確保のための研修の充実や、医師及び医学生の県内就職を促進す

るための情報発信・リクルート活動の推進を図る本事業の実施によるもの

であり、事業の効果が認められる。 
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（２）事業の効率性 

医師のキャリア支援については県内唯一の医科大学である浜松医科大

学、県立総合病院を運営する県立病院機構との連携により、また情報発信

については、県内の多数の病院とのネットワークを有する静岡県病院協会

と連携し、効果的かつ効率的に実施している。 

その他  
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３．事業の実施状況 

 
事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.24】 

 ふじのくにバーチャルメディカル

カレッジ運営事業費（医学修学研修資

金）（地域医療支援センター事業） 

【総 事 業 費】687,125 千円 

【基金充当額】H26：651,776 千円 

H29：35,349 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 34 年３月 

☑継続 ／ □終了 
事業の

目標 
①人口 10 万人あたり医師数  

平成 24 年 12 月 186.5 人 → 平成 28 年 12 月 194.2 人 

（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

②医学修学研修資金被貸与者の県内定着率 

平成 25 年４月 39.1％ → 平成 30年３月 50％ 

③医学修学研修資金被貸与者数 325 人 

事業の

達成状

況 

26

年

度 

○医学修学研修資金被貸与者の県内定着率 
 平成 27 年４月 52.2％ 
○医学修学研修資金被貸与者数 280 人（基金分のみ） 
引き続き、全国に先駆けて設置した「ふじのくに地域医療支援センター」
が中心となって、本事業のほか、県内の複数病院が連携して魅力的な専 
門医プログラムを提供する県専門医研修ネットワークプログラムの整
備、医学修学研修資金被貸与者と医療関係者の交流会、医学部入学を目
指す高校生を対象とした、こころざし育成セミナー等の取組を推進し、
県内外からの医師の確保及び地域における偏在解消を図っていく。 

事業の

目標 
・医師派遣・あっせん数 160 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 69 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％  

事業の

達成状

況 

29

年

度 
・医師派遣・あっせん数 157 人 

・キャリア形成プログラムの作成数 73 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 47％ 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

医学修学研修資金被貸与者は、29 年度には累計で 973 人（前年比＋105

人）となり、貸与者は毎年増加するとともに、30 年度の県内勤務者数は

365 人（前年比＋62 人）になるなど、本県に勤務する医師の着実な増加に

寄与している。また、「医師派遣・あっせん数」を始めとしたアウトプッ

ト指標についても、目標値と同等もしくはそれ以上の結果となっており、

本事業の効果が認められる。 

（２）事業の効率性 
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貸与者の決定にあたっては、将来的に県内医療機関に勤務する意思やビ

ジョンを確認するなど、本県の地域医療に貢献する志を持った医学生に修

学資金を貸与することとしている。 

その他 本県には医大が浜松医大のみであり、県外医大の他県出身者を県内に呼

び込み県内勤務医を確保していく必要があるため、地域枠を県内出身者に

限定していない。このため、平成 30 年度以降の基金事業においては、地

域枠の継続貸与分のみを対象とする。 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】 

 産科医等確保支援事業 

【総 事 業 費】650,941 千円 

【基金充当額】H26：59,498 千円 

H29：40,262 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
・事業を実施する医療機関の数 ７２箇所 
 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
・事業を実施する医療機関の数 ６３箇所 
 引き続き本事業を実施することにより産科医等の負担軽減を図ってい

く。 
事業の

目標 
手当支給者数（H28 実績 520 人→目標 590 人） 
手当支給施設数（H28 実績 69 施設→目標 78施設） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

・手当支給者数 分娩手当 482 人、帝王切開手当 127 人 
・手当支給施設数 分娩手当 67 カ所、帝王切開手当 33 カ所 
 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
手当受給者数、手当支給施設の産科・産婦人科医師数、分娩 1,000 件当

たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数が増加したことから、産科医

の確保に効果があった。 
（２）事業の効率性 
補助率を１／３以内とし、事業者負担を求めている。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.37】 

 看護職員養成所運営費助成 

【総 事 業 費】1,576,027 千円 

【基金充当額】H26：130,560 千円 

H29：84,722 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 27 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
①人口 10 万人当たり看護職員従事者数（平成 28 年 12 月 961.2 人） 

②事業実施施設 7施設 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
7 校８課程(学生数 783 人)に助成 

 

事業の

目標 
・事業実施施設８施設 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

・事業実施施設８施設 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

 質の高い養成所運営を行うことにより、本県の平成 29 年度の看護師

国家試験合格率は 96.6％と全国平均の 91.0％と比較し大幅に高くなっ

ていることから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

 看護師等養成所が充実した教育環境の中で安定的な運営を行 

うことは質の高い看護師等を養成するために重要であり、本事業は、それ

を助成制度により支援することで、各学校の自助努力による効率的な運営

を促すことにも寄与している。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.39】 

 病院内保育所運営費助成 

【総 事 業 費】1,327,008 千円 

【基金充当額】H26：180,534 千円 

H29：89,301 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
①人口 10 万人当たり看護職員従事者数（平成 28 年 12 月 961.2 人） 

②事業実施病院数 46病院 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
42 施設に助成 

 

事業の

目標 
・事業実施病院数 46病院（平成 29 年度） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

・事業実施病院数 38病院（平成 29 年度） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
子育てと仕事の両立が可能な職場環境を整え、看護職員の離職防止を図

ることにより、本県の 2016 年の常勤看護職員離職率は 9.9％と全国平

均の 10.9％と比較し低くなっている（日本看護協会調査結果）、ことか

ら、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 
 国庫補助事業の時と同様に、補助を受けようとする年度の前々年度の病

院決算における当期剰余金に着目した調整率を設定するとともに、補助率

を 2/3 として事業者負担を求めることで、効率的な運営を促進している。 
その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.41】 

 看護職員確保対策事業費 

(ナースセンター事業) 

【総 事 業 費】110,119 千円 

【基金充当額】H26：59,341 千円 

H29：50,778 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
①人口 10 万人当たり看護職員従事者数（平成 28 年 12 月 961.2 人） 

②ナースバンク利用者の就業者数年間 700 人 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
(1) 就業相談件数 6639 件 

(2) ナースバンク登録者の就業者数 761 人 

(3) 再就業準備講習会受講者 101 人 

事業の

目標 
ナースバンク利用者の就業者数年間 800 人（平成 29 年度） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

ナースバンク利用者の就業数年間 1,039 人（平成 29 年度） 

 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 

ナースバンク登録者の就業者数が 971 人から 1,039 人に増加したほか、

看護師等の離職時届出制度の活用などにより、ナースセンターへの相談数

が 8,460 件から 9,448 件に増加していることから、事業の有効性は高い。 

（２）事業の効率性 

 事業計画全般を県が確認し、四半期報告を求めるなどして進捗状況を常

に把握しながら効率的に事業を推進している。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 【NO.47】 

 小児救急医療対策事業 

【総 事 業 費】922,866 千円 

【基金充当額】H26：93,646 千円 

H29：51,440 千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の期間 平成 26 年 12 月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 
事業の

目標 
・小児２次救急医療提供医療圏 

９医療圏（平成 26 年度）→12 医療圏（全医療圏） 

事業の

達成状

況 

26

年

度 
小児 2次救急医療提供医療圏 ９医療圏 

 

事業の

目標 
事業実施二次救急医療圏数 
９医療圏（平成 28 年度）→12 医療圏（平成 29 年度） 

事業の

達成状

況 

29

年

度 

事業実施二次救急医療圏数 
９医療圏（平成 28 年度）→９医療圏（平成 29 年度） 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
事業実施二次救急医療圏数及び乳幼児死亡数は前年度並みであった。本

事業は、小児救急医療を実施する病院を支援しその体制を維持することを

目的としている。小児科医の不足は小児救急医療体制の維持に直接かかわ

る問題であるため、本事業を継続して実施し、小児救急医療体制の維持・

確保に務める。 
（２）事業の効率性 
 市町を通じた間接補助金とすることで、１病院で対応可能なエリアに限

定しない、地域一体的な小児救急医療の提供を図ることができた。 
その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.51（医療分）】 
在宅復帰支援体制強化事業 

【総 事 業 費】1,367 千円 

【基金充当額】H29：1,367 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療を

必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において長期

の在宅療養を支える体制を整備するため、地域における多職種連携のネ

ットワークづくりや県民への在宅療養における普及啓発を図る必要が

ある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→43.9 人（平成 29年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25年度）→23.6％（平成 29年度）  

事業の内容（当初計画）  各地域における医療・介護に関する多職種連携のネットワークづくり

を図るワーキンググループの開催及び、県民向けの「在宅医療・介護の

手引」を作成する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・県民向け「在宅医療・介護の手引」の作成（6,000 部） 

・各地域におけるワーキンググループの開催（８医療圏） 
アウトプット指標（達成値） ・各地域におけるワーキンググループの開催（４医療圏） 

・「高齢者在宅生活“安心”の手引き検討会議」の開催（２回） 
・「高齢者在宅生活“安心”の手引き」の検討素案の作成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（平成 29 年度実績値は集計中につき、以下は現時点最新値） 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→37.2 人（平成 27年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25年度）→22.8％（平成 28年度） 
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（１）事業の有効性 
 ワーキンググループ(ＷＧ)の開催については、４医療圏におい

て、医療・介護に関する多職種からなるＷＧ若しくは類似する検

討会を実施し、地域における入退院支援に関する検討を行った。  

目標には到達しなかったが、その他の地域においても、ＷＧ設

置に向けた検討が行われ、入退院支援の取組が進められた。 

 「在宅医療・介護の手引」については、医療・介護の専門職、

当事者団体等による検討会議を開催し、内容について協議した。 

 高齢者や家族が、在宅での生活について具体的にイメージでき

る内容とするべき。また、介護が必要となる前から関心を持たれ

るような内容にしてほしい等の意見もあったことから、手引きの

内容や普及方法等について、継続的に協議することとした。 
（２）事業の効率性 
 既存の検討会等においてＷＧの役割を果たすことが可能な場

合、重複して新たにＷＧを設置することなく既存の検討会等を活

用することにより、事業経費の節減、事務の省力化を図っている。 
その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.52（医療分）】 
在宅医療提供施設整備事業 

（訪問診療実施診療所） 

【総 事 業 費】63,225 千円 

【基金充当額】H29：30,194 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 ・訪問診療を実施する診療所 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、訪問診療を実施してい

く診療所に対しての整備を促進していく必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→43.9 人（平成 29年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25年度）→23.6％（平成 29年度）  

事業の内容（当初計画）  訪問診療を実施する診療所が、訪問診療の際に使用する医療機器の

設備整備に対して助成する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・訪問診療を実施する診療所への設備整備→72施設 

 

アウトプット指標（達成値） ・訪問診療を実施する診療所への設備整備→51施設 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
本事業により、訪問診療を実施する診療所の 51 施設において

設備が整備され、訪問診療実施体制の充実が図られた。目標には

到達しなかったが、平成 30 年度には、医師会を通じて本事業の

普及・周知を図る等により目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
 診療所において、訪問診療に直接必要な整備に限定して実施し

ている。また、設備整備に当たって、各事業実施機関において入

札又は見積合せを実施することにより、コストの低下を図ってい

る。 
その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.53（医療分）】 

全身疾患療養支援研修事業 

【総 事 業 費】1,335 千円 

【基金充当額】H29：1,335 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

歯や口の健康状態は糖尿病等の全身状態の悪化予防や、要介護
状態の進行の予防につながるため、病院を退院し居宅等で療養す
る高齢者等の口腔管理を定期的に行うことが重要である。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：歯科訪問医療を実施する歯科診療所数 
437 箇所（平成 29 年８月）→454 箇所（平成 29 年度末） 

事業の内容（当初計画） 歯科医療関係者と医療関係者、糖尿病患者を対象に、糖尿病重
症化予防と歯周病治療の関係について重要性を理解し、共通の理
解をもって在宅療養患者を支援するための講習会を開催する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

糖尿病対策医科歯科連携研修会開催（５回） 
参加人数（目標：150 人） 

アウトプット指標（達成値） 糖尿病対策医科歯科連携研修会開催（５回） 

参加人数（251 人） 

アウトカム指標：在宅歯科医療を実施する県内の歯科診療所数 

目標 605→ 536（平成 29 年度末） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 糖尿病は重症化すると様々な合併症が出現し機能障害を引き

起こすことが知られている。糖尿病の重症化を予防し重篤な合併

症に減らすためにも糖尿病に対して理解をもつ歯科医師が不可

欠である。 

（２）事業の効率性 

 県内５か所で研修会を実施することにより、効率的に研修参加

できるようにしている。 

その他 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

事業名 【No.54（医療分）】 

在宅医療移動研修設備(調剤)

整備事業費助成 

【総 事 業 費】13,050 千円 

【基金充当額】H29：6,231 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

 

事業の実施主体 公益社団法人静岡県薬剤師会 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

地域医療構想で必要となる在宅医療の充実において、薬局薬剤師

には在宅患者への無菌調剤に関する理解、対応が求められている

ため、無菌調剤の知識、技能等を高める研修を県内各地で進める

必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

保険薬局（県薬剤師会会員）における在宅可能薬局の割合 

23％（平成 29 年） → 100％（平成 37 年） 

事業の内容（当初計画） 在宅医療の充実において、薬局薬剤師が必要な無菌調剤研修を実

施するために必要な研修設備の整備費を支援する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

整備を行う設備数 １件 

 

アウトプット指標（達成値） 
在宅医療に必要な無菌調剤技術研修を行うための自走する研修

設備車両の整備 １台 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・保険薬局（県薬剤師会会員）における在宅可能薬局の割合 

23％（平成 29 年） → 26％（平成 30 年１月末） 

 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

薬局薬剤師に在宅医療への対応が求められる中、在宅医療に

必要な無菌調剤技術研修を行うために必要な設備を整備する

ことは有効である。平成 30 年以降、本事業により整備した研

修設備を活用し、薬局薬剤師の無菌調剤に関する知識、技能等

を高めることができる。 

（２）事業の効率性 

県薬剤師会に助成し無菌調剤に関する研修を行うために必
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要な設備の整備を行ったことにより、県内の多数の薬局薬剤師

を会員とする県薬剤師会が効率的に無菌調剤研修を進めるこ

とができる。 

その他 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.55（医療分）】 

地域リハビリテーション強化推

進事業 

【総 事 業 費】9,675 千円 

【基金充当額】H29：9,675 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県、静岡県リハビリテーション専門職団体協議会 

事業の期間 内示以降～平成 30 年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

住み慣れた地域で適切なリハビリテーションを提供できるよう、

在宅高齢者等へのリハビリテーション提供体制の強化を図る必

要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：市町が実施する地域リハビリテーション活動支

援事業につながる。（35 市町で実施） 

訪問リハビリテーション事業所 74 か所(H27)→84 か所(H29 末) 

事業の内容（当初計画） ・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 

・訪問リハビリテーション職員養成研修 等 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修  

８圏域 1,600 人 
・訪問リハビリテーション職員養成研修 400 人 

アウトプット指標（達成値） ・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修  

８圏域 2,111 人 

・訪問リハビリテーション職員養成研修 290 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事業 

   11 市町（H28）→23 市町（H29） 

・訪問リハビリテーション事業所数 

74 か所（H27）→88 か所（H29 末） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、訪問リハビリテーション事業所が 14 か所増加

し、在宅高齢者へのリハビリテーション提供体制の強化が図られ

た。また、地域の医療と介護関係者の多職種連携が促進され、在

宅におけるリハビリテーションの必要性の理解が促進された。 

 

（２）事業の効率性 

人材育成の研修は、リハビリ専門職の現状を熟知しているリハ

ビリテーションの職能団体に委託して実施することで、円滑な運
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営、効果的な事業実施が遂行された。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No56（医療分）】 
訪問診療参入促進事業 

【総 事 業 費】21,586 千円 

【基金充当額】H29：20,813 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、

西部） 

事業の実施主体 郡市医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

 今後の高齢化の進行及び病床の機能分化の推進等に伴い、在宅医療

を必要とする住民等の増加が見込まれる中、住み慣れた地域において

長期の在宅療養を支える体制を整備するため、訪問診療を実施する診

療所数を確保する必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→43.9 人（平成 29年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25年度）→23.6％（平成 29年度）  

事業の内容（当初計画）  郡市医師会に、「在宅医療推進員」を設置し、診療所の訪問診療への

参入の促進を図る。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 

・訪問診療を実施する診療所等 901 箇所（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） ・訪問診療を実施する診療所等 901 箇所（平成 29 年度）（精査中） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

（平成 29 年度実績値は集計中につき、以下は現時点最新値） 

・訪問診療を受けた患者数（人口千人あたり） 

 34.5 人（平成 24 年度）→37.2 人（平成 27年度） 

・在宅死亡者数（率） 

 21.1％（平成 25年度）→22.8％（平成 28年度） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
診療所の訪問診療への参入を促進することは、在宅医療体制の

確保に有効である。平成 30 年度からは、地域包括ケアシステム

の構築に責任を持つ市町が直接、郡市医師会を支援することによ

り一層の促進を図る。 
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（２）事業の効率性 
 郡市医師会に在宅医療推進員を設置することで、地域の診療所

その他の医療資源の事情に精通した郡市医師会が主体的に訪問

診療の参入促進に取り組むことができるため、効率的な参入促進

策となっている。 
その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.57（医療分）】 

難病相談・支援センター運営事業 

（難病ピアサポーター相談） 

【総 事 業 費】1,223 千円 

【基金充当額】H29：1,223 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

難病という現在の医療では完治が難しい病を患う方の中には、

在宅で療養している者も多く、医学的相談対応だけではなく、同

じ病気を患っている方同士の繋がりを求めることが多い。在宅で

療養する難病患者にとって、同じ病気を患っているからこその悩

みや苦労を相談することが出来る、より患者目線に立った相談体

制が必要となっている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標： 

県及び政令市難病相談支援センター等における支援件数（相談

完結件数） 

571 件(平成 28 年度) →820 件(平成 33年度) 

事業の内容（当初計画） 難病ピアサポーター相談事業 

・在宅療養する難病患者等からの日常的な相談対応 

・難病支援相談センターで受けた予約面談への同席 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・難病ピアサポーターとの相談可能な支援センター：３箇所 

・難病ピアサポーター登録者数：計 20人（14 団体） 

・相談件数：1,700 件目標（平成 29 年度） 

アウトプット指標（達成値） ・難病ピアサポーターとの相談可能な支援センター：３箇所 

・難病ピアサポーター登録者数：26 人（14団体） 

・相談件数：1,492 件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：571 件(平成 28 年度)→681

件(平成 29 年度) 

ピアサポーター登録者数、支援センター数は目標値を達成し、難

病患者の相談窓口の整備が進んだ。 

相談件数は目標値には達しなかったものの依然として多く、患者

は医療的な相談以外にも今後の症状の変化や生活での悩みなど

多義にわたって相談を必要としている。 
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（１）事業の有効性 

難病患者やその家族から受ける相談は、単に病気についての症

状のみならず、就労や生活面など多種に及ぶため、同じ指定難病

を患った患者へ相談が出来ることでより患者に寄り添った形で

のサポートが実施できた。 

（２）事業の効率性 

県内の難病患者団体のとりまとめを行っており、難病に関する

様々な情報を持っている NPO 法人静岡県難病団体連絡協議会に

委託することで効率的に実施できた。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.58（医療分）】 

在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈ

ｰﾀｰ）育成事業 

【総 事 業 費】314 千円 

【基金充当額】H29：314 千円 

事業の対象となる区域 全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中

東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 内示以降～平成 30 年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 
改正介護保険制度において、地域包括ケアシステム構築に向け

た市町の取組を推進するため、市町の地域支援事業の中で在宅医
療介護連携推進事業が位置づけられた。 
（30 年度には全市町で実施することが義務化） 
この事業のうち、在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置

が本県の市町では進んでいない状況である。本事業については医
療介護の高度な知識を必要とし、単独市町で人材育成を行うこと
は困難であるため、県が相談員の人材育成研修会を開催する。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：在宅医療・介護連携に関する相談支援を実施す
る市町数が増加する。事業実施市町の増：10市町 

事業の内容（当初計画） 市町へのヒアリング及び意見交換会の実施 
・在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）及びその候補者を集め

た研修会の実施 
・相談員の役割や先進事例の紹介、現在実施している市町の相談員

からの実施状況報告 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・在宅医療・介護連携に関する相談支援を実施する市町数 
  ６市町（平成 27年度）⇒35 市町（平成 30 年度までに） 
・相談員育成研修会２回 参加人数 150 人 

アウトプット指標（達成値） ・在宅医療・介護連携に関する相談支援を実施する市町数 
  平成 29 年度末 17 市町 

・相談員育成研修会１回 参加人数 94人 

・在宅医療・介護連携推進事業連絡会を各健康福祉センターで実

施参加人数 95 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・在宅医療・介護連携に関する相談支援を実施する市町数 

  15 市町（28年度末）→17 市町（29 年度末） 

  （30 年度には全市町で実施） 
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（１）事業の有効性 

本事業により在宅医療・介護連携に関する相談支援を実施する市

町が２ヵ所増加した。在宅医療・介護連携相談員（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

が中心となって市町における在宅医療・介護連携の促進につなが

った。 

（２）事業の効率性 

30 年度に全市町で実施となるため、今後はｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの質の向上

を目指した内容にシフトしていく必要がある。 

その他 30 年度からは地域医療介護総合確保基金の介護分で活用する。 
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.59（医療分）】 

地域包括ケア推進ネットワーク

事業 

【総 事 業 費】301 千円 

【基金充当額】H29：301 千円 

事業の対象となる区域 全区域 
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 内示以降～平成 30 年３月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

地域包括ケアシステムを構築するにあたり、医療・介護に係る団
体間の強化を図る必要があるが、現状の開催頻度は少ない状況。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

アウトカム指標：市町での多職種連携会議が開催され、地域包括ケ
アシステムの円滑な構築に寄与する。 
（平成 29 年度中、35市町実施） 

事業の内容（当初計画） 
・医療、福祉・介護の団体等で構成する「地域包括ケア推進ネットワーク会議」を設置 

区分 所管業務 位置づけ 

県 
・医療、介護に係る団体間の連携強化 

・圏域会議で把握された地域課題等の検討  

 

団体間の連携強化 等 

圏域 

・市町事業の円滑な実施に向けた環境整備 

・圏域で必要とされる医療・介護サービ

スの検討 等 

団体の実務者リーダ

ーによる作業部会 

 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・地域支援事業における「在宅医療・介護連携推進事業」「生活
支援体制整備事業」等の早期実施⇒35市町（平成 30 年度末） 

・会議回数及び参加人数 
【県】（団体 25人＋県関係部局 15 人）×２回＝80 人 
【圏域】９圏域×（団体 25 人＋市町 10 人）×２回＝630 人 

アウトプット指標（達成値） ・会議回数及び参加人数 
【県】（団体 26人＋県関係部局 15 人）×２回＝82 人 

【圏域】８圏域×（団体 25 人＋市町 10 人）×２回＝560 人 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・「在宅介護・介護連携推進事業」を実施する市町数 

   30 市町（28 年度末）→  31 市町（29年度末） 

   （30 年４月には全市町で実施） 

・「生活支援体制整備事業」を実施する市町数 

   26 市町（28 年度末）→ 29 市町（29年度末） 

   （30 年４月には全市町で実施） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業により、在宅介護・介護連携推進事業を実施する市町が
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１箇所、生活支援体制整備事業を実施する市町が３箇所増え、平

成 30 年４月には全市町で実施された。また、今後必要とされる

医療・介護サービスの必要性なども情報交換することで団体間の

連携強化につながった。 

（２）事業の効率性 

 県及び圏域単位で会議を開催することにより、医療・介護資源

の現状や地域課題の把握の共有が効果的に行われた。 

その他  
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３．事業の実施状況 

  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.60（医療分）】 

がん医科歯科連携推進事業費 

【総 事 業 費】900 千円 

【基金充当額】H29：900 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部） 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年７月～平成 30 年３月 

□継続 ／ ☑終了 

がん療養に際し口腔機能管理を行うと生活の質が向上する。近年、

居宅等で療養するがん患者が増えてきており、居宅等においても適切

に口腔機能管理ができる歯科医療機関を充分に確保する必要がある。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がん診療拠点病院と医科歯科連携を行う診療所の数 

平成 28 年 501 診療所 ⇒平成 29年 600 診療所 

事業の内容（当初計画） 医療関係者と歯科医療関係者との連携を強化するために連携協議会を

開催する。歯科医療従事者を対象にがん医科歯科連携の効果に関する

研修会を実施するとともに、病院において職員（医師、看護師その他）

を対象に周術期口腔機能管理の効果について研修会を実施する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

連携協議会の開催２回、 医科歯科連携研修会開催（３回） 

参加人数（目標：180 人） 

アウトプット指標（達成値） 連携推進会議の開催：２回 

歯科医療関係者対象の研修会開催：３回（183 人） 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・拠点病院と連携する歯科診療所の数 

501 診療所（平成 28 年）→552 診療所（平成 30 年） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

本事業は、歯科医師に対し、適切な口腔機能管理を実施するため

の研修会の開催や診療所と拠点病院との連携を図ることで、口腔機

能管理の普及を図るものである。口腔機能管理が普及することで、

がん患者の治療における負担が軽減され、早期の社会復帰並びに QOL

の向上が図られる。 

（２）事業の効率性 

研修会の開催にあたっては、県歯科医師会の組織を活用し、より

多くの受講者を確保した。 

その他  
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３．事業の実施状況（平成 29 年度静岡県計画の事後評価） 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【Ｎｏ．１】 

静岡県介護施設等整備事業 

【総事業費：執行額計】  

平成 29 年度 581,091 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 
（賀茂・熱海伊東・駿東田方・富士・静岡・志太榛原・中東遠・西部） 

事業の実施

主体 
静岡県（補助主体） 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日（繰越事業は平成 30 年度末まで） 

☑継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
背景にある

医療・介護

ニーズ アウトカム指標： 静岡県全体 

目標項目等 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 1,355 人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を除く。） 
12,621 床 

③ケアハウス 2,545 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 32 カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
410,938 回／年 

189 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 6,373 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 174 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 23 カ所  
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事業の内容

（ 当 初 計

画） 

 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ６カ所 

 認知症高齢者グループホーム            ２カ所 

 認知症対応型デイサービスセンター    １カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    ５カ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 特別養護老人ホーム                 550 床 

 地域密着型特別養護老人ホーム          116 床 

 介護老人保健施設            120 床 

 ケアハウス                90 床 

小規模多機能型居宅介護事業           宿泊定員 81 床 

 認知症高齢者グループホーム             63 床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  3 カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    宿泊定員 45 床 

 介護療養型医療施設等の転換        720 床 
 
 
③介護療養型医療施設から介護老人保健施設等への転換を図るための介護
施設の創設、改築及び改修に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 670 床          
アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進する。 
・小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所増 

・認知症高齢者グループホーム  ５カ所増 

・認知症対応型デイサービスセンター １カ所増 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所増 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ５カ所増 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

＜平成 29 年度執行分のアウトプット指標（達成値）＞ 

・小規模多機能型居宅介護事業所  ３カ所 

・認知症高齢者グループホーム ４カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 

・地域密着型介護老人福祉施設 116 人（４カ所） 
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事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向け

て、第６期介護保険事業支援計画等において予定している地域密着型サービ

ス施設等の整備を行う。 

観察できなかった 

観察できた → 指標：地域密着型サービス施設が増加し整備が進捗した。 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設が増加したことにより、高齢者が地域において、

安心して生活できる体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 

工事契約や物品等契約手続について、県・市町に準じて競争入札等の手

法を導入することにより、経費の低減等の効率化が図られた。 
その他 ＜平成 29 年度の執行額＞ 581,091 千円 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 581,091 千円 

 支援施設等 

 特別養護老人ホーム                  520 床（８カ所） 

 介護老人保健施設             120 床(２カ所) 

 ケアハウス                 90 床(２カ所) 

地域密着型特別養護老人ホーム          116 床(４カ所) 

小規模多機能型居宅介護事業            27 床(３カ所) 

 認知症高齢者グループホーム             54 床(４カ所) 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所      ９床(１カ所） 

 

 

 



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. １】働き甲斐ある介護職場認証事業 
【総事業費】 

291 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

介護職員の職場定着や、介護職場への新たな就労の促進のた

めには、介護職場が長く働き続けることができるような職場

環境にあることが必要である。 

 
背景にある医療・介護ニーズ 

【アウトカム指標】  

介護人材供給実績（平成 29 年）55,206 人  

事業の内容（当初計画） 

介護事業所の主体的な人材確保、育成のための取組を促し、

切磋琢磨を進めることが重要であり、こうしたインセンティ

ブを働かせるために、介護事業所の取組を「見える化」する

認証制度を創設する。  

アウトプット指標（当初の目標

値） 

認証事業所数：検討中 

アウトプット指標（達成値） 
認証事業所数：０（平成 30 年度に新たに認証予定） 

事業の有効性・効率性 

＊平成 29 年度から平成 30 年度にかけて制度検討委員会を開

催し、認証制度を創設した。平成 30 年度内に介護事業所

からの認証申請を受け付け、認証していく。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ２】壮年活躍実践講座  
【総事業費】 

5,000 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委

託  

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

多様な人材の参入を促進し、不足する介護人材の確保を図る。 

 

背景にある医療・介護ニーズ 
【アウトカム指標】 

・就職者数 45 人  

事業の内容（当初計画） 
中高年齢者を主な対象に、介護の基礎的な知識・技術を習得

する講座を開催し、参入促進を図る。  

アウトプット指標（当初の目標

値） 

・講座参加人数 300 人  

・職場体験参加者数 75 人  

アウトプット指標（達成値） 

・ 講座参加者  253 人 

・ 職場体験参加者数 ９人 

（平成 30 年１月から３月で受講した方に対しては、平成 30

年度の職場体験へ案内している。） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

・介護現場から即戦力として期待されている中高年齢者の参

入促進を図ることで、若年層から中高年齢層まで幅広い世

代の人材の参入を促進している。 

（２）事業の効率性 

・講座参加者の職場体験事業への誘導及びキャリア支援専門

員による就労支援により講座参加から就職までを一体的に

支援する。  

・介護施設で働く意欲がある中高年齢層にとって介護の仕事

について知ることができるだけでなく、現場の状況や働き

方、キャリアアップについても確認することができる。 

その他 

・県社会福祉人材センターで実施する職場体験事業への参加

を誘導することで、研修の受講で留まらず、就職までサポ

ートしている。 



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ３】福祉人材参入促進事業  
【総事業費】 

17,350 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委

託 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

介護人材のすそ野の拡大による多様な人材の参入促進を図

る。 

背景にある医療・介護ニーズ 【アウトカム指標】  

・就職人数 10 人以上／年を確保  

・翌年度進学人数 40 人以上を確保  

事業の内容（当初計画） 

・社会福祉人材センターが介護従事者等と協働で、小・中・

高校を訪問し、福祉職セミナー（介護職を主な内容とした福

祉職イメージアップセミナー）を実施  

・社会福祉人材センターが、学生、保護者、教員等を対象に、

介護職を主な内容とした養成校や事業所等を体験・見学する

ツアーを実施  

アウトプット指標（当初の目標

値） 

・福祉職セミナー（150 講座）  

・体験ツアー（県内３地区で実施）  

アウトプット指標（達成値） 
・福祉職セミナー（86 校、167 講座）  

・体験ツアー（県内３地区で実施） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

・参加した児童の８割以上が「福祉の仕事に興味がある」「少

し興味があると」とアンケートに回答。中高生以上の参加

者の６割以上が「福祉分野への就職・進学を選択肢にした

い」「選択肢の１つとして考えたい」と回答しており、福

祉・介護分野のすそ野の拡大につながっている。 

（２）事業の効率性 

・県社会福祉人材センターで実施する就職・進学フェアや職

場体験事業への参加を促すことで、興味を持った学生のフ

ォローも行い、効率的に就職・進学につなげている。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ４】成年後見推進事業（すそ野拡大） 
【総事業費】 

1,039 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 市町 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

認知症高齢者・ひとり暮らし高齢者の増加に伴う成年後見制度利

用者の増加や、親族後見人の減少等に対応するため、後見業務の

新たな担い手として期待されている市民後見人等について、その

必要性や役割について理解の促進を図り、普及につなげる。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

【アウトカム指標】 

 なし 

事業の内容（当初計画） 

１ 市町の実施する成年後見推進事業に対する助成 

＜助成対象事業＞権利擁護人材（市民後見人等）の必要性や役割

に関する説明会等の普及啓発事業 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

権利擁護人材（市民後見人等）の必要性や役割に関する講座・シ

ンポジウム・セミナーの開催 

 開催市町数７市町、10 回、受講人数 800 人 

アウトプット指標（達成

値） 

権利擁護人材（市民後見人等）の必要性や役割に関する講座・シ

ンポジウム・セミナーの開催 

 開催市町数４市、４回、受講人数 304 人 

事業の有効性・効率性 

 市民後見人等の必要性や役割についての普及啓発事業を行う

ことで、その理解者が増加し、なり手の発掘や制度の利用促進に

つなげる。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.５】 

知的障害者居宅介護職員養成研修事業 

【総事業費】 

1,800 千円 

事業の対象となる区域 伊豆地区 

事業の実施主体 静岡県（関係法人へ委託） 

事業の期間 
平成 29 年９月 11 日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

高齢化による介護人材の不足が課題となっていることから、知的

障害のある人にも居宅介護職員の資格を取得してもらい、介護サ

ービス従事者の増を図る。 背景にある医療・介護ニー

ズ 
【アウトカム指標】 

就職人数 1,000 人以上 

事業の内容（当初計画） 

知的障害のある人を対象に居宅介護職員初任者研修を実施す

ることで介護職員の資格取得を推進し、介護人材の「すそ野拡大」

を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
講義時間 209 時間＋修了試験（１時間）、参加人数 10 人 

アウトプット指標（達成

値） 
講義時間 209 時間＋修了試験（１時間）、参加人数 ６人 

事業の有効性・効率性 

（１） 事業の有効性 

介護人材が不足する中で、障害のある人を介護の担い手と

して育成することができ、受講生６名中４名が介護関係の仕

事に就いたことから、介護関係の就職先への就職及び受講者

本人のキャリアアップにつながる事業である。 

（２） 事業の効率性 

   研修の実施について、ノウハウ及び介護実習を実施できる

会員施設を擁する団体に事業を委託することにより、209 時

間にわたる研修を効率的に実施できる。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ６】職場体験事業  
【総事業費】 

4,997 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委託 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

進学前及び就職前にマッチングにより、不足する介護人材の確

保を図る。  

背景にある医療・介護ニーズ 【アウトカム指標】  

・就職人数 40 人以上／年を確保  

・翌年度進学人数 10 人以上確保 

事業の内容（当初計画） 

・介護従事者の確保を目的に、福祉関係学科への進学や介護分

野への就職を検討する中学生以上の者を対象に、希望した施

設等における 10 日以内の職場体験を実施。 

アウトプット指標（当初の目標

値） 

・参加者実人数   250 人  

・参加者延べ人数 1,000 人  

アウトプット指標（達成値） 
・参加者実人数   337 人  

・参加者延べ人数  844 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

・就職人数 32 人、進学者数６人 

・中学生以上を対象とし、幅広く人材のすそ野の拡大を図ると

ともに、求職者が考えている環境と事業所の環境があってい

るかを直接感じてもらい、ミスマッチを防ぐ。 

（２）事業の効率性 

・キャリア支援専門員と相談した方だけでなく、県社会福祉人

材センターで実施する就職・進学フェアや福祉人材参入促進

事業の参加者が、実体験できる場として事業を実施すること

で、効果的な人材の確保を図っている。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 7】就職・進学フェア、福祉人材マッ

チング機能強化事業  

【総事業費】 

36,530 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委託  

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

福祉・介護人材の就職・進学支援、離職防止により、人材の確保を

図る。  

背景にある医療・介護ニーズ 
【アウトカム指標】 

・就職人数 640 人以上(フェア 140 人、マッチング 500 人)／年を確保  

・翌年度進学人数 10 人以上を確保（フェア）  

・参加校の定員に対する平均充足率 85％以上を確保（フェア）  

事業の内容（当初計画） 

・社会福祉人材センターが介護従事者等の確保を目的とした、福祉

求人事業者と求職者の就職相談・面接会（就職フェア）、福祉関

係への進学を目指す学生への進学相談（進学フェア）を開催。ま

た、個別就労支援や公認会計士等の介護事業所派遣による経営指

導の調整等を行うキャリア支援専門員を配置する。  

アウトプット指標（当初の目標値） 

・就職・進学フェア（３期３回実施）  

・キャリア支援専門員（５人配置）  

・事業所訪問 250 箇所以上  

アウトプット指標（達成値） 

・就職・進学フェア（３期３回実施）  

・キャリア支援専門員（５人配置）  

・事業所訪問 251 箇所  

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

・就職人数 289 人（フェア 25 人、マッチング 264 人） 

・介護分野への就職・進学を希望する者と施設の担当者が一堂に会

して情報交換を行うことで、参加者の情報収集がしやすくなり、

効果的な支援ができる。また、専門員による質の高い個別就業支

援により、就職までをサポートしている。 

（２）事業の効率性 

・県社会福祉人材センターで実施する職場体験事業への参加を促す

ことで、興味を持った学生のフォローも行い、実際の就職・進学

につなげている。 

その他  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.8（介護分）】 

長寿者いきいき促進事業 

【総事業費】 

11,913 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県（民間企業等へ委託） 

事業の期間 
平成 29年 9 月 11 日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
背景にある医療・介護ニー

ズ アウトカム指標： 

住民主体の介護予防活動の実施（５団体） 

事業の内容（当初計画） 

65 歳以上の比較的元気な高齢者が、地域での自助・互助の取組の中

心となり、より元気に、かつその期間をできるだけ長く保てるよう

ロコモ予防や認知症予防等の健康長寿活動を推進する人材を育成す

る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
健康長寿活動のリーダーとなる人材 600 人の養成 

アウトプット指標（達成

値） 
健康長寿活動のリーダーとなる人材 500 人の養成 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域において住民主体の健康づくり、介護予防活動を推進するリ

ーダーを養成することで、サロンや居場所などの住民主体の通い

の場における介護予防活動の推進につながる。 
（２）事業の効率性 
すでに住民が集まってる場所のボランティアや地域活動を行っ

ている方、お元気な高齢者の方を対象に研修を行うことで、社会

参加の促進による介護予防と介護予防活動の担い手育成を効率

的に実施している。 

その他  



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 

【No. ９】 

○介護人材確保・定着促進事業 

 ・実践介護技術向上支援事業 

○外国人介護職員支援事業費 

 ・外国人介護人材教育マネジメント支援事業 

 ・外国人介護職員日本語学習支援事業 

○訪問介護員資質向上事業 

【総事業費】 

15,148 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委託 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

小規模事業所の介護職員、外国人介護職員を受け入れている介護事

業所、現任訪問介護員のキャリアアップを支援する必要がある。 背景にある医療・介護ニーズ 

【アウトカム指標】 介護人材供給実績（平成 29 年）55,206 人 

事業の内容（当初計画） 

○小規模事業所への介護技術出前講座の実施 

 小規模事業所が協同で行う介護職員の資質向上研修への助成 

○外国人介護人材を受け入れている（予定を含む）介護事業所に対する受入

れ支援のための研修、外国人介護職員のための日本語研修の実施 

○訪問介護員のための研修の実施 

アウトプット指標（当初の目標

値） 

○介護技術出前講座 200 回、計 2,000 人 

 協同研修への助成 10 グループ 50 事業所 

○外国人介護人材受入れ事業所教育担当者向けの研修３地区計 120

人、外国人介護職員向けの日本語研修３地区計 120 人 

○訪問介護計画作成・展開研修 ３地区各１回計 120 人 

○訪問介護適正実施等研修 ４地区各１回計 120 人  

アウトプット指標（達成値） 

○介護技術出前講座 200 回、計 2,133 人 

 協同研修への助成 1グループ 7事業所 

○外国人介護人材受入れ事業所教育担当者向けの研修３地区計 49

人、外国人介護職員向けの日本語研修３地区計 42 人 

○訪問介護計画作成・展開研修 ３地区各１回計 44 人 

○訪問介護適正実施等研修 ４地区各１回計 46 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
   小規模事業所、外国人介護職員の受入れに前向きな事業所、訪問介

護事業所等の従事者に対して幅広く資質向上の研修を実施することが

できた。 
（２）事業の効率性 
   介護技術出前講座においては、静岡県介護福祉士会への委託、訪問

介護員資質向上研修においては短期間で集中的に専門的な研修を実施

するなど、効率的な研修の執行ができたと考える。 

その他  



 
 



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. 10】福祉人材定着促進支援事業  
【総事業費】 

8,928 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県（職能団体へ補助）  

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・適切なキャリアパス、スキルアップを促進するための研

修を助成することで、安定的な人材の確保を図る。 

事業の内容（当初計画） 

介護福祉士会などの職能団体等が、介護人材の安定的な定

着を図るため、介護従事者（介護就業を検討している者を

含む）に対し、就労年数や職域階層等に応じた知識や技術

等を習得させ、適切なキャリアパス、スキルアップを促進

するための研修を実施した場合に、職能団体等が負担した

費用の全部又は一部を助成する。  

アウトプット指標（当初の

目標値） 
研修回数：50 回 

アウトプット指標（達成

値） 
研修回数：31 回 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

・研修受講者 1,670 人 

・職能団体が実施主体となることで、参加者のニーズに合

わせた研修を、弾力的に実施できている。 

（２）事業の効率性 

・職能団体が実施主体となることで、広報や周知のルート

が確立されており、効率的な事業実施ができている。 

・研修の実施により、職員の資質向上やキャリアパスの形

成が推進され、職員の離職防止につながり、安定的な人

材の確保ができる。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.11】地域包括ケア推進事業（ふじのくに

型福祉サービス推進事業（障害）） 

【総事業費】 

1,500 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステム推進のためには、多様な人材の確保と資質

の向上が必要である。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 【アウトカム指標】 

介護サービス利用者の満足度 90％以上 

事業の内容（当初計画） 

ふじのくに型（年齢や障害の有無に関わらず垣根のない）福祉サ

ービスを提供するための資質向上を目指し、デイサービスや特別

養護老人ホーム等の介護保険事業所等を対象に、障害のある人の

「通い」、「泊まり」を受け入れるための知識等の習得を目的とし

た研修会を実施 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
障害者受入のための研修 50 名 

アウトプット指標（達成

値） 
障害者受入のための研修 20 名 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

 本事業により、障害のある人への理解と支援技術が向上し、介

護を必要とする人の様々な特性に対応しながら、身近な地域の資

源を活用し支えるという意識醸成とそのための資質向上に寄与

した。 

（２）事業の効率性 

 実地研修の研修先を研修受講者が選んで申し込むことができ

るようにし、実践を通じた地域資源との関係づくりにもつなげ

た。 

その他  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【Ｎｏ．12】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費】 
1,115 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

平成30年度に居宅介護支援の指導監督権限が市町に移譲さ

れるため、市町の指導監督能力の向上と平準化を図る必要

がある。 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

アウトカム指標：介護支援専門員に対する市町職員の指導

能力等の向上 

事業の内容 市町担当者（政令市を除く）に対し、県及び主任介護支援

専門員によるケアプランチェック方法等研修の実施 

○地区別市町職員研修 ２回（東部、中・西部） 

○個別訪問指導 県内 25 市町 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護支援専門員の資質の向上 

アウトプット指標（達成

値） 

介護支援専門員の資質の向上 

介護支援専門員に対する市町職員の指導能力等の向上を図

ることにより、介護支援専門員の資質の向上に繋げる。 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
市町職員が、ケアプランチェック方法等について、

情報交換と情報共有の機会を持つことにより、市町職

員の指導能力向上に資することができた。 
（２）事業の効率性 

研修会を東部、中・西部地区２会場で開催すること

で全ての市町が参加できたことや、個別指導について

は複数の市町を午前・午後で実施するなど、効果的で

効率的な執行ができたと考える。 
その他  

 



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. 13】（介護分） 離職者再就職支援事業 
【総事業費】 

2,068 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ委託  

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

離職した介護人材の届出制度の運用により、介護人材の確保を図

る。  

背景にある医療・介護ニーズ 【アウトカム指標】 

・届出登録者数 1,370 人  

・再就職者数 250 人  

事業の内容（当初計画） 
離職者届出制度の運用及び事業所向けに事前説明会の開催等の周

知活動を行う。  

アウトプット指標（当初の目

標値） 
・離職者届出制度の制度周知のための説明会の開催 ６回  

アウトプット指標（達成値） ・離職者届出制度の制度周知のための説明会の開催 ７回 

事業の有効性・効率性 

・主な説明会（３回）での参加法人 161 法人 

・離職者届出制度の事業者への周知を図ることで、制度の円滑な

運用ができる体制整備を行い、離職した介護人材への再就職の

促進を図った。 

 

その他  



事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】認知症関係人材資質向上等事業 
【総事業費】 

13,826 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

認知症施策を医療、介護、福祉、地域づくり等の観点から総合的

に展開することにより、認知症になっても住み慣れた地域で安心

して暮らすことができる体制づくりを図る。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 【アウトカム指標】 

認知症の早期診断・早期対応につなぐ体制を構築している市町数

（35 市町） 

事業の内容（当初計画） 

・認知症対応型サービス事業開設者研修等の認知症介護に係る研修

を実施 

・認知症介護に従事する初任者向けの研修を実施 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修の実施 

・看護職員認知症対応力向上研修の実施（新規） 

・認知症サポート医の養成及び認知症サポート医のフォローアップ

研修の実施 

・認知書サポート医のリーダーの養成及びリーダーを中心とした多職種連

携推進（新規） 

・認知症初期集中支援チーム員に対して、必要な知識や技術習得の

研修を実施 

・認知症地域支援推進員に対して、必要な知識や技術を習得するための研

修を実施 

・地域の薬剤師・歯科医師を対象に、認知症対応力向上研修の実施 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 ２名 
・認知症対応型サービス事業開設者研修修了者 30 名 
・認知症対応型サービス事業管理者研修修了者 110 名 
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者 40 名 
・認知症介護基礎研修終了者 300 名 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 100 名 
・看護職員認知症対応力向上研修修了者 50 名 
・認知症サポート医養成者数  30 名 
・認知症サポート医フォローアップ研修修了者数 70 名 
・認知症サポート医活用促進研修事業修了者 60 名 
・認知症初期集中支援チーム員研修修了者 40 名 
・認知症地域支援推進員研修修了者 30 名 

・薬剤師・歯科医師向け認知症対応力向上研修修了者 200 名 



 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症介護指導者フォローアップ研修修了者 0 名 
・認知症対応型サービス事業開設者研修修了者 17 名 
・認知症対応型サービス事業管理者研修修了者 187 名 
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者 80 名 
・認知症介護基礎研修終了者 289 名 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者 49 名 
・看護職員認知症対応力向上研修修了者 65 名 
・認知症サポート医養成者数  58 名 
・認知症サポート医フォローアップ研修修了者数 0 名 
・認知症サポート医活用促進研修事業修了者 62 名 
・認知症初期集中支援チーム員研修修了者 48 名 
・認知症地域支援推進員研修修了者 39 名 

・薬剤師・歯科医師向け認知症対応力向上研修修了者 123 名 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

認知症の早期診断・早期対応につなぐ体制を構築している

市町数（21 市町） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
かかりつけ医や認知症サポート医、介護施設職員、初期集

中支援チーム員等を対象とした研修を実施することによ

り、認知症の早期診断・早期対応の体制づくり、地域での

生活を支える医療・介護サービスの構築を図ることできた。 
（２）事業の効率性 
かかりつけ医認知症対応力向上研修については、県と政令

市（静岡市と浜松市）が共催で研修を実施することにより

効率化が図られた。 

その他  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.15】 

地域ケア会議等活用推進事業 

【総事業費】 

731 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、静岡県社会福祉士会への委託 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

市町、地域包括支援センターにおいて、多職種協働による個別事例

の検討等行い、地域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援を

通じて、高齢者が住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援する。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

【アウトカム指標】35市町の地域ケア会議の開催 

事業の内容（当初計画） 

①広域支援員派遣事業：地域包括支援センター等で実施する「地域

ケア会議」等の運営支援を担う広域支援員の派遣 

②専門職派遣事業：市町単独では確保が困難な専門家を派遣し、地

域ケア会議や事例検討会における助言等を行う者を派遣 

③地域ケア会議活用推進研修事業：行政職員及び地域包括支援セン

ター職員を対象とした研修会の開催 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

①広域支援員派遣 年 12回 

②専門職派遣   年４回 

③地域ケア会議活用推進研修 ２回 

アウトプット指標（達成

値） 

①広域支援員派遣 １回 

②専門職派遣 １回 

③地域ケア会議活用推進研修 ２回（138 名） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域ケア会議における基本的な知識や、行政及び地域包括支援セ

ンターの役割を正しく認識していただくことで、高齢者が地域に

おいて、安心して生活できる地域の支援体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 
地域ケア会議から地域課題の把握、社会資源開発、政策形成（次

期介護保険事業計画への位置づけ）にも繋がる。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 16】成年後見推進事業（権利擁護人材

育成） 

【総事業費】 

8,549千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県、市町 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

急激な高齢化により、介護サービスの利用契約等の後見業務が増

大することや、親族後見人の減少などにより成年後見人のなり手

不足が予想されており、新たな人材の養成や活動を支援する体制

づくりが求められている。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

【アウトカム指標】 

 成年後見実施機関を設置している市町数 15 市町 

事業の内容（当初計画） 

１ 市町の実施する成年後見推進事業に対する助成 

＜助成対象事業＞権利擁護人材の養成研修事業及び資質向上の

ための支援体制構築事業 

２ 成年後見実施機関運営等研修（県社協への委託事業） 

 成年後見実施機関の運営や課題解決に係る能力向上のため、先

進事例等を学ぶ研修を実施 

３ 成年後見実施機関広域設置研修（県社協への委託事業） 

  成年後見実施機関の広域運営に係る研修等を実施 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・市民後見人の養成研修 開催市町数 11 市町、受講人数 80人 

・市民後見人のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 開催市町数 13 市町、受講人数 60人 

・成年後見実施機関運営等研修 受講人数 30 人 

・成年後見実施機関広域設置研修 受講人数 40 人 

アウトプット指標（達成

値） 

・市民後見人の養成研修 開催市町数 11 市町、受講人数 53人 

・市民後見人のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 開催市町数５市、受講人数 延べ 263 人 

・成年後見実施機関運営等研修 受講人数 延べ 247 人 

・成年後見実施機関広域設置研修 受講人数 延べ 122 人 

事業の有効性・効率性 

 市民後見人の養成や成年後見実施機関設置の推進を行い、後見

人となる新たな人材の育成やその後の活動支援・監督体制を整備

することで、市民後見人による後見業務の受任につなげる。 

その他  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.17】 

介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指導者育成事業 

【総事業費】 

2,000 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、静岡県リハビリテーション専門職団体協議会への委託 

事業の期間 
平成 29年 12 月 5 日～平成 30 年 3月 23 日 

☑継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステム構築に向けて、市町が実施する介護予防事

業の推進に資するリハビリテーション専門職の指導者を育成す

ることで、地域の高齢者が安心して生活できる体制を構築する。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 
【アウトカム指標】リハビリテーション専門職を活用した介護予

防事業を実施する市町数 H30 年度（35市町） 

事業の内容（当初計画） 
地域ケア会議への参画や介護予防プログラムを企画・提案できる

人材の育成を目的とした研修 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

①地域包括ケア推進リーダー導入研修 400 人 

②介護予防推進リーダー導入研修 400 人 

③フォローアップ研修 200 人 

アウトプット指標（達成

値） 

①地域包括ケア推進リーダー研修 124 人 

②介護予防推進リーダー導入研修 133 人 

③フォローアップ研修 115 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域のリーダーとなるリハビリテーション専門職が育成され、市

町の介護予防事業で活用されることで、高齢者が地域において、

安心して生活できる体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、リハビリテーション専門

職と多職種との連携した事業が展開されることで、効果的な介護

予防の実施ができる。 

その他  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 18】 

○キャリアパス制度導入サポート事業 

【総事業費】 

4,738 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（民間団体に委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

介護職員の職場定着や、介護職場への新たな就労の促進のた

めには、介護職場が長く働き続けることができるような職場

環境にあることが必要である。 背景にある医療・介護ニーズ 

【アウトカム指標】  

介護人材供給実績（平成 29 年）55,206 人  

事業の内容（当初計画） 

キャリアパス制度の導入等に意欲のある事業所へ、経営や雇

用管理等に精通した社会保険労務士等の専門家を派遣して

支援する。 

アウトプット指標（当初の目標

値） 
訪問介護事業所数延べ 220 件 

アウトプット指標（達成値） 訪問介護事業所数延べ 58 件 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
   キャリアパス制度の導入、改善等に関する相談に対応

することができた。 
（２）事業の効率性 
   公益財団法人介護労働安定センターへの委託により

効率的な相談事業の執行ができたと考える。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. 19】福祉人材確保セミナー  
【総事業費】 

737 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 
静岡県社会福祉協議会（静岡県社会福祉人材センター）へ

委託  

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニーズ 

経営者・施設管理者向けのセミナーにより介護職場の処遇

改善等の啓発を行い、離職防止を図ることで、介護人材の

確保を図る。  

事業の内容（当初計画） 

・社会福祉人材センターが介護施設・介護事業所の経営者

及び管理者（開設を検討している経営者及び管理者を含

む）を対象とした、経営、人材確保に関する意識改革、

労働環境の改善等による魅力ある職場づくりを目的とし

たセミナーの開催。（助成金の活用を含む） 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

・講座数１講座（全２回で１講座）  
・参加人数 150 人  

アウトプット指標（達成値） 
・講座数１講座（全２回で１講座）  

・参加人数 67 人 

事業の有効性・効率性 

・セミナーの開催により、経営者及び施設管理者の意識改

革を図り、職場環境の改善を推進することで、職員の離

職防止につなげる。  
・県外等の先進的な取組をしている方を講師に招くことで、

参加者（県内の経営者等）には、先進事例を学ぶ貴重な

機会になっている。 
 

その他  



 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No. 20】 

○優良介護事業所表彰事業 

【総事業費】 

2,167 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（民間団体に委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

介護職員の職場定着や、介護職場への新たな就労の促進のた

めには、介護職場が長く働き続けることができるような職場

環境にあることが必要である。 背景にある医療・介護ニーズ 

【アウトカム指標】  

介護人材供給実績（平成 29 年）55,206 人  

事業の内容（当初計画） 

人材育成、福利厚生等の充実に取り組む介護事業所を表彰す

ることで、事業所や介護職員のモチベーションを向上させる

インセンティブを働かせ、それを広く周知する表彰制度を創

設する。 

アウトプット指標（当初の目標

値） 
表彰事業所数：検討中 

アウトプット指標（達成値） 表彰事業所数：10 事業所（２部門各５事業所） 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
   他県の実施例を参考にしながらも、本県独自の表彰制

度を創設し、介護事業所等に周知することで、介護職員

が長く働きやすい職場環境の整備などについて、県民の

理解を得ることができた。 
（２）事業の効率性 
   民間事業者への委託により効率的な表彰式、事例発表

会の執行ができたと考える。 

その他  
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３．事業の実施状況（平成 27 年度静岡県計画の事後評価） 

※平成 27 年度国当初予算・補正予算分の基金のうち、平成 29 年度執行分 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【Ｎｏ．１】 

静岡県介護施設

等整備事業 

【総事業費：執行額累計】 計 2,067,772 千円 

 (内訳：27 当初 1,086,261 千円、27 補正 981, 511 千円) 

○平成 27 年度執行額計 935,942 千円 

  (内訳：27 当初 935,942 千円、27 補正 0千円) 

○平成 28 年度執行額  363,141 千円 
(内訳：27 当初 75,141 千円、27 補正 288,000 千円) 

○平成 29 年度執行額  768,689 千円 
(内訳：27 当初 75,178 千円、27 補正 693,511 千円) 

事業の対象

となる区域 

県内全域 
（賀茂・熱海伊東・駿東田方・富士・静岡・志太榛原・中東遠・西部） 

事業の実施

主体 
静岡県（補助主体） 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
背景にある

医療・介護

ニーズ アウトカム指標： 静岡県全体 

目標項目等 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 1,355 人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を除く。） 
12,621 床 

③ケアハウス 2,545 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 32 カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
410,938 回／年 

189 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 6,373 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 174 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 23 カ所  
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事業の内容

（ 当 初 計

画） 

＜平成 27 年度国当初予算分の事業の内容（当初計画）＞ 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          58 床（２カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ９カ所 

 認知症高齢者グループホーム            ４５床（３カ所） 

 認知症対応型デイサービスセンター    １カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    ２カ所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 特別養護老人ホーム                 397 床 

地域密着型特別養護老人ホーム          58 床 

 養護老人ホーム（定員 30 人以上）     90 床 

 介護老人保健施設            220 床 

 ケアハウス                70 床 

小規模多機能型居宅介護事業            81 床 

 認知症高齢者グループホーム            51 床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    宿泊定員 18 床 

 訪問看護ステーションのサテライト事業所 １カ所  
アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

＜平成 27 年度国当初予算分の当初の目標値）＞ 

域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等

を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を

促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設 58 床（２カ所）） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所 

・認知症高齢者グループホーム 51 床（３カ所）           

・認知症対応型デイサービスセンター １カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ２カ所 

 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

 

＜平成 27 年度国当初予算分のアウトプット指標（達成値）＞ 

 

○平成 27 年度執行分のアウトプット指標（達成値） 

・地域密着型介護老人福祉施設   58 床（２カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  ４カ所 

・認知症高齢者グループホーム   45 床（３カ所） 
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・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  １カ所 

 

○平成 28 年度執行分のアウトプット指標（達成値） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  ５カ所 

・認知症高齢者グループホーム   １床（１カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  １カ所 

 

○平成 29 年度執行分のアウトプット指標（達成値） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  Ｈ29 整備分：２カ所 

 

＜事業の有効性・効率性＞ 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向

けて、第６期介護保険事業支援計画等において予定している地域密着型サー

ビス施設等の整備を行う。 

観察できなかった 

観察できた → 指標：地域密着型サービス施設が増加し整備が進捗した。 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設が増加したことにより、高齢者が地域において、

安心して生活できる体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 

・工事契約や物品等契約手続について、県・市町に準じて競争入札等の

手法を導入することにより、経費の低減等の効率化が図られた。 
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その他 ＜平成 27 年度の執行額＞ 935,942 千円 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成  439,660 千円 

整備施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム          58 床（２カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ３カ所 

 認知症高齢者グループホーム            ２１床（３カ所） 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 496,282 千円 

 支援施設等 

 特別養護老人ホーム                 385 床（７カ所） 

地域密着型特別養護老人ホーム          58 床（２カ所） 

 養護老人ホーム（定員 30 人以上）     90 床(１カ所) 

 介護老人保健施設            100 床(１カ所) 

 ケアハウス                70 床(１カ所) 

小規模多機能型居宅介護事業            28 床(４カ所) 

 認知症高齢者グループホーム            45 床(３カ所) 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所 

 訪問看護ステーションの大規模化・サテライト事業所 ２カ所 

 

＜平成 28 年度の執行額＞ 363,141 千円 

(1)  平成 27 年度国当初予算分 75,141 千円 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 75,141 千円 

 支援施設等 

 認知症高齢者グループホーム             １床（１カ所） 

介護老人保健施設            120 床（２カ所） 

(2)  平成 27 年度国補正予算分 288,000 千円 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成  288,000 千円 

整備施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ５カ所（41 床） 

 認知症高齢者グループホーム            ３カ所（36 床） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       １カ所(9 床) 

 

＜平成 29 年度の執行額＞ 768,689 千円 

(1) 平成 27 年度国当初予算分 75,178 千円 
・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成  64,000 千円 

整備施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ２カ所（18 床） 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 11,178 千円 

 支援施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ２カ所（18 床） 
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(2)  平成 27 年度国補正予算分 693,511 千円 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成  693,511 千円 

整備施設等 

地域密着型特別養護老人ホーム          116 床（4 カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所         ２カ所（18 床） 

 認知症高齢者グループホーム            ３カ所（36 床） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       １カ所(9 床)  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】介護人材育成事業 
【総事業費】 

95,655 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（人材派遣事業者等へ委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 介護の担い手のすそ野を拡大するため、介護の資格のない者

にも介護の仕事に従事してもらう必要がある。 

事業の内容（当初計画） 

 介護の資格を持たない者に、介護職員として必要な知識等を

習得する研修や介護施設等で実務的な研修を実施し、新規就労

を促進する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
・直接雇用者数 120 人 

アウトプット指標（達成

値） 
・直接雇用者数 96 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

   事業に 126 人が参加し、うち 96 人が介護事業所へ直接雇

用されることで、介護人材のすそ野の拡大が図られた。 

（２）事業の効率性 

   介護職員初任者研修、職業紹介、人材派遣の事業を全て

実施することができる事業者に委託したことで、効率的な

事業執行ができた。 

その他   



 

 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22】介護人材就業・定着促進事業（１） 
【総事業費】 

38,469 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（民間事業者へ委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 県民に介護の仕事に対して適切なイメージを持ってもらうと

ともに、特に若年層に介護の仕事への就業に関心を向けてもら

うことが必要である。 

事業の内容（当初計画） 
 介護の仕事の魅力を広く県民に発信する介護の祭典「ふじの

くにケアフェスタ 2017」の開催等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・来場者アンケートで「介護の仕事に対するイメージが改善し

た」85％ 

アウトプット指標（達成

値） 

・来場者アンケートで「介護の仕事に対するイメージが改善し

た」87.3％ 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

   ふじのくにケアフェスタには約１万２千人が来場し、若

年層をはじめ、介護の仕事に対するイメージの改善を図る

ことができた。 

（２）事業の効率性 

   イベント開催に実績のある事業者に委託しつつも、必要

に応じて福祉関係団体等の協力を得て実施することで、効

率的な事業執行ができた。 

その他   



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.23】助け合いによる生活支援の担い手の

養成事業 

【総事業費】 

3,000 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
【アウトカム指標】 

介護サービス利用者の満足度 90％以上 

事業の内容（当初計画） 
市町が実施する生活支援の担い手等養成に通じる法律・経営の専

門家など派遣を通じた人材育成 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

市町が実施する生活支援の担い手養成研修 

・実施市町１市町 

アウトプット指標（達成

値） 

市町が実施する生活支援の担い手養成研修 

・実施市町（１市町）、専門家など派遣（25 回） 

事業の有効性・効率性 

 生活支援の担い手等養成に通じる専門家など派遣や研修の実

施により、生活支援の担い手となる人材を確保し、身近な場所で

の、垣根のない福祉サービスの提供につなげた。 

 担い手となる事業者、団体等が専門家など派遣を上限３回まで

利用できることで、事業化の効率性・有効性が図られた。 

その他  



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.24（介護分）】 

壮年熟期が活躍するいきいき長寿社会づくり 

【総事業費】 

12,060 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県・民間団体 

事業の期間 
平成 29年 9 月 11 日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
背景にある医療・介護ニー

ズ アウトカム指標： 

生活支援の担い手として活動する団体の育成（３団体） 

事業の内容（当初計画） 

①退職後の世代を対象とし、中小企業団体中央会や先進ＮＰＯ等

の支援により生活支援を行うＮＰＯや企業組合の立ち上げや

従事者の育成 

②市町が実施する生活支援の担い手養成に通じる法律・経営の専

門家などの派遣を通じた人材育成 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

①元気高齢者を生活支援の担い手として育成 県内６地域 

②市町が実施する生活支援の担い手養成研修 県内１地域 

アウトプット指標（達成

値） 

①元気高齢者を生活支援の担い手として育成 県内８地域 

②市町が実施する生活支援の担い手養成研修 県内１地域 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 育成した生活支援の担い手となる人材は市町の地域支援事業 
 で活用につながる。 
（２）事業の効率性 
 生活支援の担い手育成のために市町が主体となって行う研修

への参加者が増加しており、効率的に実施している。 

その他  



 
事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.25（介護分）】 

生活支援コーディネーター養成研修事業 

【総事業費】 

981 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

医療・介護の社会資源が市町により偏在していることや関

係者のネットワークが図られていない。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 
【アウトカム指標】 

全市町への第１層コーディネーターの配置（35 名）及び第

２層コーディネーターの配置（167 名） 

事業の内容（当初計画） 

①生活支援コーディネーター養成研修事業 

生活支援コーディネーター養成研修の実施 

（養成研修の講師養成の中央研修受講経費、研修講師報酬、旅費等） 

②生活支援コーディネーターネットワーク構築事業 

生活支援コーディネーター連絡会の実施 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

①生活支援コーディネーター養成研修 （２日×２か所）×２回 

②生活支援コーディネーター連絡会   圏域ごと１回 

アウトプット指標（達成

値） 

①生活支援コーディネーター養成研修 （２日×３か所）×１回 

 の実施に伴い、116 名の生活生活支援コーディネーターを養成。 

②生活支援コーディネーター連絡会   圏域（４箇所）×１回 

 生活支援コーディネーター間のネットワークの構築や他市町の取

組状況について学び、生活支援コーディネーター間の連携を図る

ことを目的に開催、96名が参加。 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
 生活支援コーディネーター養成研修を受講したコーディネー

ターが市町で順次配置され、生活支援体制整備の構築が図られ

た。 
（２）事業の効率性 
 地域ケア会議等に生活支援コーディネーターが参加し、地域の

ニーズを的確かつスムーズに把握することができ、生活支援サー

ビスの提供体制の構築が図られた。 

その他  



 

 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26】介護職経験者復職支援事業 
【総事業費】 

10,500 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（県社会福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 有資格者など介護の仕事に従事した経験のある者に介護職場

に復職してもらうことで、新規就業を促進する。 

事業の内容（当初計画） 

 社会福祉人材センターの離職者届出システム等を活用して経

験者を掘り起こし、復職に向けた研修を実施した上で、介護事

業所とのマッチングを図るとともに、復職後のサポートも行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
・復職者数 100 人 

アウトプット指標（達成

値） 
・復職者数 51 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

   復職者数が 51 人となるとともに、社会福祉人材センター

で本事業を担っていることを周知することができた。 

（２）事業の効率性 

   無料職業紹介事業を所管し、離職者届出システムを運用

する社会福祉人材センターは本事業の担い手としてふさわ

しく、効率的な事業執行ができた。 

その他   



 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.27】 

地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費】 

340 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 静岡県、関係団体への委託 

事業の期間 
平成 29年 4 月 1日～平成 30 年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進する中核的な

機関である地域包括支援センターの機能強化を図る。 
背景にある医療・介護ニー

ズ 
【アウトカム指標】 

35 市町の地域包括支援センターの機能強化及び市町の体制整備

強化 

事業の内容（当初計画） 地域包括支援センター新規配属職員を対象とした研修会の開催 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
35 市町の地域包括支援センター職員の資質向上 

アウトプット指標（達成

値） 

地域包括支援センター新規配属職員研修 参加者 

【1日目】69 名 【2日目】66 名 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域包括支援センターの基本的な知識や、役割を正しく認識して

いただくことで、高齢者が地域において、安心して生活できる地

域の支援体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 
地域包括支援センター職員の知識の習得が図られることで、地域

包括ケアシステムの構築に向けたに取組を推進する中核的な機

関である地域包括支援センターの機能強化に繋がる。 

その他  



 

 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.28】職場環境改善事業 

    産休等代替職員雇上事業 

【総事業費】 

2,967 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（県社会福祉人材センターへ委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・介護職員の職場定着を促進するために、介護ロボットや福祉

機器の導入を推進していく必要がある。 

・介護人材の確保が困難な中、産休、病休、研修受講を理由と

するマンパワーの低下を防ぐ必要がある。 

事業の内容（当初計画） 

・介護機器展を開催する。 

・介護サービス事業者が、介護職員の産休・病休・研修受講に

伴う代替職員を雇用した場合に、人件費相当額を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
・補助事業利用 1,300 日分 

アウトプット指標（達成

値） 
・補助事業利用 10 日分 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

代替職員３人であったが、県で本事業を実施しているこ

とを周知することができた。 

（２）事業の効率性 

   県で直接実施し、効率的に実施することができた。 

その他   



 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.29】介護分野就業促進事業 

    外国人学生の就業促進事業 

【総事業費】 

8,665 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（民間団体に委託） 

事業の期間 
平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・介護分野への就業を検討していない人材の就業を促進するこ

とで介護人材の確保を図る。 

事業の内容（当初計画） 

・ハローワークと連携し、介護分野への就職を眉間等の求職者

を対象にした施設見学付きセミナーの開催。 

・外国人学校生、留学生を対象に、外国人介護職員のいる施設

の見学付きセミナーの開催。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
・参加者数 日本人 420 人、外国人 120 人 

アウトプット指標（達成

値） 
・参加者数 日本人 274 人、外国人 110 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

ハローワークの求職者や日本語学校の生徒等に介護分

野の仕事について認知してもらうことができた。 

（２）事業の効率性 

   同時に多人数を対象とするため、バスツアー方式で実施

することで、効率的に実施することができた。 

その他   



 

 

 

 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30】新人介護職員職場定着促進事業 
【総事業費】 

2,967 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 県（民間団体に委託） 

事業の期間 
平成 29 年 11 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・介護人材の定着促進の一環として、新人介護職員の定着を図

る必要がある。 

事業の内容（当初計画） 
・就業後３年未満の介護職員を対象とした、モチベーション向

上や施設を超えた職員間の絆づくりのための研修の開催。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 
・参加者数 150 人 

アウトプット指標（達成

値） 
・参加者数 72 人 

事業の有効性・効率性 

（１）事業の有効性 

参加者アンケートでは研修全体の満足度は 80％を超え、

一定の効果を挙げることができた。 

（２）事業の効率性 

   若者の就業事情に習熟した事業者に委託することで、効

率的に実施することができた。 

その他   
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３．事業の実施状況（平成 28 年度静岡県計画の事後評価） 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【Ｎｏ．１】 

静岡県介護施設等整備事業 

【総事業費：執行額累計】 944,969 千円 

○平成 28 年度執行額 736,239 千円 
○平成 29 年度執行額 208,730 千円 

事業の対象

となる区域 

県内全域 
（賀茂・熱海伊東・駿東田方・富士・静岡・志太榛原・中東遠・西部） 

事業の実施

主体 
静岡県（補助主体） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日（繰越事業は平成 30 年度末まで） 

☑継続 ／ □終了 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
背景にある

医療・介護

ニーズ アウトカム指標： 静岡県全体 

目標項目等 平成 29 年度目標 

①地域密着型介護老人福祉施設の必要利用定員総数 1,355 人 

②介護老人保健施設 

（療養病床からの転換分を除く。） 
12,621 床 

③ケアハウス 2,545 床 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 32 カ所 

⑤認知症対応型デイサービスセンター 
410,938 回／年 

189 カ所 

⑥認知症高齢者グループホーム 6,373 床 

⑦小規模多機能型居宅介護事業所 174 カ所 

⑧看護小規模多機能型居宅介護事業所 23 カ所  
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事業の内容

（ 当 初 計

画） 

 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所         10 カ所 

 認知症高齢者グループホーム            ７カ所 

 認知症対応型デイサービスセンター    １カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ６カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    ４カ所 

 地域包括支援センター          ４カ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 支援予定施設等 

 特別養護老人ホーム                 500 床 

 介護老人保健施設            200 床 

 ケアハウス                40 床 

小規模多機能型居宅介護事業           131 床 

 認知症高齢者グループホーム            135 床 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ７カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所    宿泊定員 54 床 

 介護療養型医療施設等の転換        46 床 
 
 
③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 
を行う。 

 支援予定施設等 

 特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修 

                                     80 床 

 介護療養型医療施設の有料老人ホームへの転換整備 

                             46 床  
アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進する。 
・小規模多機能型居宅介護事業所  15 カ所 

・認知症高齢者グループホーム   135 床 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  ７カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所   ６カ所 

 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

＜平成 28 年度執行分のアウトプット指標（達成値）＞ 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ６カ所 

・認知症高齢者グループホーム 99 床 
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・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ３カ所 

＜平成 29 年度執行分のアウトプット指標（達成値）＞ 

・小規模多機能型居宅介護事業所 ３カ所 

・認知症高齢者グループホーム 27 床 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所 

 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向け

て、第６期介護保険事業支援計画等において予定している地域密着型サービ

ス施設等の整備を行う。 

観察できなかった 

観察できた → 指標：地域密着型サービス施設が増加し整備が進捗した。 

事業の有効

性・効率性 

（１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設が増加したことにより、高齢者が地域において、

安心して生活できる体制の構築が図られた。 
（２）事業の効率性 

・工事契約や物品等契約手続について、県・市町に準じて競争入札等の

手法を導入することにより、経費の低減等の効率化が図られた。 
その他 ＜平成 28 年度の執行額＞ 736,239 千円 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成  96,000 千円 

整備施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所          １カ所 

 認知症高齢者グループホーム             ９床（１カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        １カ所 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 551,459 千円 

 支援施設等 

 特別養護老人ホーム                  430 床（７カ所） 

 介護老人保健施設             200 床(２カ所) 

 ケアハウス                 40 床(１カ所) 

小規模多機能型居宅介護事業            50 床(６カ所) 

 認知症高齢者グループホーム             99 床(７カ所) 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所     27 床（３カ所） 

 介護療養型医療施設の有料老人ホームへの転換        

46 床（１カ所） 
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・介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対する支援 
                           88,780 千円 

 支援施設等 

 介護療養型医療施設の有料老人ホームへの転換整備 

                              46 床（１カ所） 

 

＜平成 29 年度の執行額＞ 208,730 千円 

・地域密着型サービス施設等の整備に対する助成  128,000 千円 

整備施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所           ２カ所 

 認知症高齢者グループホーム             ９床（１カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所        １カ所 

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 80,730 千円 

 支援施設等 

 特別養護老人ホーム                   70 床（１カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業            24 床(３カ所) 

 認知症高齢者グループホーム             27 床(２カ所) 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所     ９床（１カ所） 
 

 



付属資料１

1 静岡県介護施設等整備事業 ③ 県内全域 県（補助主体） 1 581,091 208,730 768,689 75,178 693,511 1,558,510

小計（③介護施設等の整備に関する事業） 581,091 208,730 768,689 75,178 693,511 1,558,510

1 働き甲斐ある介護職場認証事業 ⑤ 県内全域 県 1 291 0 291

2 壮年活躍講座 ⑤ 県内全域 県 1 5,000 0 5,000

3 福祉人材参入促進事業 ⑤ 県内全域 県 1 17,350 0 17,350

4 成年後見推進事業（すそ野拡大） ⑤ 県内全域 市町 1 1,039 0 1,039

5 知的障害者居宅介護職員養成研修事業 ⑤ 伊豆地区 県 1 1,800 0 1,800

6 職場体験事業 ⑤ 県内全域 県 1 4,997 0 4,997

7 就職・進学フェア、福祉人材マッチング機能強化事業 ⑤ 県内全域 県 1 36,530 0 36,530

8 長寿者いきいき推進事業 ⑤ 県内全域 県 1 11,913 0 11,913

9
介護人材確保・定着促進事業、外国人介護職員支援事業費、訪問
介護員資質向上事業

⑤ 県内全域 県 1 15,148 0 15,148

10 福祉人材定着促進支援事業 ⑤ 県内全域 県 1 8,928 0 8,928

11 地域包括ケア推進事業 ⑤ 県内全域 県 1 1,500 0 1,500

12 介護支援専門員資質向上事業 ⑤ 県内全域 県 1 1,115 0 1,115

13 離職者再就職支援事業 ⑤ 県内全域 県 1 2,068 0 2,068

14 認知症関係人材資質向上等事業 ⑤ 県内全域 県 1 13,826 0 13,826

15 地域包括ケア会議等活用推進事業 ⑤ 県内全域 県 1 731 0 731

16 成年後見推進事業（権利擁護人材育成） ⑤ 県内全域 県、市町 1 8,549 0 8,549

17 介護予防の推進に資するＯＴ、ＰＴ、ＳＴ指導者育成事業 ⑤ 県内全域 県 1 2,000 0 2,000

18 キャリアパス制度導入サポート事業 ⑤ 県内全域 県 1 4,738 0 4,738

19 福祉人材確保セミナー ⑤ 県内全域 県 1 737 0 737

20 優良介護事業所表彰事業 ⑤ 県内全域 県 1 2,167 0 2,167

21 介護人材育成事業 ⑤ 県内全域 県 1 95,655 95,655 95,655

22 介護人材就業・定着促進事業（１） ⑤ 県内全域 県 1 38,469 38,469 38,469

23 助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 ⑤ 県内全域 県 1 3,000 3,000 3,000

24 壮年熟期が活躍するいきいき長寿社会づくり ⑤ 県内全域 県・民間団体 1 12,060 12,060 12,060

25 生活支援コーディネーター養成研修事業 ⑤ 県内全域 県 1 981 981 981

26 介護職経験者復職支援事業 ⑤ 県内全域 県 1 10,500 10,500 10,500

27 地域包括支援センター機能強化推進事業 ⑤ 県内全域 県 1 340 340 340

28 職場環境改善事業、産休等代替職員雇上事業 ⑤ 県内全域 県 1 2,967 2,967 2,967

29 介護分野就業促進事業、外国人学生の就業促進事業 ⑤ 県内全域 県 1 8,665 8,665 8,665

30 新人介護職員職場定着促進事業 ⑤ 県内全域 県 1 2,967 2,967 2,967

小計（⑤介護従事者の確保に関する事業） 140,427 0 175,604 0 175,604 316,031

721,518 208,730 944,293 75,178 869,115 1,874,541

国当初分 国補正分
合計

金額（千円）

Ｈ28国当初分
Ｈ27国当初分

　　計

（参考資料）平成29年度 静岡県 事後評価一覧表

事業の
区分

（注１）
区域名

合　計

Ｈ29国当初分
事業名

事業の
実施主体

事業の
期間(年)


